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はじめに

地球の環境破壊が問題とされている現状、この環境を保護するため、今住宅建材産業界

は、高気密、高断熱、高耐久、高機能等々に対する新技術を開発し、そこに住む人達がよ

り環境にやさしく、快適な住生活を営めるよう、種々の商品の開発が行われています。

また、高齢化社会に対応した、より健康的な居住環境の形成を提供できる、建材技術開

発も積極的に取り組んでいくことが必要であると考えています。

このような社会の多様な要請に応えていくために、総合的な視点から今後より一層の

充実、 強化の必要を痛感しているところであります。

そのために平成4年より、 トステム建材産業振興財団では『住宅・建材分野における

調査 ・研究の充実、国内・海外との交流・協力さらには人材育成に寄与するため』に研究

助成を続けて参りました。

本年で 10年目を迎え、設立9期間における助成先は延べ221件、助成金額は2億 5，308

万円に達しております。それにより第 1回 (平成4年)11件、第2回(平成5年)14件、

第3回(平成6年)15件、第4回(平成7年)22件、第5回(平成8年)23件、第6回

(平成9年)33件、そして今回第 7回(平成 10年)は 22件の成果報告ができました

ことは、誠に喜ばしい限りでございます。

これらの有意義な研究成果が、これからの住宅・建材産業の発展に貢献できれば幸いと

存じます。

当財団としても、今後もこのような研究助成・その他成果発表会、そして自主事業の

運営を図っていきたいと存じますので、よろしくご指導、ご鞭撞の程お願い申し上げます。

トステム建材産業振興財団

潮田 健次郎
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1-1 壁面線毎の壁率調査と必要床面内終局

強度の検討

豊田工業高等専門学校

講師 山田耕司





1 .序

著者は、東京理科大学の杉山らが考案した方法を用い、愛知県下の在来軸組木造住宅の耐力デ

ータを雑壁を含めた壁長で推察し、その地域性を検討した(木造建売住宅の壁量の管見，東海支

部研究報告集第35号)。次にその結果を元に平成9年度文部省科学研究費補助金奨励研究「愛
知県の在来軸組木造住宅の壁長による耐震性能調査Jでは、既存の木造建築物耐震壁の実状図面

調査(壁量、偏心率)を行い、壁量で推察した愛知県の在来軸組木造住宅の耐力データベースを

構築し、県内の在来軸組木造住宅の耐震性能の特徴、延べ床面積なと、の耐震性への影響、実際の

耐力壁量で計算される壁率・偏心率と雑壁を加えて推察した壁率・偏心率の相関を検討している。

しかし、在来木造軸組住宅(以下、在来住宅)の耐震性は、 一概に"保有壁量"と"偏心率"

で決められるものではない。特に偏心率に関しては、剛床仮定の下での壁の分布性状を表してい

るに過ぎず、 一般に在来木造軸組住宅では剛床仮定が成り立ちにくい(木造在来構法床組の面内

剛性に関する研究，西川忠，日本建築学会大会学術講演梗概集， 1991)。その為著者は、在来住
宅では壁面線毎の耐力評価を行うべきと考えている(http://133.85.17.1/yamada/kaneko.html)。

本研究では、以下の事項を目標としている。

1 )愛知県内既存木造軸組住宅の設計図書を再分析し、既製の木造建物耐震診断ソフトを利用して、

耐力壁線毎の耐力評価を行い、剛床仮定で得られる各パラメータと比較し、それらの聞の相

関性を+食討する。

2)兵庫県南部地震に関する多数の報告書に記載されている在来住宅の被害例に関して同様の計
算を行い、被害との関連を考察する。

3)既存の耐力壁量による水平耐力を全て活かすための必要床面内剛性を計算し、壁剛性、重量配

分との関係を検討する。

2.既存軸組木造住宅の耐力壁線毎の耐力評価

2. 1 使用データ

平成3年度に建てられた在来木造軸組住宅341棟の設計図書を利用した。延べ床面積の分布を
図2-1に示す。平均延べ床面積は 144.9ばである。法定壁量に対する充足率の分布を図2-2に示

す。なお、 “重い屋根"に属する建物は 188棟、 “軽い屋根"に属する建物は 153棟である。

ほとんどの建物で充足率(=存在壁量/法定必要壁量)は1.0を超えている。しかし、延べ床面

積が大きいほど充足率が小さくなる傾向にある。また、東西方向と南北方向の充足率には正の相

関が認められる。偏心率の分布傾向を図2-3に示す。延べ床面積と偏心率には相関が認められな
い。また、東西方向と南北方向の偏心率には相関が認められない。図2-4に壁直下率を示す。延
べ床面積が増えると壁直下率が小さくなる傾向がある。また、東西方向と南北方向の壁直下率に

は多少の正の相関が見られる様である。
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2. 2 耐力壁線の定義

耐力壁線およびその負担面積と必要壁量は次のように定義した。

必要壁量は、各耐力壁の負担面積からその区域の地震荷重を計算したものである。各区域の必要

壁量の計算式の根拠は文献(日本建築学会:建築耐震設計における保有耐力と変形性能

1981，1981)を参考にして、表2-1の値を設定した。ここで庇面積をAE= O.751E ni (ただし、ら

は庇長さ(m))注)として、区分された領域での必要壁量は次式となる。

日協必要部分壁量佃)=古判明+院+陀+夙)+付叱)+仲

従って、

必要壁量(m) = 0.123A} +0.174~ +O.092AE (重い屋根の場合) (2-2) 

= O.092A] + O.174A2 + O.062AE (軽い屋根の場合)

となる。なお、耐力壁線の負担面積設定(区域分け)は表2-2に示す手順を取った。

また、各耐力壁線毎に充足率を求め、これを以後“部分充足率"と称することにするo また、本

報では、部分充足率の内、最低の部分充足率の傾向に関して検討する(以後、最低部分充足率と

称する)。

2. 3 分析結果

耐力壁線に応じた負担面積の設定ができなかった建物は、東西方向の耐力壁線で 159棟、南北

方向で 68棟、両方向とも設定できなかった建物は31棟である。また、最低部分充足率が存在

する場所は、建物の中心部分が最も多く、東西方向では341棟中254棟、南北方向では24

3棟であった。耐力壁線開の間隔は、耐力壁線による部分充足率が計算できた事例より抽出した

もの 1000件の内、 2......，2.9 mが41 1件、 3......，3.9mが393件、を占めている。最低

部分充足率の分布傾向を図2-5に示す。図2-6に法定壁率に基づく充足率と最低部分充足率の関

係を示す。両方向とも特に充足率との明確な関係は見られないが、東西方向に関して、充足率が

低い建物では最低充足率が低い建物が多い。図2-7に延べ床面積と最低部分充足率の関係を示す。
延べ床面積が大きくなると最低部分充足率が低い建物が多い。しかし、延べ床面積が大きい建物

は充足率の小さい建物が多いため、この結果は当然である。図2-8に偏心率と最低部分充足率の

関係を示す。関係は見られない。

2. 4 結論

今回の調査の結果、次の事項が判明した。

・耐力壁線に応じた負担面積の設定ができなかった建物は、東西方向の耐力壁線で 159棟あっ

た。これは耐力壁線に応じた負担面積の設定条件(境界線が偏って引かれている建物の識別

条項)が厳しかった為であり、この条項の 1/3を1/4にすべきと判断する。

-データより、建物長8m以下の建物に 1: 2 : 1の耐力壁負担面積割合を適用するのは問題が
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有ることが判明した。今後は上記の建物の場合、 1: 1で割り振ることが必要である0
.最低部分充足率が存在する場所は建物中央部に多いことが判明した。

-最低部分充足率と延べ床面積、充足率、偏心率の間に明確な関係は見られなかった。このこと

から、最低部分充足率は“全くの無意味"であるか“偏心率と無関係な新たな耐震指標"かの

いずれかである。

よって、今後は床面内剛性を仮定した上で各建物の保有耐力を算定し、充足率・偏心率・部分充

足率などと比較する必要がある。なお、今回の調査の結果、耐力壁線の負担面積設定(区域分け)

は表2-3に示す手順を推奨する。

3.兵庫県南部地震被害建物の充足率、偏心率、直下率の傾向

3. 1 目的

本論では既往の報告書に示されている壁倍率と被害程度の判明している被害事例の耐震性能を

壁量と壁配置から計算される種々の必要壁量で評価し、被害を被らないための 1階の最低壁量に

ついて考察する。なお、 一般の木造軸組住宅の2階の壁量は、必要壁量を満足している場合が多

いので、今回は検討しない。

3. 2 使用した被害事例と充足率の定義

3. 2. 1 使用した被害調査事例

本報で使用する被害調査事例は表 3-1に示す文献 1)--..，3)，6)--..，10)に記載されている壁倍率の

判明している被災建物27件および兵庫県南部地震で得られた地震動波形で加振実験された建

物10件(表 3-1参照)である。また、被害度を表2のように定義し、文献 3)に関しては、文
献中の“被災度目を“被害度"と読み替えた。なお、本報では、調査建物の東西軸をX軸、南北

軸をY軸とし、加振実験棟では加振軸をX軸としている。 3. 2.2節に定義する施行令充足率

(建築基準法施行令での必要壁量の満足率)と偏心率の分布を図3-1，2に示す。

3. 2. 2 充足率の定義

以下に示す各算定方法を組み合わせて、充足率(=存在壁量/必要壁量)の定義を表3-3に示す

ように 5種とする。存在壁量は、耐力壁のみを壁倍率に基づいて計算している。必要壁量の算定

法として、建築基準法施行令に基づく場合，各階床面積を考慮した場合の2種類、および耐力壁

の負担幅を考慮し、建物を区域分けした場合を検討した。“施行令"に基づく場合は、 1階床面

積を AJm， 2階床面積を《 IIfとして、
必要壁量(m)= 0.33A) (重い屋根の場合) (3-1) 

= o.29A) (軽い屋根の場合)
となる。また、 “各階床面積考慮"の場合、文献11)に記載されている各階の床面積を考慮した
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所要必要壁量を用いている(式(3-2))。
必要壁量(m) = 0.15A， + 0.18Az (重い屋根の場合) (3-2) 

= O.llA1 + O.l8A2 (軽い屋根の場合)
図3-3に示すように今回の事例では、床面積の比は 0.9-'"1. 0の聞に多く、必要壁量の差は大き

くなく、必要壁量の差は最大の場合でも 0.8倍程度である。部分充足率に用いている“区分床面
積考慮"とは、各耐力壁の負担面積からその区域の地震荷重を計算したものである。各区域の必

要壁量の計算式の根拠は文献 5)を参考にして、表 3-4の値を設定した。ここで庇面積を

A
E 
=O.75I
E
ぱ(ただし、 IEは庇長さ(m))注)として、区分された領域での必要壁量は次式となる。

1哨階の必要部分壁量副副(佃凶m削)片=古;←訓αペ(いA2明2(叫陀+馬+ぺ叱+ぺ州眠町)+付陀附恥川)い川+刊(μ仲A
従つて、

必要壁量(m) = o.123A) + o.174A2 + O.092AE (重い屋根の場合) (3-4) 

= O.092Aj + O.174A2 + O.062AE (軽い屋根の場合)

となる。なお、耐力壁線の負担面積設定(区域分け)は表3-5に示す手順を取った。

偏心率による壁量低減係数は、文献 11)に基づいた。 Reを偏心率として偏心率に関する低減係

数(Cre)は、

Cre = 1.0 (0<Re<0.15) (3-5) 

= 1j(3.33Re+0.50) (0.15<Re<0.45) 
= 0.5 (0.45くRe)

である。図 3-2に示される今回の事例の偏心率は、約半数が 0.2以下であり、低減係数による偏

心の被害への影響はほとんどないと考えられる。なお、以降に示す各充足率は施行令充足率およ

び面積考慮充足率に関しては、 X，Y方向の小なる方、部分充足率に関しては、各方向・各区分領

域の中で最も小なるものである。

3. 3 考察

図3-4-..，8に各充足率と被害度の関係、図 3-9に評価法の違いによる充足率の変化、表 3-6に

被害度3以上建物の被害状況を示す。図 3-4-..，8中の直線は、仮に設けた被害を被る予測最大充

足率である。各階床面積の考慮の有無による充足率の変化は、 3. 2.2節にも述べたように今
回用いた資料では 1階床面積と 2階床面積が同程度の建物が多く、被害との関係に明確な差が生

じる程ではなかった(図 3-4，6，9参照)。充足率低減係数の充足率への影響は、 3.2.2節で
も述べたように今回の事例の範囲では充足率が低減しない建物が多く、充足率低減係数は今回の

被害事例の範囲では影響が少ない(図 3-4-..，7参照)。

被害度2(小破)を免れる充足率は、施行令充足率の場合1.5、面積考慮、充足率で 1.7、部分

充足率で 1.2程度が必要である(図 3-4-..，8参照)。なお、部分充足率の場合、必要充足率が 1. 

0を超え 1.2-"'1.4必要なのは、施行令充足率が建物の形状を無視して必要壁量を算定してい
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るのに対し、面積考慮充足率および部分充足率が各階床面積もしくは負担面積から必要壁量を算

定しており、施行令充足率で必要な壁量より必要壁量が少なく見積もられる為と考えられる。 一

方、面積考慮充足率など建物重量に基づく荷重算定を行った場合に被害度2を防ぐには、現行規

定の 1.5倍程度の壁量が必要と考えられる。また、被害度1の建物から推測すれば、充足率が

2.0以上、特に部分充足率で 1.5以上あれば被害の可能性は非常に少ないと考えられる(図

3-4---8参照)。充足率が1.0を超える被害度3，4の建物の被害要因は被害状況(表3-6)より

次のように推測される。被害建物0626，W01，W02では、筋違いの緊結不足が伺える。

被害建物No.4，No. 5，FP 5は、施行令充足率，面積考慮充足率による被害説明は難しいが、

部分充足率が 1.5以下(図 3-9参照)になっており、また、被害建物W01も部分充足率が他

の場合に比べ半分以下になっており、偏心率では表現できない建物の部分的強度不足が予測され

る。従って、被害を説明する要因として建物の部分的弱さも考慮する必要があると考えられる。

ただし、被害建物W02は、 全ての評価法で充足率2.0以上であり、この建物の被害は、被害

状況(表3-6)にもあるように部材の緊結不足と考えられる。

部分充足率と被害の関係では、被害建物o6 2 9は東西方向に 3区域あり、部分充足率は西から
1.29，1.25，2.09であり西側に被害が生じやすいと考えられ、被害建物No.8は南北方

向に 2区域あり、部分充足率は南から 0.45，0.87であり南側に被害が生じやすいと考えら

れる。これらは被害状況(表3-6)とも対応している。

3. 4 結語

兵庫限南部地震の報告書に記載されている壁種類が判明している建物と地震後に行われた実

大実験建物に関して、種々の充足率を計算し被害との関係を考察した結果次のことが判明した0

・今回使用した事例の偏心率は、約半数が 0.2以下であり、低減係数による偏心の被害への影響

はほとんどない。

-部材が緊結されており、施行令充足率が2.0以上、面積考慮充足率が2.0以上、部分充足率

が1.5以上あれば、被害度が2(小破)以下になる可能性が高い。

-今回用いた資料の範囲では、部分充足率を用いた評価の方が被害を明確に説明できそうである。

結果として、被害を被らない為の耐震性能評価法毎の最小充足率が示された。
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7王

庇の面積を算定するにあたり、面積算定を簡単にするため、庇面積=庇長さ×庇の奥行き (750

皿)とした。なお、庇の奥行きは 300-...，950mmの範囲で存在するが、各種資料検討の上頻出殿高

い750mmを用いることとした。

4.必要床面内剛性と壁剛性、 重量配分との関係

本研究では、 1スパンのモデルを想定し、地震荷重に対する壁量の不釣り合い配置と床面内剛性

とを考慮に入れた強軸側の必要壁量を算定している。

4. 1 軸組木造の床の荷重伝達能力について

4. 1. 1 既往の文献

剛床仮定の成立する最小床剛性に関する研究は、「構造物床の必要最小面内剛性と面内強度の研

究J (田川健吾，日本建築学会北陸支部研究報告集第35号，pp.49-52.，)によれば、床剛性に関

して、弾性時において床剛性が全架構剛性の3倍以上あれば十分である。また、床強度に関して

は、静的な力の釣り合い条件から慣用される設計強度より も十分大きい強度が必要である。と報

告されている。

4. 1. 2 軸組木造における床及び壁の剛性について

1 )壁の剛性について

軸組木造の耐震壁の剛性については、個々の施工状況、アンカーボルト配置により大きく変動す

ると考えられる。そこで壁倍率の算定実験結果を参考に、層間変形角 1/120rad変形時までの割

線剛性を採用し、 1/120rad変形時まで線形であると仮定する。
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130(kgf} xα kf!f / 
壁倍率αの岡リ性は、 K=τァ一一一一一二 15600aCol /"m!}となる。

II20 (rad) 〆，......，.

壁高さを 2700皿として壁頂部での剛性評価を行うと、壁剛性は、

K二品J仏}= 5.8α(k.仏)はる。

2 )床の剛性について

床の水平加力実験報告は非常に少なく、著者の知るところでは、「木構造における水平構面のせ

ん断耐力J (飯塚五郎蔵，日本建築学会大会学術講演梗概集昭和 55年9月，C，pp.1997-1998)の
みである。この文献では、 3640mmx 3640mmの床構面をツガ材(100x 100)で構成し、火打ち梁、
合板等で補強した各場合の水平耐力を実験により求めている。その結果の一部を表4-1に示す。

この実験結果でも、非線形な力一変位関係が得られているが、ここでは 1/100rad時の耐力から
計算した割線剛性を床の剛性とする。

4. 1. 3 剛床仮定の検討

前節で検討した床モデルの両端に壁がある場合を想定し、剛床仮定を検討する。床モデルの面積

は13.2ばであるので、必要壁量は0.33m/ぱとして 4.4mである。従って、架構剛性は、25.5kgf/皿
となる。床剛性は最大でも 31.6kgf/mmであるので、 31.6/25.5=1.24であり剛床仮定が成り立

たないことが判る。また、大きな仮定ではあるが、剛床仮定が成立する壁面線間距離は、床剛性

が架構剛性の3倍必要であるとすれば、 3640/(25.5 x 3/31. 6)二1504mmとなり、合板の貼る方向
を無視すれば、1.5m以内であれば剛床を仮定できることになる。

4. 2 床の荷重伝達と必要壁量

4. 2. 1 仮定

床の荷重伝達能力を考慮、に入れた壁量の算定を行う。先ず、つぎの仮定を用いる。

-遠方の壁の剛性、耐力は、床剛性から考えるとあまり期待できないと考えられる。従って 1ス

パンのモデルで考察すれば十分である。

-近隣の壁の閣で十分な壁量を維持できなければ、建物は倒壊するだろう。

-近隣の壁の間で充足率 1を満足すれば良いと言うわけではなく、床の荷重伝達能力が低ければ

補完する側の必要剛性を大きくする必要がある。

-偏心は考慮、しない。

4. 2. 2 線形範囲
片方の壁量が少ない場合の相手側の必要壁量に関して、線形範囲(層間変形角 1/120rad以下と

する)で検討する。
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1 )解析モデル

解析モデルを図 4-1に示す。

各変数の定義

F"F2，Fo: 1側、 2側および全水平荷重 (F1+F2=Fo)

K"K2，KB，Ko: 1側壁、 2側壁、床および基準面内せん断剛性
ただし、 K2側を低剛性の壁とし、 FoとKoの関係は Fo/Ko=δo(1/120 rad)とする。

また、 各パラメータを次のように設定する。

Fz=γFoγ=0""-' 1、F1=(1-γ)Fo
Kz=αKoα=0.0"，，-，0.5 
KB=βKo β=0.0"，，-，3.0 (なお、先の表に示した床剛性の場合、βの取りうる範囲は、 0.12""-'1.24

である)

2 )変位計算

1側の変位 (δ1)、 2側の変位 (δ 2)は次のように表される。なお、 1側・ 2側に作用する

せん断力は、 Ql=K1・δ1、Q2=K2・δ2である。
F:Kベ +FKn+EKn F，K.+F、Kn+F，Kn 
司=Tf I r..r L. Tfl T?D T; T: O2 = Tf L. T/' Tf TfD  r; T; 
KJK2 +K，Ks +K2Ks -L K，K2 +K，Ks +K2Ks 

ここで、 K1=xKoとし、制約条件(司壬60Elつ62壬60)を満足する xを決める。

結果として、 xは次の 2式を満足する必要がある。

β(1-αL<r‘ α+β-αβ-αy 
X 、 ~X

α+β-y一一、 α+β 

ただし、 α+β-y~ O の範囲では、 62 壬 60 に決してならない。

3)結果

パラメータ α、β、γをパラメトリックに変化させて計算した 1側の最低壁量比 x/(l-α)を表

4-2に示す。

床剛性比β=1.2且つα/γ>0.5であれば、壁量は剛床時の1.1 ""-' 1. 3倍程度在ればよい。しかし、

β=0.3の場合には1.5"，，-，3.0倍必要である。また、 α/γが極端に小さい場合には、条件を維持

できない場合がある。なお、 β=0.6(合板張りの床)場合でも、必要壁量は条件により剛床時の

1.5倍以上必要であり、 注意が必要である。

4. 2. 3 完全弾塑性の場合
本節では、壁量が少ない方が線形範囲(層間変形角 1/120rad以下とする)を超え、塑性範囲(層

間変形角1/40以下)まで変形するとし、相手側の必要壁量に関しては線形範囲(層間変形角 1/120
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rad以下とする)に収まる必要最低壁量を検討する。なお、 塑性化するのは弱壁側のみとし、 床

及び強壁は塑性化しないものとする。

1 )解析モデル

壁の耐力一変位関係を図 4-2に示す。解析モデルを図 4-1に示す。

各変数の定義

FpFz，Fo: 1側、 2側および全水平荷重 (F1+F2=Fo)

K"K2，KB，Ko: 1側壁、2側壁、床および基準面内せん断剛性
ただし、 K2側を低剛性の壁とし、 FoとKoの関係は Fo/Ko=δo(1/120 rad)とする。

また、 各パラメータを次のように設定する。

Fz=γFoγ=0--1、F，=(1-γ)Fo

Kz=αKoα=0.0--0.5 

KB=βKo β=0.0--3.0 (なお、先の表に示した床剛性の場合、βの取りうる範囲は、 0.12--1.24

である)

Ql，QZ: 1側・ 2側に作用するせん断力、 Ql=K1・δl、Q2=α.Ko・δ0=α ・Foである。

ただし、 弱壁の変形は82豆μ礼、 μ二3とする。

2)変位計算
釣り合い式は次のように表される。

F; = Q2 +KB(82一司)、 F; = Ql -KB(禿ーの
1側の変位 (δ1)、 2側の変位 (δ 2)は次のように表される。

δー(1-α)め
一一
x 

円 (y-α}-αi円
勺 =lo+-x-.〓

ここで、制約条件(司:s;b;) Elつ82:s;μ80 )を満足する xを決める。

結果として、 xは次の2式を満足する必要がある。

}-α:S;x、 (}-α)β
一一 、 α+μβ-y 

ただし、 α+μβ-y:s;uの範囲では、 82:s;μ80に決してならない。

3)結果

パラメータ α、β、γをパラメトリックに変化させて計算した 1側の最低壁量比 x/(1-α)を表

4-3に示す。表4-3より γが0.6以下であれば、床剛性比β=0.3でも、 壁量は剛床時と同じ量が

存在すればよい。しかし、 今回加えている荷重は、 Co=0.2に相当する水平荷重であり、 塑性範

囲まで考慮して耐力を論じるのには問題がある。
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4. 2. 4 Bi -1 inearの場合

前節では、 Co=0.2の荷重に対し塑性領域も考慮して壁量を算出していた。しかし、塑性化を考

慮するならば保有水平耐力的な考えに基づいて算定した方が理にかなっている。そこで本節では、

必要保有水平耐力を設定し、両方の壁が線形範囲(層間変形角1/120rad以下とする)を超え、

塑性範囲(層間変形角 1/30以下)まで変形するとし、壁量が多い方の必要最低壁量を検討する。

なお、塑性化するのは壁のみとし、床は塑性化しないものとする。

1 )必要保有水平耐力

必要保有水平耐力は、通常の場合Ds=O.25--0. 55までの範囲を取る。しかし、軸組木造住宅では

実大加力試験により、 Ds=0.4程度の耐力を想定している(建築耐震設計における保有耐力と変

形性能(1981))。

この時、想定されている耐震壁の耐力は、層間変形角 1/120rad時の1.5倍である。そこで本節

では、必要保有水平耐力を層間変形角 1/120rad時の1.5倍とする。

2 )解析モデル

壁の耐力一変位関係を図4-3に示す。文献(建築耐震設計における保有耐力と変形性能(1981))

に記されている最大耐力時の変形角が 1/30であるので本節では塑性率μ=4とする。

ここで Qo=Ko・δoとする。解析モデルを図4-1に示す。

各変数の定義

F1，Fz，Fo: 1側、 2側および全水平荷重 (F1+F2=Fo=1.5Qo， Qo=Koδ0) 
KI，Kz，KB，Ko: 1側壁、2側壁、床および、基準面内せん断剛性
ただし、 Kz側を低剛性の壁とし、 QoとKoの関係は Qo/Ko=δo(1/120 rad)とする。

また、各パラメータを次のように設定する。

Fz=γFoγ=0--1、F1=(1-γ)Fo
Kz=αKoα=0.0--0.5 

KB=βKo β=0.0--3.0 (なお、先の表に示した床剛性の場合、 βの取りうる範囲は、 0.12--1.24

である)

QI，QZ: 1側・ 2側に作用するせん断力

QI= {Qo+ (1/6) Ko (δlー δ0)} x 
Qz=α・1.5・Ko・δ0=1.5・α.Qoである。
ただし、弱壁の変形は82=μ80、μ=4とする。

2 )変位計算

釣り合い式は次のように表される。

F} = Q2 + K B (82 -8] )、 円=Q] -KB(8z一司)
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1側の変位 (δ1)、 2側の変位 (δ2)は次のように表されるo

q ゐ 15(αプ)ゐ
二 μ + ，.， ただし、 αくγである。

ここで、制約条件(司三μ00) を満足する xを決める。

結果として、 xは次の式を満足する必要がある。

9(1-α)β<r 

(5 +μ)β+ 1.5(α-y)一一

ただし、 μβ+1.5(α y)三Oの範囲では、解は存在しない。

3)結果

パラメータα、β、γをパラメトリックに変化させて計算した 1側の最低壁量比 x/(l-α)を表

4-4に示す。表4-4より γが0.5以下であれば、床剛性比β=0.1でも、壁量は剛床時の1.5倍程

度在ればよいことが判る。また、床剛性比βが0.3以上の場合には、剛床時の1.1倍程度在れば

よい。

4. 4 まとめ

Co=0.2の地震荷重に対し線形範囲(層間変形角 1/120rad以下とする)に変形を収める場合に

は、床剛性比β=1.2且つα/γ孟0.5であれば、壁量は剛床時の1.1""'1.3倍程度在ればよい。し

かし、 β=0.3の場合には1.5""'3.0倍必要である。また、 α/γが極端に小さい場合には、条件

を維持できない場合がある。なお、 β=0.6(合板張りの床)場合でも、必要壁量は条件により剛

床時の1.5倍以上必要であり、注意が必要である。

Co=0.2の地震荷重に対し壁量が少ない方が線形範囲(層間変形角1/120rad以下とする)を超
え、塑性範囲(層間変形角1/40以下，復元力特性は完全弾塑性を仮定)まで変形するとし、相手

側の必要壁量に関しては線形範囲に収まる場合は、 γが0.6以下であれば、床剛性比β=0.3で

も、壁量は剛床時と同じ量が存在すればよい。しかし、今回加えている荷重は、 Co=0.2に相当

する水平荷重であり、塑性範囲まで考慮して耐力を論じるのには問題がある。

Co=O. 2 x 1. 5=3. 0の地震荷重に対し、両方の壁が線形範囲(層間変形角 1/120rad以下とする)

を超え、 塑性範囲(層間変形角1/30以下，復元力特性はBi-1 inear型と仮定する)まで変形する

とした場合は、 γが0.5以下であれば、床剛性比β=0.1でも、壁量は剛床時の1.5倍程度在れ

ばよいことが判る。また、床剛性比βが0.3以上の場合には、剛床時の1.1倍程度在ればよい。

5 .まとめ

本研究では、次の3項目を検討した。

1)既存木造軸組住宅の設計図書を再分析し、耐力壁線毎の耐力評価を行い、剛床仮定で得られる

各パラメータとの相関性。
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2)兵庫県南部地震の報告書に記載されている在来住宅の被害例に関する耐力壁線毎の耐力評価
と被害との関連

3)必要床面内剛性と壁剛性、重量配分との関係

その結果、次に知見が得られた。

-耐力壁線に応じた負担面積の設定ができなかった建物は、東西方向の耐力壁線で 159棟あっ

た。これは耐力壁線に応じた負担面積の設定条件(境界線が偏って引かれている建物の識別

条項)が厳しかった為であり、この条項の 1/3を1/4にすべきと判断する。

・データより、建物長8m以下の建物に 1: 2 : 1の耐力壁負担面積割合を適用するのは問題が

有ることが判明した。今後は上記の建物の場合、 1 : 1で割り振ることが必要である。

・最低部分充足率が存在する場所は建物中央部に多いことが判明した。

-最低部分充足率と延べ床面積、充足率、偏心率の間に明確な関係は見られなかった。このこと

から、 最低部分充足率は“全くの無意味"であるか“偏心率と無関係な新たな耐震指標"かの

いずれかである。

-今回使用 した事例の偏心率は、約半数が0.2以下であり、低減係数による偏心の被害への影響

はほとんどない。

-部材が緊結されており、施行令充足率が2.0以上、面積考慮充足率が2.0以上、部分充足率

が1.5以上あれば、被害度が2(小破)以下になる可能性が高い。

-今回用いた資料の範囲では、部分充足率を用いた評価の方が被害を明確に説明できそうである。

結果として、被害を被らない為の耐震性能評価法毎の最小充足率が示された。

. 1スパンの建物で Co=0.2の地震荷重に対し層間変形角 1/120rad以下に変形を収める場合に

は、床剛性比が比較的大きい場合には、 壁量が多い側の壁量は剛床時の1.1 --1. 3倍程度在れ

ばよい。しかし、床剛性比が比較的小さい場合には1.5--3. 0倍必要である。

. Co=O. 2の地震荷重に対し壁量が少ない方が層間変形角 1/120radを超え、 層間変形角 1/40ま

で変形するとし、復元力特性は完全弾塑性を仮定した場合、 壁量が多い側の必要壁量は層間変

形角 1/120rad以下に収まる場合は、ほとんどの場合において壁量は剛床時と同じ量が存在す

ればよい。

. Co=O. 2 x 1. 5=3. 0の地震荷重に対し、両方の壁が層間変形角 1/120radを超え、層間変形角1/30

以下まで変形し、 復元力特性がBi-1 inear型と仮定した場合は、 γが0.5以下であれば、床剛
性比β=0.1でも、壁量は剛床時の1.5倍程度在ればよいことが判る。また、床剛性比βが0.3

以上の場合には、剛床時の1.1倍程度在ればよい。
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表 2-1 必要壁量算定の為の荷重仮定

標準せん断力係数 Co 0.2 0.2 

耐力壁負担率 2/3 2/3 

耐力壁負担率屋根荷重WR 重い屋根の場合90Kg/rrf 重い屋根の場合 90Kg/rrf 
軽い屋根の場合60kg/rrf 軽い屋根の場合 60kg/rrf 

壁荷重 W 、. 60kg/ rrf 60kg/ rrf 

積載荷重 WL 60kg/ rrf 60kg/ rrf 

固定荷重 WD 50kg/ rrf 50kg/ rrf 

表2-2 耐力壁負担設定 (区域分け)手順

手順 内容

1 耐力壁線の拾い出し

(耐力壁線 :耐力壁が設置されている通り芯)

2 コアの検討

(コア :2 m以内の近接した耐力壁線をまとめたもの)

3 耐力壁線 (コア)聞の真ん中あた りに境界線を引き、床

面積、壁量を算定する負担区域を設定する。

ただ し、負担区域数が 1の場合、 および負担区域数が2

で境界線が偏って引かれている (建物端から建物長さの

1/3以内程度)ものに関しては、建物長さを 1: 2 : 

1で分割し、3つの負担区域を設定する。
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表2-3 耐力壁負担設定(区域分け)手順

手順 内容

1 耐力壁線の拾い出し

(耐力壁線:耐力壁が設置されている通り芯)

2 コアの検討

(コア:2 m 以内の近接した耐力壁線をまとめたもの)

3 耐力壁線(コア)聞の真ん中あたりに境界線を引き、
床面積、壁量を算定する負担区域を設定する。

ただし、負担区域数が 1の場合、および負担区域数が
2で境界線が偏って引かれている(建物端から建物長

さの 1/4以内)ものに関しては、建物長さが8m以

上の場合は建物長さを 1: 2 : 1で分割し3つの負担
区域を、建物長さが8m未満の場合は建物長さを 1: 
1で分割し 2つの負担区域を設定する。
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表 3-1 分析対象

文献 分析対象資料番号

1 ) 0435，0626，0628，0629，0630 

2) W01， W02 

3) Nol~13 ， 15 ， 17~19 ， 24 ， 25 

6) A，s 

7) C (と呼称する)

8) Phasel，2，7 (各々 DP1，DP2，DP7と呼称する)

9) Eと呼称する

10) Phasel，2，5 (各々 FP1，FP2，FP5と呼称する)

表 3-2 被害度の定義

被害度 名称 状況

4 倒壊、大破 建物全体の倒壊、 1/20rad以上の傾斜

(全集)

3 中破 1/60~ lj20radの傾斜、外壁基礎が大

(半壊) きく剥落・破断、屋根瓦大きく崩落

2 小破 1/60rad以下の傾斜、外壁や基礎のー

(一部損壊) 部に剥落・大亀裂、屋根瓦一部崩落

1 無被害、軽微 外壁や基礎の一部に小亀裂、屋根瓦の

(被害無し) 部分的なずれ、以下

表 3-3 充足率の計算法

種類 必要壁量 偏心補正

施行令充足率 建築基準法施行令 無し

施行令充足率A 建築基準法施行令 Creを乗じる

面積考慮充足率 各階床面積考慮 無し

面積考慮充足率A 各階床面積考慮 Creを乗じる

部分充足率 区分床面積考慮 無し

表 3-4 必要壁量算定の為の荷重仮定

標準せん断力係数Co 0.2 

耐力竪負担率 2/3 

耐力壁負担率屋根荷重 重い屋根の場合90Kg/rri 

WR 軽い屋根の場合60kg/rri 

壁荷重 Ww 60kg/ rri 

積載荷重 Mi 60kg/ rri 

固定荷重 W
D 50kg/ rri 
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耐力壁負担設定(区域分け)手順

手順 内容

1 耐力壁線の拾い出し

(耐力壁線:耐力壁が設置されている通り芯)

2 コアの検討

(コア :2m以内の近接した耐力壁線をまとめたもの)

3 耐力壁線(コア)聞の真ん中あたりに境界線を引き、床面積、

壁量を算定する負担区域を設定する。ただし、負担区域数が

1の場合、および負担区域数が2で境界線が偏って引カ通れて

いる(建物端から建物長さの 1/3以内程度)ものに関して

は、建物長さを 1: 2 : 1で分割し、 3つの負担区域を設定

する。

表 3-5

被害度

。1
♂ 

ロ。。。。ロ〉ぬ
× 
× 

1.10 

ロ2

63 ロ
X 
ロ

&目。

。

n

u

n

u

n

u

n

u

n

u

 

n

u

n

3

0

0

守，

P0

・Bn
u

n

u

n

u

n

u

饗
阻
挺
錘

F
¥察
団
低
裡
N

x4 
。
。ロ

0.50 

0 200 150 100 

延床面積(ば)

50 

延床面積と 2階/1階床面積比の分布図3-3

W02 

WOl 

0626 
No8 

3.00 

鈴 250

凶 2.00

5150 

1ヒ1.00
:Oll 
0.50 

0.00 

0 4 3 

被害度

図3-4 被害度と施行令充足率の関係

W02 

WOl 

3.00 

2.50 

2.00 

1.50 

1.00 

0.50 

0.00 。

〈
削

W
M
間
保
守

C
製 No8 

0626 

4 

被害度

被害度と施行令充足率Aの関係

3 

20 

図3-5



n
u
 

n
u
n
u
n
u
n
u
n
u
n
u
n
u
 

n
U
R
u
n
u
r

、un
u
p
h
d
n
u

q
d
η
ζ
n
t

・-
4
'
n
u
n
U

鶴
岡
u
h
恒
常
標
阻

W02 

ρ
n
v
 

川川

1

9

“
oo

m

U

6

O

 

L
醐
別

A

H

V

M

州
川

係関の率足充慮

2

鶴

一持

被

一有一面了と一度一害一被一q
u
一図

3 4 

n
u
n
u
n
u
n
u
n
u
n
u
n
u
 

n
U
F
h
u
n
u
k
d
n
U
「

h
d
n
u

q
u
q
'
ι
q
ζ
4

，，
E
n
u
n
u
 

《
凶
吋
阿
保
健
常
値
幅
随

W02 

一」
No5 

No4 

::: FP5ヰ州
)f;?Q 

No8 

0626 

o 1 2 34  

被害度

図3-7 被害度と面積考慮充足率Aの関係

3.50 

3.00 

梯 2.50

同2.00
会 1.50
a'i 1.00 
0.50 

0.00 

ト ¥
W02 』ー、ーーー

ト~ No5 -

卜一一一 FP5ご 』 WOl 

-0Nt01249寸‘No8 
Ub己6。 2 3 4 

被害度

図3-8 被害度と部分充足率の関係

1.50 

3.00 積書度3・4

2.50 ーーー〈ト ー.0629 

・・・ロ...FP5 
2.00 

1.00 

-・・&・.No4 

-一 一×ー..No5 

一一-<>-一一0626

一一→-WOl

一一・-W02

0.50 

。。。
施行令 施行令A 面積考慮 薗積考慮A 部分|一一争-No8

図3-9 被害度3・4の建物の評価法による

充足率の変化

- 21-



表 3-6 被害度 3以上の建物の被害状況

番号 被害度 被害状況

0629 3 西側外壁損傷、瓦落下、クロス亀裂、内装合

板座屈剥隊、西側バルコニ一大

FP5 3 加振方向合板釘抜け大、即金物4本全て引っ

張りで少し曲がる、 1F残留変形東へ1/33

No4 3 中破

No5 3 中破

0626 4 大破(17/120傾斜)外壁モルタル1F亀裂 ・剥

落、釘3本で締結された筋交いの引き抜き

W01 4 東西方向に1F残留変形1/10、筋交いは突付け

釘打ち

W02 4 片筋交い(突付け釘打ち)、構造用合板壁、

土台接合用金物なし (柱引き抜き、土台裂け、

合板座回せん断)

No8 4 大破、南面通し柱折れ、 モルタル剥落、内装

剥落

表4-1 床構面耐力と剛性の仮定

1/100 rad時の 割線剛十生

耐力(kgf) (kgf/皿)

百三 100 2.7 

百日 124 3.4 

百口 401 11.0 

百E 678 18.6 

百己 1150 31.6 

E
I
 メ メ

図4-1 解析モデル
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表 4-2 剛床仮定時の壁量で基準化した

強壁側の必要壁量比 (xj(1-α))

γ α α/γ (xj(1-α) ) 

β=0.3 β=0.6 β=1.2 

0.2 0.1 0.50 1.5 1.2 1.1 

0.3 0.1 0.33 3.0 1.5 1.2 

0.2 0.66 1.3 1.1 1.1 

0.4 0.2 0.50 3.0 1.5 1.3 

0.3 0.75 1.3 1.2 1.2 

0.5 0.2 0.4 × 2.0 1.4 

0.3 0.6 3.0 1.5 1.1 

0.4 0.8 1.5 1.2 1.2 

Q 

1/120 1/40 
δ 

図4-2 耐力一変位関係

表4-3 剛床仮定時の壁量で基準化した

強壁側の必要壁量比 (xj(1-α)) 

γ α α/γ (xj(1-α) ) 

β=0.3 β=0.6 β=1.2 

0.2 0.1 0.50 1.0 1.0 1.0 

0.3 0.1 0.33 1.0 1.0 1.0 

0.2 0.66 1.0 1.0 1.0 

0.4 0.2 0.50 1.0 1.0 1.0 

0.3 0.75 1.0 1.0 1.0 

0.5 0.2 0.4 1.0 1.0 1.0 

0.3 0.6 1.0 1.0 1.0 

0.4 0.8 1.0 1.0 1.0 
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図4-3 耐力一変位関係

表 4-4 岡rJ床仮定時の壁量で基準化した

強壁側の必要壁量比 (xj(1-α)) 

α α/γ (xj(1-α)) 

β β β 

=0.1 =0.3 =0.6 

0.1 0.50 1.2 1.1 1.0 

0.1 0.33 1.5 1.1 1.1 

0.2 0.66 1.2 1.1 1.0 

0.2 0.50 1.5 1.1 1.1 

0.3 0.75 1.2 1.1 1.0 

0.2 0.4 2.0 1.2 1.1 

0.3 0.6 1.5 1.1 1.1 

0.4 1.8 1.2 1.1 1.0 
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1-2 対流・放射・湿気連成シミュレーションに

よる結露発生の構造とカビ発生防止に関す
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東京大学生産技術研究所

教授 村上周三

一 25-





1. 序文

1. 1 本研究の背景と目的

住宅の高気密・高断熱化に伴い各種の室内空気汚染や、湿気の蓄積による結露、また結露の発生に伴う

夕、、ニやカビの発生による健康障害などの問題が生じている。これら室内空気汚染に関わる様々な問題を回

避することが、快適で健康的な生活空間を創造するための危急の課題となっている。

上記発生汚染物質の内、特にダニやカビの建材への繁殖による生物系の室内空気汚染物質の発生は、

室内の温度や湿度等の温熱環境の状態と密接に関連している。即ち、カピ等にとってある程度快適な(高

温多湿な)温熱環境でなければ繁殖することはない。従って、湿度を含めた室内の温熱環境を予測するこ

とは、建築建材における吸放湿過程並びに結露の発生構造を明らかにするのみならず、カビ等のその建材

への繁殖を予測する上で非常に有用であると考えられる。本研究では、対流・放射・湿気連成シミュレーシ

ョンを用いて、建物建材の湿気の蓄積構造並びに結露発生構造を解明し、それに伴う建材内のカピの発

生を防止する手法を明らかにするシステムを開発する。

1.2研究の方法と研究計画

以下の手順に従って研究を行う。

1 )建物建材の熱特性・吸放湿特性に関する調査

2)建材中のカピ繁殖構造に関する文献調査

3)対流・放射・湿気連成シミュレーションによる室内湿度分布の予測

4)壁体のカビ発生予測とその防止法の開発
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2.建物建材の熱特性・吸放湿特性に関する調査

一多孔質壁体内の熱・物質問時移動の物理過程の解明一

立 寸デ卜7イマ小
1 )自由水 2 )毛管水 3 )水j商など

図1水の保有形態

多孔質壁体内の熱・物質問時移動の物理過程について、松本ら(文1、2)の既往の研究例を参照すると

ともに、非平衡熱力学における自由エネルギーの平準化過程により物質流束の駆動力のモデ、リングを行っ

たのさらに壁体からの水分・物質の放散過程と吸着過程に関してもそデ、リングを行ったO また、これらのそデ、

ル開発に上り、壁体までを含んだ対流・放射・物質・水分輸送連成シミュレーションコード、のブ。ロトタイフ。の開

発を行った。

以下に本研究で、検討した多孔質壁体内の熱・物質問時移動について概述する。

2. _I熱力学的平衡

(1)水の質の評価尺度

自然界に存在する材料や人工的に作られた材料の多くは内部にある微細な孔や空隙に水分を保有してい

るの水の表面の形状は図 1のように自由水の状態では平坦であるが、多孔質内にあるような毛管水では凹

塑のrltl面iを形成し、水滴の表面は逆に凸型となる。自由水と比べて毛管水は負圧、水滴は正圧となってい

る。圧力の大小によって水分移動が行われることは容易に想像がつく。このように同量の水分で、あっても保

有形態により質は異なるわけであるが、水の質を評価する尺度として水分ポテンシャルを用いることができ

る。以下にその理論を述べる。

(日)化学ポテンシャル

化学ポテンシャルは平衡状態を扱う上での重要かつ有用な尺度で、あり、熱力学第1法則、第2法則から理

論的に導くことができる。その導出方法を以下に紹介する。
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熱力学の第1法則、第2法則を式(1)，(2)に示す。なお化学ポテンシヤルの導出にあたっては可逆過程を前

提とじごし、る。

dlJ = d‘W 寸 d'Q

dS二 d、Q/T

(1) 

(2) 

ここで、 dU:内部エネルギーの変化量、c1'W:外界に行う全仕事量、c1'Q:外界からもらう熱量、 dS:エントuピ

ーの変化量、である。開放系における作動仕事c1'W'は次式で、表されるO

d、w" rそlV+ d'W 

式(1)， (2)， (3)から

d'W'← dU -TdS + PdVニ(c1G)T，p

(3) 

ただし G.:: U -TS + PV (= H -TS) (4) 

式(4)で与えられた状態量 Gは Gibbsの自由エネルギーと称される。温度、圧力が等しい状態では Gの変

化はc['Wラに等しい。さてc1'W'は物質の出入りに伴う仕事量であるので次のように表せる。

d'W'=Lμidni 

ここで、 dnはモルの微小変化、 μは物質の出入りに要する力を示す。
式(4)の一一般形は式(5)を用いて次式で表されるの

必 =-，)'dT + VdP +乞μidni
i=1 

上式から化学ポテンシャルが導かれる。

(5) 

(6) 

{氏.， ) 
μi =1一一 1 (7) 
171〓 l
¥、...../ノT.P.n;

化学ポテンシヤノレとは、温度、圧力が一定の下で他成分は変えずに成分iを加えていったときの成分iの 1

モルあたりの Gibbsの自由エネノレギーの増加量を示す。化学ポテンシャルを陽の形式で表現するためモノレ

当たりの諸量を定義する。すなわち、

玄=foS 1 
， lθIn) 
、，ノ 1，t'，n

j

:;-:-(♂V) 
; =1一一 1 (8) 

。ぺ )T.p.n;
-(♂μi 1 (お l

r"1j 1 み J 1 ox.ox， J 
" j /T.P，xi " .1 /T，P 

- 29-



ここでXjはそル分率で、ある。式(6)を変形して化学ポテンシャルを表す次式が得られる。

dμj = -，)'jdT + VjdP +工的市j (9) 

(3)気減平衡

式(9)にて組成一定、温度一定のとき

dμj = ~dP (10) 

一方、理想、気体の状態方程式から

/~、RT :-:- RT 
P二{ち‘ 11ト- v=一一 (11) 
、.(.....; '/ V' ， P 

ダルトン則より分圧~ =Pxjとなるが、 これをその微分で割るとXjが一定であるとき次の関係が得られる。

dP dP 
(12) 

J~ P 

式(10)，(11)， (12)からμは次のように示される。

dP __dP 
dμ =RT一一二 RT=-.!_

P ~ 
ここで、自由水を基準とした水分ポテンシャル甲を考えるO

d'Y = R..I、色
• Pv 

I'PV llt' t' 

V二 Rん sT=R川元:=RvTin/

(13) 

(14) 

n土相対温度である。従って、水のVを知るためにはそれに平衡している空気の相対湿度を求めればよい
ことになる。なお、工学的視点から全圧Pを一定として扱う場合があり、式(12)の成立を暗黙に認める緩和的

措置がとられている。

(4)非平衡問題

現実の諸般の現象は非平衡・非線形状態にあることが多い。この種の問題を解析する常套的手段は局所

的に平衡、線形性の成立を前提として系全体を解析するものである。熱水分同時移動現象の解析に係わ

る過去の実績からこの方法が意外に功を奏することが分かっている。
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非平衡熱力学では平衡からあまり離れていない状態のとき局所の熱力学状態として次の Gibbsの式(式

(4)，(日)から導出)が成立すると仮定する。

dU -TdS +PdV =エメJjdnj (15) 

ここで2つの系として I、Hを考え、系聞の熱移動量を d'Q、系内の熱移動量をぬとすると、式(15)は次の

ように表せる。

r1dsI = aφI -Lf.1/dn/ 
(16) 

r"dゲl二 d<tII-Lμ1lldF1111 
j=l 

質量保存則より

dF11[二 dnII (17) 

したがって、

T __11 dlφ1 dlφ11 
dS = dS' +dS" =ーナ+--，，- (18) 

T" T'1 

系内の熱移動d<Tは図2に示す外界との熱交換deQと系内部の熱移動djφの和なので

deQ' 

‘. 
--d.QII 
¥斗

djφI dzφII 

図2 系内の熱移動

dφI=deQ[+dtφI 

dφ11二 deQII+djφ
11 

一方、系がもらう熱は次式で示すことができる。
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d'Q = deQI +deQII 

=doφ1 + doφH 

式(lR)，，-，(20)を用いて

dS =deS +d;S 

dυ1 dοII (1 1 ¥ . _ T .，......， ( U; 1 11;11 i. T 
=~午ー + --eモー+μァ+でア Id;φ1+ち‘ドァ+コr 凶n/
r Tll ~ T1 Tll ) ' ーlr T' J . 

したがって

d;S =(土-L)dφI ーす(Uj~_!!_とい I ミ 0
.げ1 Tll )'  .......l T1 Tll J 

式(22)をエントロピー生成速度で表すと次式になる。

d;S (1 1 ¥ dφ1 .，......，(U;I u;lIidn;1 _ 
一二一 =1一一一 一一一一|一二一一一一、 |ーム一一ームー|一一二一 > ()
df l rl T1リ dμlT1 T[[ J dt --

(20) 

(21) 

(22) 

(23) 

ここで熱の流れJQ，物質の流れよ，駆動力をそれぞれ以下のように表す。

dj
φl --dF211-11  
- - .ー

.1 Q一つ子町一一語一， ~Q -y:r-T'" 
従って、式(23)は次式で表される。

d;S _ __ .......... 
一一=J/)X"， +ち'J;X;;?:O 
df 

- o.IQ"-'Q ムd

←廿4)(24) 
(25) 

体積当たりのエントロピー量S を用い、上式を微分形式で表すと以下のようになる。

写=サ(~)-LJj ~(手)
=叫~)ーエポ出ldx十時lペGihhs' Helmholtsの式を用いる。

θfμ; i Hj 
一回 一 目ー-

aTl T ) T
2 

(26) 

(27) 

ここで、Hjはi成分のエンタノレヒ。であるo従って、式(26)は以下のようになる。
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diS+ T d ( 1 iゃ T d ( f.ii i 
dt -" dたlT )臼 -，dx，¥dx)r 

J" = JQ _ LJiHi 
これを駆動力で、表示すると

守=山也Xi

X.. = 三~(J_ i. x， = __!_(μ~ì 
"d'C¥_T/ T¥_dx)r 

ところで、エントロピ一生成速度が

d，S+ ~ 
」ーニラJ_X四
dl O.....J ~ ~ 

(28) 

(29) 

で表すことができるとき、流束Jと駆動力 Xは共役であるとし、い、次のような線形結合が導かれる。

.I~ = ) . f _0 X 0 _ X _ =ち'r_oJム... cliββ'α ムdαsoJβ，
β β  

オーセンジャーの相反定理より

e _0  = e O.~ _ r _0  = r ρ日、日β 一 βα

lelf7R 
匂二予「

2. 2熱物質同時移動モデ、ルの定式化

(1)熱物質問時移動モデ、ノレとは

(30) 

(31) 

熱物質問時移動モデ、ル(Heatand Mass Transfer Model)とは多孔質中の熱物質移動現象に関する数理モ

デ、ルで、あるの地下水の流動、降水の浸透、汚水浄化、肥料成分の拡散など広範な問題に適用されている

が、建築環境分野では松本による壁体内結露、吸放湿現象に係わる一連の研究が有名である。

式(:30)は複数の種類の流束が駆動力と交差係数の線形結合で表示できることを示している。したがって、式

(29)で示される駆動源の形式を用いた熱物質問時移動モデルの定式化を行うこともできるが、結局のとこ
ろ、パラメータを実験的に求めさ9るを得ないことからフーリエ則、フィック則等の勾配拡散近似を基本とする

表現を取ることが多い。
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(2)全熱型熱物質問時移動モデ、ル

多孔質材料中における水分移動は、液水はダノレシ一則、水蒸気はステファン則を適用して次式で、示され

る。

Ge = -Dr/vT-D引 V'P-gK 
Gv = -Drv可1'-D守v可、￥

(32) 

ここで、 T:温度、'P:水分ポテンシャル、 D:水分拡散係数である。ここでは、鉛直上向きを座標の正方向
としている。この場合、温度と水分ポテンシヤノレの勾配を駆動力としているが、温度と体積含水率を駆動力

とする定式化も見られる。

全水分流東Grは次式で表される。

Gr =Gr. +Gv =-DreVT-D引 V'P-gK -DTv VT-D‘fvV'P (33) 

よって全水分量0，の収支は次のようになる。

雪守子!_=-V叩(ρG

= V(DT刊e+Dr円v)VT+ V(D、別f打，匂p'+D、駒I'v)V'P+ gVK 

なお、全水分量0，は次式で定義される量である。

(34) 

。， -ρ/)e+ p.，B.， (35) 

次に、純熱伝導流束Qc、液水および水蒸気のエンタルヒ。流速として仏、 Qvを考える。各流束に関する式

は次のように表される。。c- λV1' 
Qp. = heG(三-ce(T-To)(DTf. VT + D別 V'P+ gK) (36) 

Qv = hvG‘主一色)+cv(T一九)XDrvV1' + Dq，v V'P) 
λは純熱伝導率(水分移動影響がないとした場合のもの)、 hは基準温度を九としたエンタノレピを表す。全

熱流束Qtに関して次式を得る。

Qt = Qc + QJI + Qv = -VλVT+heGe +h.，Gv 
=-VλVT -ce(1'一九)(DnVT+D

‘
I'f.V'P+gK) 

-{九 +cv(T一九)KDTvVT +D'I'v V'P) 
したがって、全熱量htの収支式は式(38)のように書ける。
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dh. 
-""1 = -'10. 
θt -. 

='1λ'1T +cp''1(T -To)DTP. '1T +ce '1(7'一九)D、l'f'1'1' + C f.g'1 (7'一九)K(38) 

+'1{.九 +cv(T一九)}DTv'1T+'1h+cv(T一九)}D，l'v'1'I'
右iil1の第l項は純熱伝導、第2項は温度勾配による液水エンタルピの伝導、第3項はマトリックポテンシヤノレ

の勾配による液水エンタノレヒ。の伝導、第4項は重力による液水エンタルヒ。の伝導、第6項はマトリックスポテ

ンシヤノレによる水蒸気エンタルヒ。の伝導である。なお、全熱量htは、マトリックス、液水、水蒸気、の各構成

要素が保有するエンタルピであり、次式で定義される。

ht =hll1θ川 +hf.θp+hvθv

三CmPmθm(T-To)+cf.ρrθf.(T一九)+rl。ρvθv+cvρvOv(7'一九) (~~9) 

二 (cρ)(T 九)+'i。ρvθv
cρは湿り材料の体積熱容量である。式(34)，(39)に示された定式化は全水分量、全熱量を従属変数として

おり、全熱塑(あるいは全熱水分型)のモデルであるとし1える。

(3)顕熱型熱物質問時移動モデル

全熱型熱物質問時移動モデノレの解析には十分な有効桁数を必要とするので、これを直接数値解析した例

は少なく、混度マトリックスポテンシヤノレを陽形式に表した後、スキーム化する方法が考えられているの水蒸

気のエンタノレヒ。を相変化熱に変換して熱収支に組み込む方法を用いることから顕熱型熱物質問時移動モ
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臼'Pv δθp凶 θ[ex却p阿(甲IRJ'リ)泊] ，. ~ρIn 
一一二一て(ωp，凶-1)h的)=h一一一+ρ凶 =h一」立一ρ凶h一一
oT o 1θTθTθT 削

CρνθBρ凶 θ[exp(¥fI RvT)] -ρ，-sh 
一一=一一(ρlAh)= h一一一+ρ凶 =一一-
d¥f θ甲州 θV 山 oT RvT 

したがって

epJ}v o¥f 1 //l /l ， Pvsh _ ，. dρ| 
一一一二一I(Bmax一角)rV，一一ρLash-i|。t dt I ，.."，̂ <F  RvT . Vu  d¥f I 

日TI _ _ _ _( . do.." . In h iβθ， I 
+ι:_I (θmax -Bf)1 h二丘一ρvSh一一 I-p凶hーニ|
|川C1̂ (，.'¥θT 叩 T ) ωδTI 

式(3-+)，式(40)---(43)から

o¥f 1 ρ凶h 九β|
一 I(θmax-Bl)一一+(ρt-hh)-L|I . W"  ̂ '.' RvT “ d¥f I 

θT 1 / /l /l J ，. a.ρ凶 Inhi θθ， 1 
+一一I(θmax一札)1h一一ー-P凶 h一一 1+(ρp-ρvSh)一一|
ot I川"̂ .• '¥ θT 削 T ) 則。TI
= V(DTf + DTv )VT + V(D'Pf + D'f'v )V¥f + gV K 

相変化量 Sを用いると、水分収支式は以下のように表せる0

opρ 
"f/P.Vf = -VGb -S 
θtι  。ρθ
一一」ι=-VG.. +S 
dl . 

次に全熱量の式を顕熱型に変換する。式(39)

oht θ 
て二τオ[(CmPm
01 01 

θT θ ρJJd 
=cρ一一+T :. (C，pI.B， + CvρvB，.) +'0 !:__一一。t dt ι 

θT . dρeBf . ，. dPvBv 
二 cρ37+ht-t+hV3-

ここで、Flを相変化熱(=九 -ht)とすると、式(38)，(44)， (46)より

θT 
cρ 17 -h p V G r -hv V G v 一イ咋r丹T

(43) 

(44) 

(45) 

(46) 

=VλVT一Vh，G，一VhvGv= VλVT一hんfVGf一GeVh，一hvVGv -Gv Vhv 
さらに式(4~)から次式が導かれる (Matsumoto) 。
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θ'I' _ 1ρ凶h .8ρ| 
"_-r1'l (θInax一向一一-PvSh ~~: I 
'1川aA lzvT dδ'I'I 

θT 1 _ _ ， .. /i1 iI ，..( ，.8pvs _ I.ln h i .. _ ，.8ρ| 
+一Icρ+rT(Omax-Or)|h-L-hh--l-rpd-L|I .1. ' 1I1"'̂ #_ ， ¥ θT 凶 T) ， 山 8TI 

二 VλVT+ r1' V(D1'v VT + D'I'v V'I') -GfCP VT -GVCV VT 

Milly型の変換を行うと、

8ht --θT 8ρθ 
一一一.= Cψρ一一+r.件T一一'....1.' 一h九pV(ρGp +G 
θ1 '8t' 8t 仁 ι .

(47) 

= -V(-λVT+heGp +hvGv)=-V(-λVT +r1'Gv +h，(Gp +Gv)) (48) 

=V(λVT+r1'D1'v)VT+Vr1'D'I'vV'I'-(Gf. + Gv)Vhe -hf.V(Gf. +Gv) 

従って、

月甲 1 /i1 iI ，p凶h .8ρ | 
一丹I(θInaxθe)一一一-pj-ι|

J I " H.â ι RvT
一

θ'I'I

θT 1 _，._ / iI iI J ，. d.ρぱ Inhiθθf. 1 
+-lcρ+丹(8max-8f)1 h一一一ρj一一卜rρJ一|。tl' ，川^ ("l θT ，..> TJ ""uδTI 
二 V(λ+r1'DTv)VT+ Vr1'D、r.，V'I'-(Gf + Gv )ct. VT 

De VRIES型の変換を行うと、。ht DTOpo
~=cp---::::-:-+rT 一一ーと - hpV(Gp +Gv) al θt 
=V入VT-Gfc， VT -Gvcv VT -ht. VGp -hv VGv 
=V入VT-GpceVT -Gvcv VT +r1' V(D1'v VT +D駒 V'I')-he(Gp+Gv) 

三V(λ+r1'D1'v)VT+r1' VD'I'v V'I' -Gpcf VT -Gvcv VT -he(Gf. +Gv) 

したがって

月'I'_ 1ρ凶 h .8β| 
-η1 (θmax -8f)一一一-Pvsh ~~: I '1 川町 ~T 削 θ'I'I 

(49) 

θTI__，.  //1 /¥ JI.d.ρ門 Inhiθθf. 1 
+':':Icρ+r1'(θmax-Or)lh-L-ρJ一一 l-r1'PvSh一一| (50) 。11l' J 川 AζlθT '.u T J ，' .. ， 8T 1 

=V(λ+ rT DTv )VT + r1' V D¥l'v V'I' -Gpcf VT -GvcvVT 

図~ - :3は、水蒸気移動が流入出の際、もしくは流入後内部にて生ずる相変化熱を見積もる各種のモデル

を図示したものである。モデルAは、水蒸気の流入出時に相変化熱を仮定している(Milly型)。モデルBで

は、温度勾配による水蒸気移動のみ流入出時に相変化熱を仮定し、その他の移動水蒸気は内部の相変

化熱として扱っている(DeVRIES型)。
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モデルCは、水蒸気関連は全て内部で、の相変化熱と見なすケースで、ある(Matsumoto型)。全熱型熱物質

問時移動モデ、ルで、はエンタノレヒ。流として熱流をとらえているので現象に最も近い記述になっているが、顕熱

流として整理するには相変化熱の条件設定が必要になり、モデ、ノレにより顕熱流束の構成が変わってくるの

で注意が必要である。実測で得られる熱伝導率は相変化を含んだ等価の値でしかなく、純熱伝導率」や全

熱流の計測は実質的に不可能である。Milly型、 Matsumoto型は原理に忠実なモデ、ルとなっているが、 De

VRIES型は熱伝導率の実測値をそのまま使える形式である点、実用性を重視しているとし、える。

(.1)蒸気拡散支配の場合の熱水分移動方程式

以上では、相変化を含む熱物質(水分)同時移動モデルの既往の研究について検討を行ったO しかしなが

ら、多孔質内の合水率が十分に低く、液相水分の移動が小さい場合、すなわち蒸気拡散支配の場合に

は、8f勾 Oとみなせる。従って、水蒸気と温度の拡散方程式は次式のように表すことができる。

(Ip，，8 
一一ーニ=VDTv VT + VD'fv V'I' 
Dt 

δIC III P Il1 (7 ・ -1~)+ cvp，，8v 

(51) 

θt (52) 

=VλV7'+vh +cv(T一九)}DTvVT + V {r() + Cv (7'一九)}D¥I'VV'I' 
更に、水蒸気と温度が独立な式で表され、伝導率λ，DTv' D¥l'vが一定として取り扱うことができると仮定す

オしば

日8v . f¥ op pv-JL+OV-JL=D刊 V2T+DvvV2KTJ
l' ot V dt ~ v & v 

仙 吟型=入WげV2竹2η川T

ここで平衡含水率の関係式より

av _ avθX+58vθT 
iJt ox olθT iJt 
であるのここでで、XIは土絶対湿度O

ρv2主ト =K削(σX
p，νP旦旦ι=刈 X灯川，T乃Tη ) D7 
とおき、また

(53) 

(54) 

(55) 

(56) 

(57) 
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。、生工二φJ笠 (58) 
‘dX ". dt 

ただしφ()は絶乾時の材料の空隙率、 γ'は乾燥空気の密度である。これより。1x dT ラ

(φ。y'+K)一一一V一一=Dx V~ X (59) 
". 'dt dt " 

θT 
-h+c，，(T一九)ドー+(CmPm+令。 +cv(T一九)}v)-=げ T (60) 。't .. If' .'fI '-¥1 V ， V " ， 8t 

となる，絶対温度、温度の変化の範囲があまり大きくなければ、 K =一定、 y =一定とおけるから、式(59)，

(60)は線形方程式となり、解析的な解を求めることができる。これがし、わゆるK-Vモデルで、ある。

y:温度[K]
P:圧力[Pa]

V:体積[m3J

.r:相対湿度[叫
U:内部エネ/レギ-[JJ

h:エンタルヒlJJ
G : Gibbsの自由エネルギー

H:卜{elmholtzの自由エネノレギ-

¥' ，エントロピー

R:気体定数

n:全モノレ数

n; 成分iのモル数

X i 成分iのモル分率

'-1':水分ポテンシャル

本節の記号

8
1 
:全水分量

P I :液水密度

p v 水蒸気密度

8 l :液水含水率

。、水蒸気合水率

D
Tt 
:温度勾配による液水の拡散係数

D'J'f:水分ポテンシャル勾配による液水の

拡散係数

D Tv 温度勾配による水蒸気の拡散係数

D 'J'v 水分ポテンシヤノレ勾配による水蒸気の

拡散係数

λ :熱伝導率

本研究成果は、「建材からの揮発性物質放散メカニズムのモデル化と数値解析(その1)(その2)J i建材か

らの揮発性物質放散の解明とその数値予測に関する研究(その1)(その2)J (1998年度建築学会関東支

部研究報告集， pp.205-220)にまとめられている。
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3.建材中のカビ繁殖構造に関する文献調査

~-3. 1 空気ど水と室内のカピ

カビが生きるためには水分が必要であるが、 一般に建物の壁体には極微量の水分しか含まれず、それだけ

では、カヒ、.に対して十分生育可能な条件とはなっていない。しかしながら、カピは空気中の水蒸気を吸収し

て繁殖することが可能である。すなわち、相対湿度が高いほどカピは繁殖しやすくなるといえる。

表11士水分の利用能力から微生物を分けたものであるの細菌は水分の多い場所でしか育たないので、水を

使わない室内では繁殖不可能である。好湿性カピはカピの中では最も湿気の高い所で育つカピで、相対

混度 90%以上の環境で生育する。この様なカピは住宅の中では流し台や浴室でよく見かける。好湿性カピ

のアルタナリアもクラドスポリウムも黒い汚れとして現れる。中湿性カピは相対湿度 80%以上で成長する。雨

が降れば住宅の中も相対湿度が 80%を超えるので中湿性カピが育つことができる。中湿性カピのアスペル

ギルスやベニシリウムが成長して胞子が出来ると、多くの場合くすんだ青色から緑色になる。最も乾燥した

環境で生きることが出来るカピが好乾性のカビで、相対湿度 65%以上で成長する。収納箇所も夏は相対湿

度が 70%を超える状態を保つことが多くなり、好乾性カピが育ちやすくなる。好乾性カピが生えてきても、黒

色になることはないので水周りのカピほど目立たないが、絵画や美術品では問題である。好乾性カピでも最

適の相対湿度は 90%付近である。一般に、相対湿度が高い環境ほどカピの生長速度は速く、また生長でき

るカピの種類も多くなる。

3. 2 カピ指数

案内のどこでどのくらいカピ汚染が起こるかを予測できれば、あらかじめ対策を立てることが可能である。「カ

ビ汚染が起こるJとし、うことは、「その場所はカビが生長できる環境である」却、うことである。阿部ら文2)3)

は、このカピの生長可能性を示す指標としてカピ指数を提案している。これは、カビ発育環境調査用フィノレ

ムにカピの胞子(アスペノレギルス・ベニシロイデ、ス(好乾性)、ユーロチウム・ハーパリオノレム(好乾性)、クラド

スポリウム・ハーパノレム(好湿性)、アルタナリア(好湿性)の4種)とともに栄養源を埋め込み、任意の温度並

びに湿度条件のもとで1週間後の菌糸の発育度合いの調査データにより、壁体温度並びに壁体内の相対

湿度をパラメータとして任意の温熱環境下で、の1週間後のカピの発生のしやすさを100分率で表したもの

であるυ ここでしウカピの発生のしやすさとは、定量的環境下で1週間に伸びた菌糸の長さを基準環境下で

生長させた菌糸の長さと比較している。すなわち、 1週間に伸びた菌糸が長いときほど調査環境のカピ指数

は高い値になる。図31こ、カピ指数の気候図を示す。これにより壁体内の温度と相対湿度がわかれば、その

時のカピ発生予測が可能となる。壁体内の温度と相対湿度の予測注二については次節で解説する。
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4.壁体内熱水分移動と室内気流解析の連成シミュレーション

本節では、 3節で解説したK-Y型熱水分間時移動モデ、ノレと、従来の標準k-Eモデ、ルを用いた対流計算

を連成したシミュレーション手法の構築を行い、室内における熱発生、水蒸気発生が壁体内の温湿度にど

のような影響を及ぼすかについて検討を行う。特に換気の効果が壁体内の温湿度に及ぼす影響について

検討を行うり

4. 1 計算対象(図4.1) 

1辺51llの正方形型2次元室内を対象とする。室内中心部において 0.5kW， O.4g/sの熱湿気のポイントソ

ースがあるものとする。この発生量は、ほぼ沸騰したやかんに相当する。また周壁は、厚さ 10cmのALC板と

するU

外気楓並びに室温 20
0

C、絶対湿度 O.009kg/kg(室温 20
0

Cにて、相対湿度約 60%)の定常状態(静穏状

態)から、密閉状態で、図1に示すポイントソースより熱湿気を10分間発生させたのち、発生を止めて10分

間放置した場合の熱湿気移動達成の非定常計算を行った。

4. 2 計算ケース

外気温 200C
外気絶対温度 O.009kg/kg
厚さ 10cmのALC板

¥A 
i f::::=::;:宍腎 : (:::::， ):1 

一砂子 0.25m t ____. 

ji5m 
! 熱湿気
五ムポイ ント、ノースド

図 1 計算対象

熱湿気発生停止後、換気なしで放置したケース、並びに換気を行ったケースの2ケースの言ート算を行い、換

気の効果を検討した。

換気吹出口速度は lm/s換気口幅は O.25m(換気回数36回に相当)とした。
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4. 3 計算に用いたそデ、ル

案内気流場を解析するための乱流モデ、/レは、標準型k-fモデ、ノレを使用。壁体内の熱水分移動解析に

は、 K-Vモデ‘/レを用いたOこれらの基礎方程式を表Hこ示す。

表1

室内気流計算(k-Eモデ、ノレ)。(11;) 
連続の式 一一一=0

dx; 

基礎方程式

① 

D(κ) 1θ(P) δ(θ(U; )θ(U J) i 
運動方腹式 一一二一一一一+-vJ一一+一一 l+g;s(判 ② 

p dx; dx，' lみj み; J 

(8)一 δ(V(θ(8) i 
エネ/レギ 方程式一一一一一一|一一一一|

Dt み，lσe dx.l ) 

絶対椛度吋程式 型企=~(ヱι担) ④ 
Dt dx， lσλ dx， ) 
Dk 

tUiif;工ネルギーの方程武 一一=九 +G"+D"一εDt 偽凡 R

Eの対抗 De = D_ +互にl兵+CE3Gk-C1:2ε) Dt -1: k、

k2 
V( =C

ll
-一一
-ε 

D 一人川θ(U;) 
• k一 ¥";Uj / oX

J 

Gk = g;s(ゆ')

DK =え(法) DE=去に~J
Cμ 二 0.09σ。=0.9σx = 1.0σK = 1.0σε= 1.0 
CεI = 1.44 CE2 = 1.92 Cε= 1.44 
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また室内においては相対湿度ψが100%を越えても凝結せず、過飽和の状態を保つものとする。

壁体内熱水分移動計算(K-Vモデ、ノレ)

ae ax. a2 
熱移動の式 (cp+m)--rk-4-O ⑦ 

白白み?

ax a ~， a2 
水分移動の式 (φoyk)--vーし_--x ⑧ 

θtDt  daxj 

θrp (，._ / _.3 1._ / ，._ ¥一 θrp f，._/_.3vi ただし K二一 ¥kgjm" kgjkgJ v一一一 (kg/m3K) : X， eの、， ....." '-"1 aθ 、 I

変化が小さければ K=一定， V=一定とおける。

ψ:合水量怜 1m
3J '仇:空隙率lm31m3 1. y':絶乾時の空気密度怜1m3J 

λ:熱伝導率レIm2s
oc]， r:相変化熱[J/kg]，ム:湿気伝導率 [kgjms(匂/匂)]

本研究では熱水分同時移動の計算としては第一段階を考えているため、液水の移動は考慮せず、気相水

の移動のみを考えるの即ち、 ⑦式、⑧式を用いる。

境界条件

熱の境界条件 ー λ竺=p叩ふ
α1 

木分の脚条件-À.~苧= pCpu. X窓
on 

ただし、仇，x.は一般化対数則より与える。

4.4 計算結果

⑨ 

@l 

図4.2~こ熱湿気発生 10分後の気流・温度・絶対湿度分布を示す。 図 2(3)、(4)は壁体内の温湿度を示し

ている。但し、理解を容易にするため壁体厚を 10倍厚くして表示している。

熱湿気発生から10分間は発熱源からの熱プリュ ムの発生により上昇流が発達し、室内上部において循

環流が形成される。また、循環流により若干の乱れがあるものの、温度成層も形成される。壁体壁体内へは

流体に較べ熱湿気は非常にゆっくりと伝わってして。

図3に熱湿気停止 10分後で換気なしの場合の気流・温度・湿度分布を示す。
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熱湿気停止後は、 1、2分でほぼ循環流が消滅し静穏な気流状態となるの室内気温分布は循環流の消滅に

より強し1温度成層が形成されるのこの温度成層は長時間持続する。壁体内では、室内側壁体に蓄えられた

熱湿気が壁体内部へとゆっくりと伝播する。

図4に熱湿気停止 10分後で換気ありの場合の気流・温度・湿度分布を示す。

熱湿気停止かつ換気した場合は5、6分で、室内の熱は換気により効果的に排出されほぼ一定温となる。気

流は、換気により、大きな循環流が室内に形成される。壁体内においては、換気により、室内側天井而より

温度ど躍度が低下してして。従って、換気は室内の熱湿気を除去するのみならず、壁体内の熱湿気を効果

的に除去することができる。

気流分布 …d
 

気温分布('C) 壁体温分布('C) 壁体湿度分布 (kglkg)

図4.2 熱湿気発生 10分後の気流・温度・湿度分布

気流分布 気温分布('C) 壁体温分布('C) 壁体湿度分布 (kg/kg)

図4. 3 熱湿気停止 10分後の気流・温度・湿度分布(換気なし)

図4. 4 

気温分布('C) 壁体温分布('C) 壁体湿度分布 (kglkg)

熱湿気停止かつ換気 10分後の気流・温度・湿度分布
気流分布



5.まとめと今後の課題

本研究では、熱湿気同時移動モデ、ルとカピ発生に関する既往の研究例の文献調査を行い、壁体内湿度予

測とカピ発生予測に関するシミュレーションコード、のフ。ロトタイプρの作成を行った。とれにより室内環境条件

の下で、建材におけるカピ発生可能性を事前に予測することが可能となる。今後引き続き行う研究テーマは

以下の通りである。

(1)カビ発生防止のための各種建築設計のデータベースの作成

様々な室内条件、壁体条件のもとで、開発したシミュレーションコード、を利用して、壁体内の結露並びにカピ

の発生予測を行い、建築設計のためのデータベースとする。また建材の変化のみならず、加圧注入剤や室

内における除湿機の利用が壁体内湿度にどのような影響を及ぼすか、等についてもシミュレーションを行

う。これらのデータベースは、快適かっ健康的な住空間を創造するための新しい建材の開発のための一助

となることが期待される。

(2 )シミュレーションコード、の改善と高精度化

本研究で作成したシミュレーションコード、で、用いられている熱湿気同時移動モデルは、 K-Vモデルとし1う

水蒸気拡散が支配的な場で用いられる簡易なものである。今後、液水移動もともなう熱水分同時移動場の

解析を行うためには、皿に高精度な熱水分間時移動モデ、/レを組み込む必要があるO そのためには、混度

勾配による壁体の湿気伝導率のみならず、温度勾配による水分伝導率が必要となる。しかしながら、現在こ

れら壁体の水分伝導率が十分に整備されているとは言えない。今後更に文献調査並びに実験を実施する

ことに上り、各種建材におけるこれらの物性データを整備する必要がある。

文1)松本衛:建築壁体における熱・水分間時移動および水分蓄積に関する研究、学位論文、 1978

文2)松本衛:新建築学大系10環境物理 3湿気、彰国社、 1984

文3)阿部恵子:好乾性カビをバイオセンサーとする室内環境評価法、防菌防徽誌 21，pp.557-563， 1993 

文4)K. Ahp，: A Method for Numerical Charac1erIzation of lndoor Climates by a Biosensor lIsing a Xerophi1ic 

FUllgus， Indoor Air 3， pp.334-348， 1993 

- 46-



1-3 環境調和型住宅・建材用接着剤の開発に

関する研究

岐阜大学工学部

教授 系戸村知之
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テーマ実施報告書

①本研究の背景と目的

住宅・建材産業において多量の接着剤が使用されている。これは溶剤系接着剤が使わ

れてきたが、溶剤の蒸発による、作業員への健康被害や環境汚染が極めて大きな問題に

なっており非溶剤系の新しい接着剤の開発が求められている。このためには水系接着剤を

用いるのが良いが、水の蒸発に多くのエルギーを要するため、未だ現実に使用可能な接着

剤の開発の例は多くはない。申請者らは高分子の界面科学的性質に関する研究をおこな

っており、とくに最近では、親水性と疎水性の両親媒性をもっ多成分系高分子が水中で

特異な挙動をする事を動的接触角の測定から明らかにしている。特に、親水性と疎水性の

側鎖を持つアクリル酸エステル共重合体の後退接触角はその組成に大きく依存する。これ

らの結果から、特定の組成のものでは高分子/水界面において、親水性と疎水性の両方

のセグメントがバランスよく吸着・配向する事を明らかにした。この特性を用いることにより、こ

の共重合体は水系(エマノレ、ジョン)接着剤への応用が期待できる。

本研究では親水性側鎖を持つメトキシホ.リエチレンク.リコールメタクリレート(MPEGMA)、 疎水性

側鎖を持つホ。リシ eメチlレシロキサンメタクリレート(PDMSMA)とホロアロヒレンク eリコールメタクリレート

(MPPGMA)及び、メチルメタクリレート(MMA)からなる三元重合体 (MPEGMA/PDMSMA/MMA，

MPEGMA/MPPGMA/MMA)のラジカノレによるヱマノレション重合法を開発し、これらの三元

重合体のエマルジョン接着剤を合成する。ついで、作成したエマルション接着剤により住宅

建築に用いられるプラスチックス(とくにポリ塩化ピニノレ)等の各種素材を接着し、その接着

特性を検討する。

②研究の方法

a.獄料

表 1，表 2に使用したモノマー及び試薬の分子構造を示す。 メチルメタクリレート (MMA，

キシダ化学)、スチレン(東京化成工業 KK)は市販のものを用いた。ポリシ eメチルシロキサンメタク

リレート(PDMSMA，MW  =2000の信越化学工業 KK X-24-820 1) はポリジメチルシロキサン

を側鎖として有するメタクリレートで極めて低い表面エネノレギーを有するため疎水成分として

用いた。MPEGMA，MPPGMA はそれぞれポリオキシエチレンとポリオキシプロピレンがメトキ

シ基でエンドキャップされたグリコール鎖を側鎖として有するメタクリレートであり、 MPEGMA

は親水性成分，MPPGMAは疎水性成分として用いた。 (PEG，PPGの繰り返し単位数はそ

れぞれ 23(M-230G) ，20(M-200G) /新中村化学工業 KK)。アクリノレ酸 (AA)は系の疑集

力を増加させるために他のモノマーの全量に対して 1-3wt%を添加した。
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乳化剤は表2に示す2つの乳化剤を混合して所定の混合比で用いたNewcol-707SF

(日本乳化剤KK)は除イオン系、プルロニックト68 (旭電化工業KK)は非イオン系界面

活性剤である。

開始剤としては通常の水溶液開始剤、ベルオキソ二硫酸アンモニウムを用い、重合度

調節及びコアギュレーション(凝固)防止のため連鎖移動剤としてトドデカンチオールの所

定量を同時に添加した。

b.乳化重合について

乳化重合は、水を媒体とした水系乳化重合と非水系乳化重合に分けられる。一般的

は水系が主である。基本的には、水または媒体に不溶であるモノマーをイオン性または非イ

オン性界面活性剤(乳化剤)を用いて乳化させ、媒体に可溶な開始剤で重合させて lμ

m 以下の粒子からなるエマルションを生成させる。例えば、スチレンまたはプタジエンのような

水に不溶の疎水性モノマーを水中に乳化させるには乳化剤が用いられる。その乳化重合

機構は数ナノメーター程度の乳化剤ミセル中にモノマーが可溶化され、モノマー油滴と乳

化剤ミセルが共存し、水溶性開始剤によって水相に発生したラジカルが可溶化ミセル内に

入って重合が開始され、油滴から拡散してきたモノマーが供給されて重合が進み、粒子は

成長する4)。そして水が重合熱を分散するので温度調節が容易で重合が早く、得られた

重合体の分子量も大きくなるが、界面活性剤を添加するためにそれらが不純物になりやす

い。それゆえエマルションを粉末状に取り出すときには塩析、鴻過、水洗、乾燥のような手

間のかかる作業が必要になる。乳化重合の重合方法には、モノマーを乳化剤と共に乳化さ

せたモノマーエマルションを滴下させる滴下重合法、最初にモノマーエマルシヨンを容器内

に仕込んで重合させるパッチ式があり、さらに乳化剤なしで行う無乳化剤重合方法が近年

盛んに行われており、単分散性に優れた純度の高い無乳化剤高分子粒子が得られる方

法もある。またあらかじめ調製された種粒子(シード)の存在下で、新たなミセルが形成され

ないように行うシード重合と呼ばれる技法では別な組成、機能をもった複合エマルション粒

子が得られ、その応用性の高さから工業的に注目されている。

C.重合方法

重合容器(図 1)は撹持機、温度計、滴下口、窒素吹き込み口を備えたセバブル4つ

口フラスコを用いた。水(イオン交換水)に2種類 (Newcol-707SF，プロニックF-68) の

乳化剤(計2wt%)を混合し、乳化水溶液を調製した。 2種類の乳化剤を混合するのは共

重合成分それぞれに適合する界面活性を発現させるためである。乳化剤水溶液に極性の

低いモノマーを順次加え、各10分程度携帯ミキサーを用いて撹枠し乳化させモノマープ
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レ乳化物を作製した。その後、開始剤としてペノレオキソ二硫酸アンモニウム水溶液

(O.5wt%/Mo.)と連鎖移動剤 (CTA，ドデカンチオール 1 "'-'3wt%/MO)を加えてさらに捜

枠させた後、約 10分間静置して分離が生じない安定したものを最終的なモノマーエマルシ

ョンとした。その問に水(イオン交換水)を予め重合容器に入れ、窒素雰囲気下で温度を

80 "'-'85"cに昇温させ待機した。用いた水量はモノマーエマルション中及び容器中に含まれ

る水、併せてモノマーに対して 130""'150%程度であった。重合容器内へ得られたモノマーエ

マルションを送液ポンプ(図 .1)を用い，一定速度で約 3.......3.5hかけて滴下させ重合を行っ

た。滴下終了後、温度 (80"'-'85"c)、債枠を維持させたままで 2"'-'2.5hの熟成を行った後、

重合を終了した。得られたポリマーヱマルションはアンモニア水によって中和 (PH7--8)し、

100または 200メッシュスクリーンを用いて糠過したものを最終生成物とした。

③研究の計画と進捗状況

本研究を始めるに当たり以下のような研究計画を作成したc

メトキシホ。リエチレンク.リコールメタクリレート(MPEGMA)、ホ。リシ.メチルシロキサンメタクリレート(PDMDMA)、

メチルメタクリレート(MMA)及びホロフロヒレンク'リコールメタクリレート(MPPGMA) からなる組成の異なる

三元重合体 (MPEGMA/PDMSMA/MMA，MPEGMA/MPPGMA/MMA)のラジカルによるエ

マルジョン重合法を開発する。ここではアクリノレモノマーのエマルジョン重合の技術を有する

マノレパン株式会社に協力を要請する。ついで，作成したエマルジョン接着剤により住宅建

築に用いられる木材、プラスチックス(とくにポリ塩化ピニル)等の各種素材を接着し、その

接着特性を検討する。また、 実際の建築用接着剤としての可能性を検討するためにタイ

ルメント株式会社に協力を要請する。

上記二社の協力を得て計画した研究を行った。その結果上記のエマノレ、ンョンの合成に

成功した。これらのエマルション接着剤により接着したポリ塩化ピニノレの接着強度を測定し

た結果，一定の改良を必要とするが，この方法で実用可能な接着剤を製造することが可

能であることが明らかとなった。

④今までに得られた成果

a.共重合体エマルションの合成

。重合条件の影響

本研究では重合条件、特にコモノマーであるアクリル酸(A A)や連鎖移動剤

(CTA)の量によるエマルションの性状変化を観察した。表 3，表 4 に合成したポ

リマーエマルションの種々の重合条件による重合結果を示す ポリマーエマル

ションは表 3 に示した重合条件で合成した。重合の基本条件は以下の通りであ
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る。

2種類の乳化剤(Newcol-707SF +プルロニック F-68、計 2曹t%/Mo.)

CTA: 2wt児 /Mo.

AA(アクリル酸)の添加量:3wt% /Mo. 

脱イオン水量:Mo.X1.3(160g) 

重合温度:80・c

重合時間:滴下+熟成 =5時間。

これらの内，重合温度、 CTA 及び重合時間を変化させ，生成エマルションの

様相を観察した。表 4 の結果を見るといずれもモノマ一重合においてもコモノ

マーである (MPPGMA，MPEGIdA，PDMSMA) の量が増加すると重合系が容易にコアギ

ュレートした。コアギュレーションを生じない条件はコモノマーの合計量がほ

ぼ 40wt%以下である白一方、コモノマーの合計量が 20wt%以下ではどのモノマ一

種でもエマルションの性状は低粘度なラテックスであり、同じく 20---30wt%で

はクリーム状の性状を示した。これらのことからポリマーエマルションの存在

形態はコモノマーの合計量に依存することがわかった。ただし疎水性成分であ

る MPPGMAが 30wt%，親水性成分である MPEGMAが Owt%の時のみ、例外的に低粘度

なラテックスであった。従ってコモノマーの中でも最も系に影響を与えるのは

親水性成分である MPEGMAであり、その強い水和力や側鎖問擬集力の大きさによ

って重合系の進行状態が理想的な乳化重合機構から逸脱していくものと考えら

れる。また疎水性成分である MPPGMAも MPEGMAほど顕著な変化は示さないが、

同じグリコール側鎖を有するので MPEGMAとの相互作用により重合系に影響を与

えるものと思われる。

次に同じ組成で CTA 及び重合時間(熟成時間)を変化させたときのポリマー

エマルションの性状について述べる。ひとつはIdMA/MPPGMA/ MPEGMA= 80/10/10 

で、もう一方は MMA/PDMSMA/MPEGMA=70/15/15の重合系でそれぞれ性状はラテッ

クス、クリームで大きな変化は認められなかったが系の粘度に差異が生じた。

すなわち前者は CTA 量の減少、熟成時間の増加によって粘度が上昇し、後者は

CTA 量の減少によって粘度は大きく増大した。以上のことから CTA 量の減少に

より系の重合度が増加し、熟成時間の増加によって重合体粒子の凝集性が強く

なることで粒径が増大した結果、共に粘度が上昇したものと思われる。しかし

これ以上の極端な条件変化ではやはり重合系は速やかにコアギュレートした。

従って、乳化重合の方法、条件によるポリマーエマルションの特性制御はコモ

ノマーの量、バランス及び添加物などの条件が適度な範囲にあるとき可能であ
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ることが判明した。

。共重合体エマルションのキャラクタリゼーシ

GPCによって測定した代表的な試料の分子量を表 5に示す。

一般に乳化重合では高重合度・高分子量(>105)の重合体が得られるが本研究におけ

る重合体は溶離溶媒(クロロホルム)への溶解が極めて困難であったため、浦過後の清澄

な可溶部分のみの測定を行った。塩析後のエマルションは溶離溶媒以外の数種の溶媒に

も不溶であったことから、架橋若しくは部分架橋を生じているものと考えられる。これは乳化

重合ではその機構上、高IJ反応が生じやすく、また架橋点をもっアクリル酸や水和しやすい

モノマー MPEGMAを含有するためであろう。表から各ポリマーエマノレションの分子量は数平

均分子量 (Mn)で 1，...._.2X104、多分散度 (Mn/Mw)で1.3""'2.2とほぼ同様な値を示すこと

からもクロロホルム可溶部分のみ、すなわち未架橋のオリゴマーの分子量を示していることが

わかる。ポリマーエマルションの分子量(重合度)は絶対値だけでなく、極限粘度 (dl/g)をも

って示すので架橋を生じやすい重合ではさらに粘度法による測定への転換が必要であろう。

また工業面、実用面から考えると架橋現象は必ずしも不利でなく、特に架橋剤を添加しな

くとも架橋するので、耐水性向上等の点からも有利である。

OAFMによる観察

図 1に AFMによって観察したエマルション表面を示す

図 1-a"'"図 1-dはそれぞれ図示した組成のポリマーエマルション表面の AFM 3-D像で

ある。図 4-a，図 4-bは主モノマーの組成の大きいエマル、ンョン表面で、スケールは異なるが

どちらもほぼ均一な粒径分布をもっ粒径約 200nmのエマルション粒子が観察された。表 4

で示したようにこれらのポリマーエマルションの粘度は低く、良好なラテックスが生じていること

から粒径がより小さく、分布が均ーであることがコアギュレーションを生じないラテックスを生

成させる条件であることがわかった。次に図 .4-c 及び図，4-d は共に主モノマーが 70wt%、

すなわち親水性及び疎水性成分の MPEGMA，MPPGMA が併せて 30wt%添加されたポリ

マーエマノレション表面で明らかに粒径が大きく、また dでは形状も不均ーであることがわかる。

これは MPEGMA，MPPGMAの組成が増加するとエマルションの安定性が減少し、コアギュ

レーションが生じやすくなる傾向と一致し、粒径の大きさや形状がその主要因になることが

予想される。更にそれらの成因は MPEGMA，M PPGMAのグリコール側鎖の水和等による強

い凝集や架橋点を生成する AA(アクリル酸)によるところが大きいものと考えられる。しかしな

がら図 .4-cでは粒径は大きいものの形状は比較的均ーであり、エマルションの様相もクリー

ム状でコアギュレーションが生じないので MPEGMA，MPPGMA両成分がバランス良く存在す
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ることも良好なエマルション形成にとって有効な条件となるであろう。

b.接着特性の評価

。引張接着強度

これらの試験の方法及び材料はは JIS(Japanlndustrial Standard，日本工業規格)に

従って測定した。その結果を表 6に示す。建築材料用接着剤に要求される性質は強度や

安全性のみならず、作業性の高さが重要で被着体への塗布性が高いことが強度増加にと

っても必要である。溶剤系の接着剤の場合、系の粘度は溶媒量によって調節が可能であ

るがエマノレション型の接着剤ではその調節が困難で、乳化重合の良し悪しによるところが大

きい。従って本来、粘度が低いものは組成を変化させないで増粘剤によって系の粘度を増

粘させることが必要である。以上のことを考慮、して本研究に用いたエマルション型接着剤に

は塗布性を良好にするため、低粘度のものには増粘剤を添加して作業性を向上させた後、

試験を行った。 この系の接着剤に必要な引張強度は O.98N/mm2(160kgf)と言われてお

り、表からはこれを上回る強度を示したのは現在のところ、存在しなかった。強度に対する主

モノマ一種依存性は小さく、いずれも主モノマー量が多いものは必要強度の 10分の lから

5分の lであった。しかし疎水性成分が MPPGMA， PDMSMAのものを同成分で比較する

と MPPGMA系の方が明らかに高い強度を示した。(測定試料中、最高強度を示した。)こ

れは疎水成分の凝集力の相違によるものと考えられ、 MPPGMAの方が閉じグリコール種を

含有した MPEGMAや MMAとより強固な粒子団を形成し、よりリジットになることで高い強

度を示すもの考えられる。これらの結果からも親水性成分 MPEGMA，疎水成分に

MPPGMAをバランス良く、含有した(共に>10wt%)ポリマーエマノレションは引張接着強度の

ような力学的特性も比較的良好であることがわかった。一方、増粘剤の有無による強度差

は同組成を比較した場合、増粘弗jを含有した方が高い値を示したが、顕著な増加は認め

られず、物理的にも影響は小さいものと思われる。また、殆んどの試料の破壊形態は凝集

破壊であった。このことはエマルション接着剤の瀧集力が被着体界面との接着力より低いこ

とを示す。

。はく離試験

はく離試験については，日本工業規格に従って90度はく離試験をおこなった.結果を

表 7 に示す。 90 度剥離試験においても粘度の低いものには増粘剤を添加した後、測定

した。表から引張試験の結果と同様に全てのそノマ一種、組成で低い剥離強度を示した。

この系の接着剤に必要な剥離強度は 19.6¥J /2 5 mm(2kgf!25mm)であり、試料の中で最高

値を示した MMA/MPPGMA/ MPEGMA=70/ 15/ 15(wt%)でも N/25mm(0.7kgf/25mm)と必
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要強度の 3 分の lであった。通常、引張接着強度と剥離強度が求める物性はそれぞれ

剛性 (Rigidity)と靭性 (Toughness)であり、実際的にはこの 2 特性の両立を高いレベルで

達成することは困難であるとされている。本研究における測定試料は引張、最11離共に強度

は低く、今後の改良が大いに必要であることがわかった。しかしながら、そのなかでも上述し

た MMA!MPPGMA !MPEGMA=70!15/l5(wt%)は引張強度でも実用強度に近く、剥離

強度においても最も高い値を示したことから今後の改良によって実用に耐えうる特性を持ち

得る可能性を見出した。

⑤残る問題点と対策

上記の結果ではく離強度が不十分であったので，これを改良するために，今後も本研究を

継続し，以下の項目について検討する。

1.内部凝集性を増加し，架橋点を生成しうる AA(アクリル酸)を増量させるための，重合手

法を改良する 。 (現方法では AA を増量するとい 3wt%) 重合途中でコアギュレートする~ ) 

2.他の粘着性に優れたコモノマーを添加して重合を行う。

例えば EA(エチノレアクリレート)，BA(プチルアクリレート)等を添加する。

3.本剥離試験において、破壊形態がすべて界面破壊だったことから界面で乳化重合物

特有の不純物、すなわち乳化剤や連鎖移動剤が W.B.L.(Weak boundary Layer)になっ

ている可能性がある。従ってそれらを本質的になくすような重合、例えば無乳化剤重合等

を試みる。

⑥研究発表の実績及び予定

本研究を本年 8月 17'""19日に中国ハルピン市で開催される‘2000 China Conference 

011 Adhesion Academic Discussion and Adhesive Products Exhibition'で発表する予

定である.

⑦実用化対策

当面，上記問題点の改良の研究を続行し，実用可能になった段階で，マノレパン株式

会社及び株式会社タイルメントに協力を依頼し，実用化に取り組みたい。
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表1 重合用モノマーの化学構造

モノマー 構造

メチルメタクリレート
(MMA) 

スチレン
(St) 

メトキシポリエチレンゲリ
コールメタクリレート
(MPEGMA) 

ポリジメチルシロキサン
メタクリレート
(PDMSMA) 

メトキシポリプロピレング
リコールメタクリレート
(MPPGMA) 

アクリル酸
(AA) 

CH3 

H2C~o....CH3 
。

H~l) 

叩ょfOCHρV3

lH3 ハ fH3 (fH3 ¥ yH3 
叩グy只C34sl\oヤ守~of-S'\CH3
ら '-'n3 、い門3 '23 CH3 

刈OC…ぉ。.......CH3
/H 

K、COOH
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表2 乳化重合用試薬の化学構造

試薬 構造

ポリオキサイドエチレンポリサイクリッ
クフェニルエーテル硫酸エステルアン
モニウム塩;乳化剤 (NewcoI707SF)

エチレンオキサイド/プロピレンオキサ
イド/エチレンオキサイドブロックコポ
リマー;乳化剤 (PruronicF-68) 

1-ドデカンチオール;連鎖移動剤

過硫酸アンモニウム;開始剤

。(町H2九SU;NH4

H2 
C 
/ ¥ 
C o. 
H2 
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表 3 合成した高分子エマルションの重合諸条件
MMAIMPPGMA瓜if:PEGMA

。"%) 乳化剤

脱イオン水 温度 時間
CTA(%)勺 (g) ('C) 滴下+熟成

--日・υ_ Newcol-707SF 70/15/15 .:.'-"--: '-_: -_: 3 2 160 80 3b+2b 
， - . --. .- Pruronic Fω 
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60/20/20 
Newcol-707SF 

Pl"Uronic F-68 

70/5/25 
Newcol-707SF 

Pruronic F-68 

70/25/5 
Newcol-707SF 

Pruronic F-68 

70/0/30 
Newcol-707SF 

Pl"Uronic F-68 

70/30/0 
Newcol-707SF 
Pruronic F-68 

70 112.5112.5 
Newcol-707SF 

Pruronic F-68 

70/15/15 
Newcol・707SF

Pruronic F -68 

80/10/10 
Newcol-707SF 

Pruronic F-68 

80/10/10 
Newcol-707SF 
Pruronic F -68 

80/10/10 
Newcol-707SF 
Pruronic F -68 

80/10/10 
Newcol-707SF 

Pruronic F-68 

90/5/5 
Newcol・707SF

Prul'onic F -68 

MMAIPDMSMAfMPEGMA 乳化剤

70/15/15 
Pruronic F -68 
Newcol-707SF 

80/10/10 

St!PDMSMA爪，fPEGMA 乳化剤

70/15/15 

80/10/10 

AA(%)"l CTA(悦)"2
脱イオン水 温度 時間
(g) ('C) 滴下+熟成

3 2 160 85 3b+2h 

3 2 160 80 3h+2b 

3 2 160 85 3.5b+2b 

3 2 160 80 3.5b+2b 

3 2 160 85 3b+2b 

3 2 160 80 3h+2b 

3 2 160 80 3.5h+2h 

3 2 160 80 3h+2h 

3 2 160 80 3h+5h 

3 1 160 80 3h+5h 

3 1 160 80 3h+2h 

3 2 160 85 3.5h+2b 

AA(%}吋

3 160 85 3h+2h 1 

3 2 3h+2h 160 85 

AA(%)吋

3 2 3b+2b 160 85 

3 2 3.5h+2b 160 80 

2 160 80 3.5h+2b 
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表4重合したポリマーエマルションの特性

聞仏IMPPGMAlMPEGMA 不揮発分(理論値)(%) 粘度(mPa's) 性状
(wt%) 

60/20/20 38.0(41.8) 凝固

70/5/25 37.0(42.6) 経固

70/0/30 38.0(42.6) 凝固

70/25/5 43.2(42.6) 13200 クリーム状

70/30/0 30.0(42.6) 8.0 乳液

70/15/15 33.0(42.8) 14400 クリーム状

75/12.5/12.5 32.0(42.6) 15600 クリーム状

80/10/10 #1 36.9(41.6) 23.4 乳液

80/10/10 #2 35.0(41.6) 53.5 乳液

80/10/10伺 33.0(38.8) 109 乳液

80/10/10 #4 31.0(38.8) 58.6 乳液

90/5/5 31.5(42.8) 3.8 乳液
....................................................................‘...............・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・a・・・・・・・・・..・・・......ー・・・・・・・...........................................・.................・・・・・......

MMAlPDMSMA/MPEGMA 不揮発分(理論値)(%) 粘度(mPa's) 性状

7o /15 /1~s 

70/15/_lS柑

90/5/5 

37.5(42.6) 

39.5(42.6) 

31.0(41.6) 

36.8(42.8) 

360 クリーム状

1980 クリーム状

80/10/10 15.3 乳液

5.6 乳液

St!PDMSMAlMPEGMA 不揮発分(理論値)(%) 粘度(mPa's) 性状

90/5/5 

32.0(41.8) 

36.7(42.6) 

38.3(41.6) 

31.0(42.8) 

52.5 

固

固

液

凝

凝

乳

60/20/20 

70/15/15 

80/10/10 

13.1 乳液

#1 CTA(連鎖移動剤)2% Time(重合時間)5h， #2 CTA 2% Time 8h ，#3 CTA 1% 
Time 8h， #4 CTA 1% Time 5h ，#5 CTA 2% Time 5h ，#6 CTA 1% Time 5h 
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表 5 高分子エマルシヨン塩析物のGPCによる分子量測定結果

MMA瓜1PPGMA瓜1PEGMA
(wt%) 

70/25/5 

70/5125 

70/0/30 

70/15/15 

75/12.5/12.5 

80/10/10 

80/10/10 

80/10/10 

90/5/5 

MMA/PDMSMAIMPEGMA 

70/15/15 

70115115 

Mn(xI0-4)*1 

0.81 

1.25 

0.74 

0.94 

1.0 

1.0 

2.0 

1.2 

1.3 

Mn(xl0-4) 

0.73 

1.2 

Mw(xI0-4)勺

1.7 

2.1 

1.1 

1.5 

1.8 

1.5 

5.5 

2.5 

2.7 

Mw(XI0-4) 

1.2 

1.9 

MwlMn*3 

2.2 

1.7 

1.5 

1.6 

1.7 

1.5 

2.7 

2.0 

2.0 

MwlMn 

1.7 

1.6 

90/5/5 0.66 1.3 2.0 

St/PDMSMAlMPEGMA Mn(xl0-4) Mw(xl0-4) Mw/Mn 

60/20/20 1.6 2.2 1.4 

70/15/15 1.3 1.8 

90/5/5 1.4 1.7 

*1数平均分子量 1*2重量平均分子量 1*3多分散度
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表 6 合成した高分子エマルションの引張接着強度
MMAlMPPGMAlMPEGMA 引張強度 増粘剤

(wt%) (N/mm2) [lmfJ (含量4Owt%))

70/25/5 0.46 [75J x 

70/30/0 0.29 [47J 。
75/12.5/12.5 0.75[122] X 

70/15/15 0.85[140J × 

80/10/10 0.17[28] X 

80/10/10 0.19[31] 。
80/10/10 0.17[28J 。
90 /5 /5 0.12 [20] 0 

二二"山……………..……………..山……..山…..山..

MMAI居PDMSMA瓜f仔PEG
.士・・…………fN.!.晩期~.)Ikg幻.... .. . . ............…..(含:薫..~.~~~L......

70/15/15 0.15[24J x 

70/15/15 0.25[41] 0 

90 /5 /5 0.16[26] 0 

……………ー 引張強度 増泌(揃StJPDMSMA/MPEGMA 
三…………m… 山 (N!.m.m:)..[~幻 ............................(含:望号タ何!~)
80/10/10 0.1[16J 0 

90/5/5 0.1[16J 0 

試験条件:チャート速度;30mm/min，クロスヘッド速度;1mm/min 
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表7 合成した高分子エマルションの剥離強度
MMAlMPPGMAlMPEGMA 剥離強度 増粘剤

(wt%) (N/25mm) [k2f125mm] (含量4Owt%)

70/25/5 2.5 [0.3J x 

70/30/0 3.5[0.4J 0 

75 /12.5 /12.5 5.5[0.5J × 

70/15/15 7.0[0.7J × 

80/10/10 1.0[0.IJ × 

80/10/10 1.8 [0.2J 。
80/10/10 1.0 [O.IJ 。
90 /5 /5 1.0[0.IJ 0 

一一..._.....- 剥離強度 増粘剤MMA!PDMSMA瓜ifPEG
. …一… ごごごご"山…..…………..山……..山…….. 山…..…..山 “烈〔似明f忽2雪抑用型照則叫円り叫}託[鳩鰐併併雪雪;照刊照d....................(伶食雪票号4 
70/15/15 1.3[0.IJ x 

70/15/15 0.8[0.IJ 0 

90 /5 /5 0.5 [0.5J 0 

一一 剥離強度 増粘剤StlPDMSMA瓜1PEGM血
………… ...(の明f勿符.幣明型明刊qり>..P惚附R鳴蝦g鮫野符.明明照]山……….. ……….山……..山....山…………..山…..山J

80/10/10 1.0[帥0.1日J 0 

90/5/5 1.0[0.IJ 。
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1.，1' 

a トー→
200nm 

St IPDMSMAlMPEGMA (80/10/10 ，wt%) 

c ト→
2000nm 

-ゎ li支え〉 ::J 
ご.いZ-ソ手-

b ←→ 
1000nm 

MMAlMPPGMAlMPEGMA (90 151 5，wt%) 

d ト--i
1000nm 

MMAlMPPGMAlMPEGMA( 70 115 115，wt%) MMAlMPPGMAlMPEGMA(70 15 125，wt%) 

図 1組成の異なる4種のエマルションのAFM3-D表面像
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1-4 住宅の台風による強風被害の予測と耐風性

向上対策に関する研究

東北学院大学院工学研究科

助教授 植松 康
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1.本研究の目的と概要

本研究では，台風による住宅外装材の強風被害を予測する確率モデルを開発することを目

的としている。ここでは東北地方を対象としているが，手法自体には普遍性があるため，他

地域への応用は可能である。

東北地方では，関東以西の地域に比べて大型台風に見舞われる頻度が低いため，住宅の設

計・施工・メンテナンスにおいて，耐風性に対する配慮に欠ける点が見受けられる。また，

一般に外装材の安全設計に対する認識は構造骨組に比べて低い。そのため， -8大型台風に

見舞われると，大きな強風被害が外装材に発生する結果となる。例えば， 1991年台風19号

(9119号)や1998年台風5号(9805号)による被害を挙げることができる。台風9119号で大きな

被害を受けた青森県や秋田県を代表とする積雪寒冷地では， 雪対策という観点、から鉄板葺き

屋根が普及している。特に最近では，長尺鉄板のような大型の部材がよく用いられる。この

ような屋根葺き材の飛散は，構造骨組の破壊に繋がるだけでなく，他の構造物の被害や人的

被害といった二次被害をもたらす危険性もある。従って，住宅の外装材を適切に設計・施工

してその強風被害を抑えることは，地域全体としての被害低減に大きく寄与するものと期待

される。

住宅の強風被害の予測に関しては，光田・藤井による研究がある。彼らの予測モデルでは，

解析的に得られた上空の傾度風速から地表付近の風速への変換は，過去の顕著台風時の観測

結果に基づく経験式によっており，地表面粗度の影響は考慮されていない。また，被害率の

算定に材料や構工法の地域性は考慮されていない。これに対し，本研究では，台風の気圧場

を特性づけるパラメータに対する確率モデルである「台風モデルj，地表面組度や局所地形を

考慮して傾度風速から地上風速を予測する「地上風モデ、ルj，住宅外装材に作用するピーク風

圧を与える「局部風圧モデルj，および，外装材の材料や構工法によって定まる「耐風圧強度

モデ、ル」より成る被害予測モデルを構築する。すなわち，先ず，東北地方に来襲する台風の

確率モデルと地上風モデルより強風の推定を行い，局部風圧モデルと組み合わせて外装材に

作用する風圧力の確率分布を推定する。次に，これと外装材の耐風圧強度の確率分布から被

害率を推定する。本論文では，後述するように，住宅被害の大半が屋根に生じていることよ

り，屋根葺き材に着目する。風速のモデルにおいては，東北地方を対象とした台風パラメー

タのモデル化と局所地形が風速に及ぼす影響を考慮する。また，被害率の推定においては，

屋根葺き材に作用する風圧力と屋根葺き材の強度に対して，対数正規分布によるモデル化を

行う。

精度よい被害予測モデルを作成するためには，住宅の強風被害の実態を把握することが重

要である。近年東北地方に来襲して大きな被害を与えた台風は前述の台風9119号である。青

森県と秋田県での被害が甚大で，両県内の自治体や消防署を中心として被害調査が行われた。

これらの調査データは各調査機関で保管されており，詳細な分析や公表はこれまで為されて

いない。そこで，本研究ではこれら貴重なデータが処分される前にできるだけ多く収集して

住宅被害のデータベースを作成した。そして，そのデータベースを用いて被害の様相や要因

について分析した。また，本研究期間中の1998年9月16日，宮城県名取市に竜巻が発生し，

局所的ではあるが住宅に大きな被害をもたらした。この竜巻は，同日静岡県に上陸した台風
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9R05号に関連して発生したものである。 筆者等は，本研究の一環としてこの被害調査を行っ

た。先ず，被害の概要を把握した後，被害の集中した区域(幅約100mx長さ約500m)内の全

世帯に対するアンケート調査(_-部ヒアリング調査)を行い，住宅の構工法 ・形状・配置 ・築

年数と被害との関連を検討した。これら2つの強風被害調査の結果は，被害予測モデルにおけ

るパラメータ設定の基礎資料にもなっている。

建物に作用する風圧の性状は建物形状や風向に大きく影響されることはよく知られている。

住宅の形状は多種多様であり，これらに働く局部風圧の大きさを精度よく予測するためには，

建物の形状パラメータが局部風圧に及ぼす影響を定量的に把握する必要がある。そこで，本

研究では1970年代以降現在までに発表された文献を収集・整理して風圧のデータベースを作

成した。このデータベースは， r局部風圧モデ、ル」作成上の基礎資料になっている。

本報告では，第2章においては台風9119号による住宅被害の調査・分析結果を，第3章におい

ては名取市に発生した竜巻による住宅被害の調査・分析結果を述べる。第4章においては低層建

物に作用する風圧性状に関する文献調査結果について述べる。最後に，第5章においては筆者ら

の提案した台風による住宅強風被害予測モデルの構成，並びに，モデルを構成する各項目に対し

て，これまでに行った検討結果を示す。

2. 1991年台風19号(台風9119号)による住宅被害の実態調査

青森・秋田両県において比較的大きな住宅被害が発生した33の市町村について，各自治体

または消防署などが行った住宅被害調査結果を収集して住宅被害のデータベースを作成した。

このデータベースを用いて被害状況を様々な角度から分析し，被害の実態・要因を明らかに

した。ここでは，特に住宅の構工法と被害率との関係，並びに，被害率と局所地形との関係

に着目 している。その成果は以下の2編の論文としてまとめられ，公表された。

(10)植松 康， 三吉拳志，佐々木和彦，山田大彦:台風による住宅外装材の強風災害につい

て一東北地方を対象とした実被害調査結果，東北地域災害科学研究，第34巻， 1998年3

月.

(11)佐々木和彦，植松 康:秋田県及び青森県における台風9119号による住家被害とその要

因分析，日本建築学会技術報告集，第9号， 1999年12月.

ここで得られた主な結果を以下に示す。

(2)住宅被害の大半は屋根部で発生している。 屋根被害の様相は，各地で普及している屋根

構工法や屋根葺き材に大きく関連している。

(3)屋線被害面積は屋根葺き材によって異なる。 一般に，瓦葺きの方がトタン葺きより被害

面積は小さい。これは個々の屋根葺き材の大きさに関連している。

(4)同ーの市町村であっても，地区ごとの被害率には差が見られる。 一般に，世帯数の多い

地区ほど被害率が小さし、。これは，市街化による遮風効果によって風速が低下したためと

考えられる。

(5)比較的平坦な市町村のみに着目すると，被害率はAMeDASによる最大風速の観測値とよ

く対応している。しかし，複雑な地形をしている市町村では，局所地形の影響によって風

速が増減されるため， 1点での風観測データが必ずしも代表風速にはなり得ない。このよ
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うな場合，地形の影響を適切に考慮した補正が必要になる。

(6)市町村ごとの被害率は，地形パラメータを説明変数とする重回帰モデルによってある程

度把握できる。

3. 1998年9月宮城県名取市に発生した竜巻による住宅被害の実態調査

本研究期間中である1998年9月16日に宮城県名取市閑上地区で発生した竜巻による住宅被

害調査を行った。被害の集中した地区(幅約100mx長さ約500m)内にある全世帯に対し，以

下の項目に関するアンケート調査(一部ヒアリング調査)を行った。

住宅に関する項目:建築年，構造，階数，屋根形状と勾配，屋根葺き材および外壁材，

棟の向き

被害に関する項目:被害の有無，被害状況，被害の発生状況

調査結果はデータベース化され，これに基づいて被害状況を様々な角度から分析し，被害の

実態 ・要因を明らかにした。その成果は以下の2編の論文としてまとめられ，公表された。

(9)佐々木和彦，植松康，野津書ー :1998年9月16日 宮城県名取市閑上地区に発生した竜

巻による建物被害，日本風工学会誌，第78号， 1999年1月.

(10)野津書 ，野津書 ，佐々木和彦，鈴谷二郎，田代 侃:1998年9月16日宮城県名取市

に発生した竜巻と建物被害，日本建築学会技術報告集，第9号，1999年12月.

得られた主な結果はまとめると以下のようである。

(5)一般に， 1階建てより2階建ての方が，また， 寄せ棟屋根より切妻屋根の方が高い屋根被

蓄率を示す。

(6)住宅としてよく用いられる2寸5分以上の屋根勾配においては，屋根被害率は屋根勾配に

ほとんど依存しない。また，このような勾配では棟部分に被害が多く発生する。

(7)竜巻の経路に対してほぼ直角方向に棟を持つ住宅において被害率が高い。

(8)竜巻によって破損した外装材が強風によって飛散し，被害を拡大させる。開口部の被害

のほとんどは，このような飛来物によるものである。

4.低層建物の風荷重に関する文献調査

1970年代半ばより 1999年までの約25年間に発表された論文約250編を収集・整理して風荷

重に関するデータベースを作成した。 主な調査対象は以下の通りである。

(1) Journal of Wind Engineering and lndustrial Aerodynamics 

(2) Proceedings of the International Conference on Wind Engineering 

(:3)日本建築学会構造系論文報告集

(4)日本風工学会誌

この25年間における風工学研究の進歩は目覚しく，低層建物に作用する風荷重に関して，

自然風中での実測や境界層乱流を用いた風洞シミュレーシヨンが数多く行われた。作成され

たデータベースに基づき，局部風圧の大きさや領域に及ぼす建物形状(特に屋根の形状と勾

配)や風向の影響，ピーク風圧の評価方法，等について検討した。その成果は以下の2編の論

文としてまとめられ，公表された(但し，論文(2)は論文(1)の英語版)。
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(6)植松 康，ニコラス・イシモフ:低層建築物に作用する局部風圧力に関する研究 その

4 文献調査，日本風工学会誌，第78号， 1999年1月.

(ηYasushi Uematsu， Nicholas Isyumov: Wind pressures acting on low-rise buildings， 

Journal of Wind Engineer・ingand Industrial Aerodynamics， Vol. 82， 1999. 

得られた主な結果は以下の通りである。

(2)切妻屋根に作用する最大負圧の発生位置を， (根勾配，風向角)一平面上の図として表わ

した。これによって，屋根勾配と風向角によって最大負圧が屋根のどの部分に発生するか

を容易に把握できる。

(3)屋根や壁面の隅角部および端部に発生する最大ピーク負圧の大きさは，準定常仮定とピ

ークファクタ一法を応用することによって比較的簡単にかっ精度よく把握できる。

(4)ピークファクターの値はピーク風圧の評価時間の指数関数で概ね近似できる。

(5)外装材に作用する風力(面平均風圧)は外装材の大きさによって変化するが，ピーク値に

及ぼす効果に関して，外装材面積と等価なピーク風圧評価時間を与える方法を提案した。

(6)屋根勾配が同じ場合，同一面積に対する面平均風圧力の大きさは， 一般に寄せ棟屋根の

方が切妻屋根より大きくなる。これは，切妻屋根の場合の方がピーク風圧発生時における

風圧の空間相関が高いためである。

(7)局部風圧の大きさを低減するための対策とその効果に関して整理した。

5.住宅の強風被害予測モデルの提案

第1章で述べたように，本研究で提案する住宅の強風被害予測モデルは，「台風モデ、ルj，r地

上風モデ、ルj，r局部風圧モデ、ルj，および， r耐風圧強度モテ'ル」より構成される。ここでは，

これらのモデルに関する検討結果を示す。なお，その成果は以下の2編の論文としてまとめら

れ，公表された。

(9)植松康，山田大彦，鈴谷二郎，伊藤犠，月舘敏栄，吉田正邦:台風による住宅の強

風被害モデルの開発と防災対策に関する研究， (財)住宅総合研究財団 研究年報第25号，

]999年3月.

(10)植松 康， 三吉拳志，佐々木和彦，山田大彦， 吉田正邦 :東北地方における台風と住宅

の強風被害予測モデルに関する研究，日本建築学会構造系論文集，第525号， 1999年11

月.

5. 1台風モデル及び地上風モデルの作成

1954'" 1996年の43年間に東北地方に影響を及ぼした台風68個について，北緯37度線を通

過した時およびその後北緯42度までの気圧場の変化を解析することによって，台風を特性づ

ける4つのパラメータ，すなわち，中心気圧低下量ゲo，最大旋衡風速半径rm，移動速度Cお

よび移動方向Dirの確率モデゾレとそれらの時間変化のモデル(これら全てを総称して「台風モ

デ、ル」と呼ぶ)を作成した。モデル化に当り，台風を(i)日本海を北上するもの， (ii)本州を縦

断するもの，および， (iii)太平洋を北上するもの，の3種類に分類することによってモデルの

適合度が良好になることが分かった。台風の確率モデルとしてはワイプル分布を採用し，最
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小二乗法を用いてワイプルパラメータの最適値を求めた。時間tに対する変化式としては，

u。およびrmに対して指数関数を，Cに対して1次関数を用いた。但し，これらの式に含まれ
る係数は確定値ではなく正規分布に従う確率量としている。 Dirは時間に対して不変とした。

次に，台風9119号時の観測記録に基づき，局所地形が地上付近の風速に及ぼす影響を重回

帰分析によって検討し，台風モデルから計算される傾度風速から地上風速を予測する方法(地

上風モデル)を提案した。重回帰式における目的変数は風速増減率であり，説明変数は地形パ

ラメータである。これらの提案式を用い，台風9119号の中心気圧の時刻歴より各地における

地上風速を計算した結果は実際に観測された結果と概ね一致することが確認された。

5.2住宅の屋根に作用する局部風圧モデルの作成

第2，3章に示した強風被害の実態調査結果より，住宅被害の大半は屋根に発生している

ことより，ここでは屋根の端部や隅角部に作用する局部風圧に着目した。第4章に示した文献

調査結果に基づき，屋根を「切妻型」および「寄せ棟型」に分類し，それぞれに対する局部

風圧係数(時間平均値)を，屋根勾配によらず， 1.4および1.0と設定した。なお，各市町村に

おける「切妻型」住宅と「寄せ棟型」住宅の割合は，平井による調査結果に基づいて決めた。

「台風モテ。ル」と「地上風モデ、ル」を用いてシミュレーシヨンされた地上風速にガストファ

クター(1.78と仮定)を乗じて最大瞬間風速とし，これより準定常仮定を用いれば屋根葺き材

に作用するピーク風圧が計算されるが，このピーク風圧自体確定量ではなく確率量であるか

ら，ここでは計算値を期待値とする対数正規分布に従うものとした。また， Davenportによ

る検討結果に基づき，局部風圧の変動係数は0.3とした。

5.3屋根葺き材の対風圧強度モデルの作成

台風9119号による住宅屋根被害率に基づき，屋根葺き材の対風圧強度の確率分布モデルを

作成した。ここでは，確率分布は変動係数0.3をもっ対数正規分布であると仮定し， 5.2節

で計算された局部風圧に対する被害率(屋根葺き材の強度が局部風圧より小さくなる確率)が

実際の屋根被害率に一致するように強度の期待値を計算した。このようにして計算された屋

根葺き材の強度は，市町村によって異なるが， 一般に，設計指針や設計マニュアル(例えば，

亜鉛鉄板会:鋼板製屋根構法標準SSR92)での規定値に比べて小さいことが明らかになった。

その原因としては，設計・施工における配慮不足のほか，被害の多くが比較的古い住宅に発

生しているという事実より，経年劣化を挙げることができょう。

5.4屋根被害のシミュレーション

青森・秋田両県におけるいくつかの市を対象とし，「台風モデ、ル」と「地上風モデ、ル」を用

いて長期間に亘る台風のシミュレーシヨンを行った。ーその結果，年最大風速は I型極値分

布で良好に近似でき，台風9119号時の最大風速値は概ね50年再現期待値に相当することが明

らかになった。

次に，「局部風圧モテ'ル」における局部風圧の期待値μpと変動係数Vp，並びに， r対風圧強

度モデ、ル」における屋根葺き材強度の期待値山と変動係数九をパラメータとして屋根被害シ

ミュレーシヨンを行った。その結果，以下のようなことが分かった。
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(2)μpと%が一定のとき， μRの増大と九の低下は被害率の低減に寄与する。

(:3)仰がμpに比べてそれほど大きくないとき，九が増大すると被害率は著しく増大するが，

仰が十分大きくなると，九は被害の低減にほとんど寄与しなくなる。

(4)μRを設計指針や設計マニュアルにおける規定値まで高めると，被害率は大きく(場合によ

つてはl桁)低減する。

このような一連のシミュレーシヨン結果は，地域としての被害低減対策を講じる上での貴

重な資料を提供するものと考えられる。
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1-5 システムダイナミクス法による建材の

ライフサイクルアナリシスに関する研究

豊橋技術科学大学工学部

助教授 松本 博
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1.本研究の背景と目的

近年、有限な資源・エネルギーの有効利用や地球環境への影響を考慮した工業製品のプロ

ダクト・ライフサイクル・アセスメント (PLCA)が提案され、欧米を中心として、徐々に

浸透 ・進展してきている。 一方で、建築・土木に関連した世界では必ずしも十分な広がりを

見せているとは言えない状況にある。今日の産業廃棄物の多くは建築の廃棄物であり、また

日本における全消費エネルギーに占める民生用のエネルギーの割合は、ここ数年急激に増加

している。加えて、新しい素材の開発、加工技術の進歩により、住宅を含む建物において安

価で施工しやすしかっ大量供給が可能な素材・ 建材の選択は、今まで人類が経験したこと

のない深刻な大気や室内空気の複合汚染を生じさせる原因になっている。 21世紀にむけて、

地球環境や室内環境の悪化という負の遺産の処理を子孫に託すべきでないというのは異論の

ない大方の意見であろう。従って、建物を構成する部材の原料採取から廃棄、 再生産に至る

プロセス、すなわちライフサイクル (LC)の中で、エネルギー、コスト、環境負荷などを含

めたトータルな分析手法と評価法を確立し、環境への負荷の少ない持続可能な建材のあり方

を問い直す必要がある。

本研究は、 PLCAの考え方を一歩進めて、原料採取から生産、流通、消費、廃棄という従

来のLCに再生産のプロセスを加えたLCを対象とし、定量的分析・評価を行うためのシステ

ムダイナミクス (SD)法を用いた建材のライフサイクルインベントリー (LCI)手法を開発

することを目的とする。さらに、このシステムシミュレーションによりいくつかの代表的な

建材や住宅を含む建物のLCI分析のケーススタディを実行し、 LCAの視点から持続可能な建

材の評価を試みるものである。

2.研究の方法

研究方法としては， 主として以下の2つの方法による。

(1)住宅を構成する様々な部材のうち主要ないくつかの部材および住宅そのものの製造段階

(または建設段階)，運用段階，改修・修繕段階，廃棄・再生段階のライフサイクルにおける

エネルギーおよびC02排出量などのエネルギーおよび排出量原単位を求めるインベン トリー

分析手法を確立するための資料・文献調査を基にLCI分析のためのデータベースを作成する。

(2)次にそれらのLCIの長期予測と関連する種々のパラメーターの影響を分析することを目

的とした動的シミュレーシヨンを行うためのSDモデルに関わるシステム開発を行い，既存の

SDツールとの比較やケーススタディによりシステムの特性や問題点を明らかにする。

3.研究の計画と進捗状況

研究計画としては、先ず初年度は素材あるいは建材ごとにLCI分析のためのエネルギー原

単位やC02等の排出量原単位を調査・整理し，建材や建築物のライフサイクルにおける関す

る資料を収集・整理してそれらのLCI分析のためのシステムモデルのプロトタイプを作成す

る。また，種々のSDツールのレヒ‘ユーを行うと共に， BASIC言語による新しいSDモデルの

提案と検証を行うこととした。膨大なデータ収集を行い， 一部はデータベース化したが，す

べてを整理するところまでは未だいっていない。今後し 2年のうちに整理の予定。既存の
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SDツールではHPS社のStellaが極めて高い性能をもち，本研究で開発予定の新しいSDモデ

ルの比較・検証用に使えることを確認した。

次年度は、それらを基にシステムダイナミクス手法を用いたシミュレーシヨンモデルを作

成し、建材のLCを考慮した建物の評価指標のひとつであるLCCやLCC02などの既存のLCI

モデルとの比較・検討を詳細に行う。さらに、このシステムモデルを用いて素材の種類や加

工・処理技術の違い、あるいは環境への関心など社会的な要因の変化によるコストやエネル

ギーの評価を試みる。

研究期間内で，木質系材料やコンクリートなどの素材や住宅のLCC，LCE， LCC02のケー

ススタディを行い，長期予測やパラメーターの特性等を明らかにした。当初の研究計画はほ

ぼ達成されたと考えているが， SDモデルのシステムの改良やモデルに含まれる社会的・経済

的要因などのパラメータ一等に今後の課題を残している。

4.今までに得られた成果

(1)建材のLCI分析:コンクリートや木材製品などの建材のコスト，消費エネルギー原単位や

C02などの排出量原単位に関する資料の文献調査ならびにそれらのライフサイクルにおける

フローを整理し， SDモデルに組み込むためのデータベースを作成した。

(2) LCI算出のためのSDモデルの開発とその検証:建材および住宅を対象にライフサイクル

のリアルシステムのモデリングを行い， SDモデルのプロトタイプを作成した。ツールとし

てはBASIC言語による SDモデルを作成し，基本的な性能を既存のSDツールとの比較

により検証した。その結果，十分な性能を確認した。

(3) SD法による住宅のLCC，LCE， LCC02算定:住宅を対象にLCC，LCEおよびLCC02

の長期予測を試み，種々のパラメーターの特性を調べた。その結果，住宅の性能向上を目的

とした初期投資は15年前後で改修できること，廃棄物の回収や再生率の向上はLCEやLCC02

のLCAには大きな効果がないことが分かった。別の環境指標による評価が必要といえる。

5.これから期待される成果

今後期待される成果としては、建材のLCのシステムダイナミクスモデルとその解析手法の

精度，信頼性，汎用性の向上により，作成されたSDモデルのシステムシミュレーションによ

り，システム構造の分析や環境負荷の小さい持続可能な建材・建築の提案などへの実用的な

利用の展開が期待される。また，ここで提案したSDモデルは， Windowsベースの実行環境と

してフリーのランタイムモジュールが利用できるため，新規に実行環境ソフトの投資をする

必要がなく教育や研修現場での環境教育などでの利用も可能である。

6.残る問題点と対策

SD法自体は，棟々な分野で応用され，理論の体系化や予測結果の検証が進み，シミュレー

シヨン手法としての位置付けが徐々に確立されつつある。本研究でも， BASIC言語でSD法

の基本モジュールが記述でき，既存のSDツールによる結果とほぼ同等の予測結果が出ること

を確認した。しかしながら， 一番の問題点はリアルシステムのモデリングにあり，いかに実
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現象に近いモデルが構築できるかがSDモデルの良否を決定するといえる。

LCIについては，近年多くの材料の原単位が整備されてきて，その利用が進んでいる一方

で，依然としてデータが不足しており，またその精度が不明なものも多い。今回は，極めて

限られた材料についての積み上げ方式での原単位をケーススタディしたが，その検証と共に

さらに詳細な多くの材料の原単位の算定が残された課題として挙げられる。

7 .研究発表の実績及び予定

これまでに発表した関連論文は下記の通り。

(1)松本博，近藤亨志 :システムダイナミクス法による住宅のライフサイクルアセスメント

その 1 LCAのSDモデルとその応用，日本建築学会大会学術講演梗概集， 971・972，1999 

(2)近藤亨志，松本博:システムダイナミクス法による住宅のライフサイクルアセスメント

その 2住宅のライフサイクルインベントリーSDモデルのケーススタディ，日本建築学会大会

学術講演梗概集， 973・974，1999 

(3)松本博:システムダイナミクス法による住宅のLCA ー木材の炭素ストックのSDモ

デルー，空気調和・衛生工学会学術講演論文集， 233・237，1999 

(4) Hiroshi Matsumoto: System Dynamics Model for Life Cycle Assessment (LCA) of 

R(~sidential Buildings， Eroceedin2:s of Sixth International IBPSA Confer四lce<BS'991. 

1013-1018. 1999 

その他， SD法による建材単体(コンクリート，アルミ等)のLCI分析シミュレーションに

ついては，今年度の日本建築学会東海支部研究報告会に投稿，発表予定

8.実用化計画

本研究で開発したLCIのSDモデルは，システムの対象領域がやや狭いので、実用化を考える

場合，システム境界，特に社会・経済的要因を含む領域などをより広げたものにする必要が

ある。その点をクリアできれば，実務あるいは行政の場での利用が可能となるが，現段階で

はアカデミックな世界での研究レベルの向上あるいは教育用のツールとしての普及を目指し

た方向性が先ず優先されると考える。現実は，このような課題に取り組む研究者が少ない，

そのためにも，機会あるごとに学会等で研究成果の公表を行い，研究レベルの向上と関心を

もっ研究者を増やす努力をしていきたい。

最後に，財団法人トステム建材産業振興財団のご援助に対し，心より感謝申し上げます。
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既往の研究成果と準備状況:

これまで、広い意味で、の建築関連のLCAとしては、建物の評価のためのLCCや建築学会で

最近新しく提案されたLCC02があり、興味ある知見が得られている。 PLCAについては、欧

米で理論的な体系化がなされ、いくつかの工業製品について試算がなされている。また、シ

ステムダイナミクスについては、多くの複雑な社会・経済システムや都市システムのモデル

が提案され、未来予測やシステムの構造を分析する研究がなされている。システムダイナミ

クスは、複雑なシステムで非線型性、時間依存性があるものに対して有効な手法であり、建

材のLCAに対しては最適な手法の一つになるであろうと考える。本研究に関連した研究の準

備状況としては、本申請の共同研究者を中心とした愛知県三河地方の大学、行政、建設業関

係で構成される「健康に配慮した住環境システム研究会」を新規に組織化し、その研究の一

部として、住宅のLCAに関する調査を始めたところである。また、システムダイナミクス法

の住宅のLCAへの応用については、現在、本学修士課程の大学院生の研究テーマとして指導

中である。
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1-6 低コスト免震/制振木造戸建住宅に

関する研究

早稲田大学理工学部建築学科

教授 曽田五月也
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1 .はじめに

兵庫県南部地震においては膨大な数の住宅の損傷・倒壊により多数の死傷者を出したこと

より、木造戸建住宅への免震 A制振構法の採用の必要性が唱えられるようになり、既に幾

つかの提案、実施例もみられる。しかしながら、住宅の規模・形状に関係無く利用可能なよ

うに規格化された免震システムの普及は十分でない。

2 研究概要

2.1 免震建物モデル

本研究では、振り子式ベアリング支障と粘弾性ダンパーの塀用による低コスト免震システ

ムを考案し、下図 1""'3に示す小型模型を用いて、自由振動実験、振動台実験により有効性を

検討した。また、解析用のモデルを作成し、 実験結果と解析結果との対応も検討した。

ボールベアリング I375.0 

1-----900.0 
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図1 小型試験体全体図
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図2 振れ防止機構 図3 粘弾性ダンパー
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2.2 ベアリング転がり支承

建物重量によらず同ーの固有周期を与えることが出来る免震装置として、振り子の原理を

用いた凹球面を受け皿とするベアリング転がり支承を用いる。装置の周期は凹球面部分の

山率半径ρとベアリング、半径dこよって T= 2πj丘二三で与えられ、重量には依存しない。
v g 

2.3 張れ防止装置

建物の偏重による振れ振動を防止する為に図2に示す平行機構を利用した振れ防止装置を

取り付け、重心位置及び、影響を無視することが可能な免震装置を実現させる。

2.3 粘弾性ダンパー

免震層の変形を抑える為に、図2のように培状にアルミ板と粘弾性体とを積層構造として免震

層の変形に追従できるようにしたS/d=I，2，3cmの3種類の粘弾性タ。ンパーを免震層に付加し

た。粘弾性ダンパーの性能試験より、それぞれのダンパーの解析モデルを作成する。

2.4 実験方法

本試験体は固有周期を1.52秒と設計しており、その免震システムの上部に自由振動実験で

は、 重り として鉄板のみを載せ、振動台実験では一層の鉄骨フレームを組み上げて実験を行

った。鉄板および鉄骨フレームの設置場所を数通りに変化させて、偏心の影響を検討した。

2.5 解析の方法

地震動として1995年兵庫県南部地震神戸海洋気象台観測波南北成分(以下Kobe_NS)及び、

]910年インベリアルバレー地震エルセントロ観測波南北成分(以下EL_NS)の原波を用い、風

力は再現期間を1年として軒高最大風速15.4[m/sec]、地表組度区分町、受圧面積92.79[m2]、

高さ6.68[m]を想定し、継続時間163.84秒で位相特性の違うもの100波作成し使用した。 実験

結果と同様、 VEDの容量を増やすことで免震層の変形を抑えるが、それと引き換えに応答加

速度が増加することが確認できた。 VEDの容量を増やすことで応答変位を抑え、さらに応答

加速度も低減し効果的であることが確認できが。 S/d=696cmのVEDを付加することで、 VED

が無い時に比べ居住性ランクを上げていることが確認でき、免震層へのVEDの設置は強風時

の居住性向上に効果的であるとの結論を得た。

2.6 研究結果の要約

1 )摂れ防止装置を設置することにことで、偏心時の振れ振動を効果的に低減することがで

き、無偏心時とほぼ同様の免震効果を発揮することができる。

2 )免震層への適切な粘弾性ダンパーの設置は地震時には変位を低減し、強風時には変位、

加速度を共に低減させ居住性向仁に効果的である。

3 まとめ

申請者はその後も各種ダンパーの開発を進めており、摩擦ダンパ一、磁気粘性流体ダンパ

ーなど興味深い装置の有効性を確認した。今年度は、それら装置をも含めて、小型ながらも

実大の免震住宅につき地震応答観測、風応答観測を行う条件が整った。
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1-7 集合住宅型建物の層崩壊時における避難

空間確保のための研究

金沢工業大学

教授 高畠秀雄
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1995年 1月に発生した阪神大震災では多くの建物が崩壊した。中でも、層崩壊をした

建物では、ウオールガータ(壁梁)形式でない場合、居住空間が完全に圧迫されて、圧死

したケースが多く見られた。昭和 54年以前に建設された建物は、耐震性能が劣るいわゆ

る既存不適格建物であり、これに対する耐震補強は現在普及しつつあるが、集合住宅にあ

っては補強が仲々進んでいないのが現状である。

本研究の目的は、耐震性能が不足している集合住宅が、直下型地震の様な衝撃的過大地

震力を受けて何らかの層崩壊を生じた場合、 居住者の安全及び避難空間を一時的に確保す

る補強法を提示することにある。その方法は、集合住宅の各戸に設けられている木造の軽

微な構造である間仕切壁を、居住空間を損なうこと無しに、 平面的及び立面的にモノコッ

ク構造として、強靭な耐力を保持できるように補強する。これにより、 当該建物が層崩壊

をしても、最低限の安全な避難空間が確保できる。

第1に、間仕切壁に要求される構造耐力と力学的挙動を解明し、第2に、 実際の集合住

宅に適用可能なディテールを、居住性、リフォーム性の観点より幅広く検討した具体的提

案を行い、集合住宅の層崩壊時において居住者の避難空間を確保し、 第3に、設計の当初

から、防災対策を考慮、した居住空間の平面計画、立面計画が策定されるべき事を提言する。

以下に、研究実施事項を述べる。

① 兵庫県南部地震の集合住宅の層崩壊調査

直下型地震を受けた集合住宅建物が層崩壊を生じたときの崩壊形の実例を、兵庫県南部

地震の被害に関する各種資料から分析し、その実体を調査した。

② 層崩壊時に集合住宅の ー戸当たりに作用する荷重の算定

直下型地震を受けた建物が層崩壊を生じたとき、集合住宅の -住戸当たりに作用する鉛

直方向と水平方向の力(荷重)を算定する評価式を提示した。

水平方向の力は、新耐震設計法で標準勇断力係数C。が1.0の時の層努断力とした。 一方、

鉛直方向の力は建物の当該階以上の荷重つまり地震用荷重に衝撃係数を掛けた値とする。

この衝撃係数は、中低層の集合住宅に、水平動と上下動を持つ地震荷重を同時に作用さ

せた動的応答解析結果から算定した。この動的解析は地震による構造物の崩壊現象を追求
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できる汎用衝撃解析ソフトを用いて計算した。

その結果、直下型地震を受けた建物が層崩壊を生じたときに、 集合住宅の一住戸当たり

に作用する力(荷重)を、構造種別、崩壊形、地盤等を考慮して、パラメトリックな数値

計算より求めた。概ね、 上下方向については重力加速度を、水平動にはlGを考慮すれば

良いことが得られた。

主主 ~ 
S5400) S5400) 

o. D.ll . D.oI・
H.・3剖叫Z加。叫.010.0.01

CSS4伺}也M4t。

o.・.<1x・.01'

H.O島‘.0.>>1.0刷 IxD.副

G.L. 

t.5・ ー.ω

図1 建物モデル

兵庫県南部地震では、 1階が駐車等のスペースに利用されたピロティ形式の集合住宅が

顕著な被害を生じている。1階の層崩壊が足払いの様に生じたとき、 上階部分が1階の上

に鎮座するパンケーキ破壊を生じる。図 1に示す鉄骨造7階建てラーメンに、図 2の様な

神戸海洋気象台NS波が作用した時、建物が生じる変形図の時刻歴応答を図3に示す。変

形図はMSC.PATRANを用い、変形状態を分かり易くするため拡張してある。
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" sec 3鉛 C2鈴 C1飽 Co sec 

9 sec 8 sec 7舵 C6飽 C6 sec 

14鈴 C13 sec 12 sec 11 sec 10 sec 

19 sec 18鴎 C

建物の変形時刻歴(1階柱の断面欠損なし)
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図4は1階の柱が何らかの損傷を生じやすくするため、いま、 1階の外柱および内柱共

に、 1階柱の曲げ剛性が 1階柱脚部分で 50%弱くした場合、入力地震波の速度が6秒前後

から 2次変形モードを示して、 1階外柱の破断と同時に 1階部分が完全に層崩壊を生じて、

上階が 1階部分に鎮座している。兵庫県南部地震では多くの建物に、この崩壊ケースが見

られた。

o sec 1 sec 2鴎 C 3 eec 4 sec 

5 sec 6 sec 7 sec 8 sec 9 sec 

10 sec 11 sec 12 sec 13 sec 14 sec 

15 sec 16 sec 17 sec 18 sec 19自白

ド14 建物の変形時刻歴(1階柱全柱脚部の断面2次モーメントが 50%欠損)

ー方、 1階部分における柱の欠陥が外側柱1本の場合、図5に示す様に、建物は転倒し、

上述した 1階部分の層崩壊よりも大きな被害を生じる。これに反し、 1階部分における柱
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の欠陥が中柱のみの場合、図6に示す様に、建物は 1階中柱の崩壊により、各階の床面は大

きく傾斜するが、図5に示す被害よりも軽微である。 1階柱の崩壊により柱は階の支持能

力を喪失して第2種構造要素になるが、同じ第2種構造要素でも、外柱と内柱では、建物

被害においては大きな違いがある。

Osec 1 sec 2 sec 3 sec 4 sec 

5 sec 6 sec 7 sec 8~c 9 sec 

10 sec 11 sec 12鴎 C 13 eec 14飽 C

15 sec 16槌 C 17 sec 18 sec 19 sec 

図5 建物の変形時刻歴(1階左外柱柱脚部の断面2次モーメントが75%欠損)
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o sec 1飴 C 2以担C 3 sec 4 sec 

5 sec 6 sec 7sec 8sec 9 sec 

10 sec 11 sec 12民C 13鎚 C 14鉛 C

15 sec 16 sec 17舵 C 18 sec 19 sec 

図6 建物の変形時刻歴(1階内柱柱脚部の断面2次モーメントが75%欠損)

本計算例では、張間方向を検討するため、内柱が 1本で構成される建物の崩壊について

検討したが、桁行方向に多くの柱がある建物に付いて検討していないので、 一般的な事項

まで言及できないが、外柱の崩壊は避けるべきであることは少なくとも言える。高速コン

ビュータの導入により、多張間ラーメンについての崩壊を数値計算中であり、崩壊に伴う

入力エネルギの急激な時刻歴変化と建物の崩壊との関係が明確となった。
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以上の計算例で示した様に、実際に地震被害で生じた建物の崩壊損傷は数値シュミレー

ションでほぼ完全に把握できることが明らかとなった

③ 避難空間の位置、個数の決定指針の提示

実際に建設されている集合住宅の間取りをパターン化し、建物の層崩壊時において、避

難空間を確保する平面的な位置及び個数について検討した結果、廊下をシェルター化する

ことが一番合理的であり、経済的にも可能であることが判明した。

④ 避難空間確保のための垂直支持材の選定

避難空間を確保するためのシェルターを鋼構造のフレーム付き薄肉構造とし、ユニット

化したシェルターの衝撃耐荷性能を、高速コンビュータを用いた衝撃解析から検証した。

シェルターに避難した人が圧死しないために必要な空間が確保されるまでの構造強度を計

算した。

文、最近の集合住宅は、各戸の面積も増加の傾向にあるが、特に居間を中心とした大き

な空間が導入される傾向にある。また、廊下を展小にして部屋の連続形態として動線を確

保する形態も見られる。このようなプランに対しては、間仕切り壁を有効に活用して、擬

似的な廊下の空間を設定したシェルターを考えることにした。

⑤ 主直支援材の力学的性状の解明と耐力簡易評価式の提案

避難空間を確保する垂直支持材が、層崩壊時に生じた上階及び下階の変形に対して、安

全にその機能を保持出来るかを、有限要素法及び衝突破壊理論による数値実験から検証す

る。垂直支持材の保有耐力、崩壊形状、靭性等の力学的性状を明らかにし、その耐力評価

が簡易に行える評価式を検討する。

⑥ 居室空間に対する個別耐震評価法の提案

集合住宅の各戸の居住環境から評価した、現状及び改修後の耐震評価が出来る評価法と

システムを検討した。

⑦ 居住性及びリフォーム性を考慮した垂直支援材の提案

居住性、施工性、リフォーム性を考慮して、垂直支持材のパーツ化と補強法を具体的に

+食言すした。
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上記の研究成果は学術的な成果は学術論文として発表し、先駆的な技術の開発事項につい

ては特許その他として発表するため、目下整理段階である。
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1-8 調湿建材の調湿性評価法に関する研究

建材試験センター中央試験所

副所長 勝野 奉幸
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1.研究の目的

最近の住宅建築においては、快適性や健康性が重要視されてきている。一方では、高気

密化することによる室内空気の汚染やかび・ダ、ニの繁殖等によるアレルギー疾患の問題が

クローズアップされている。この対応にはいろいろあるが、建築工法的に湿気を制御し、

良好な湿度状態に維持するとし、う材料の吸放湿性能を利用した調湿建材の活用が注目され

ているところである。しかし、このような吸放湿性を持つ調湿建材については、評価方法

に定まったものがなく、測定方法もまちまちである。また、調湿建材の建物への使用に当

たっての調湿建材をどの程度使用すればどのような効果があるかといった設計指針的なも

のもないのが現状である。

そこで、本研究は調湿建材の評価法として、調湿性能(吸放湿性能)を的確に評価する

項目とその測定方法の検討を行い、将来の設計指針への応用を視野に入れた評価方法の確

立を目的とする。

1.研究の概要

建材の吸放湿は、通常、雰囲気の湿度変化と温度変化の両者によって起こる。現実には、

湿度と温度が共に変化し、それに伴って材料の吸放湿が生じる。しかし、材料の物性値的

な性能として、調湿建材の吸放湿をとらえようとすると、湿度変化に対するものと温度変

化に対するものとを分けて考える方が便利であり、また、理にかなっているともいえる。

このため、本研究では、湿気(湿度)に関する性能と温度に関する性能との 2つの性能に

大きく分けて検討を行った。特に湿気に関しては、これまでの既存の研究も含めた検討を

行い、より的確な評価項目及び評価法の確立を目指した。

また、将来的な設計指針への適用を考慮し、最近とみに発展している熱湿気同時移動方

程式による空間の温湿度シミュレーションにも適応しうる測定項目の検討を行った。

以上の検討をふまえ、本研究では、

( 1 ) 湿度ステップ法

( 2 ) 密閉箱法

の2つの方法について検討を加え、さらに測定方法を規格化することにより、調湿建材の

吸放湿に関する標準的な測定方法を提案した。
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3.湿度ステップ法

3. 1 測定項目及び方法の検討

調湿建材の吸放湿性を定量的に評価するために、現在測定可能な様々な測定項目につい

て検討を行った。検討を行った測定法あるいは項目を表一lに示す。

これらのうち、 (4)透湿係数はすでに ]IS化されている。また、 (3)平衡含水率はすで

に建材試験センタ一規格として制定されており ISOにもある。このため、この 2つは今回

の検討項目からは除外した。

規格案に盛り込む測定法及び項目は、表-1のような経緯で取捨選択した。

以上の検討の結果、ステップ応答法及びステップ繰り返し法の 2項目を調湿建材の吸放

湿性評価のための測定法として採用した。

3. 2 測定方法の検討

3. 1で絞り込んだ測定方法について、種々検討を加えた。

3. 2. 1 ステップ応答法

材料の吸放湿性を定量的に評価するために、我々がこれまで行い、また、様々な機関で

行われてきた方法である。この方法は湿度のステップ変化に対する材料の吸放湿応答を測

定する方法で、材料の吸放湿性を評価するためには欠かせない方法といえる。測定装置は、

図ーlに示すように、主として試料の重量を測定するための天秤と、試料を曝露する雰囲

気を保つ恒温恒湿槽である。従って、様々な種類の装置の組み合わせが考えられるが、こ

こでは、 3つの例を挙げている。ステップ応答法の概要を表-2に示す。

( 1 )吸放湿時間の影響

まず問題となるのは、吸湿時間及び放湿時間である。通常の生活サイクルを考えると、

12時間吸湿、 12時間放湿の 24時間周期が妥当という考えも根強し、が、測定の容易さから

は24時間吸湿、 24時開放湿の 48時間周期がょいという考えもある。また、さらに短時間

で、との考えもあるが、短時間で行う場合、吸放湿が遅い材料(応答の遅い材料)の測定

では、材料の特性をうまく評価できないおそれがあり、従って、少なくとも 12時間以上の

吸放湿時間は必要である。同一材料を、 24時間周期及び 48時間周期で測定した結果を図

-2に示す。図-2に示すように、当然吸放湿量の差はあるが両者は同じプロフィールで吸

放湿を行っており、両者で性能の差はないといえる。このため、規格では、飽和塩類を用

いた測定の場合の測定の簡便さから 48時間周期での測定を採用した。

( 2)試料寸法及び装置の違いによる影響

試料の大きさによる影響を見るために、同一材料で寸法の異なる試料をそれぞれ異なる

装置で測定した。測定に用いた装置は、図-1のa及びbである。測定結果を図-3及び図

-4に示す。これらの図を見る限り、寸法による差、装置による差は見られない。ただし、

試料寸法が小さくなると、相対的に重量測定のばらつきが大きくなる。従って、規格では

300 x 300mrnの寸法を採用した。
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( 3 )湿度条件

調湿建材の吸放湿性能はそれぞれの平衡含水率曲線によって決まるといってもよいが、

そのため、表-2のように、湿度のステップ変化の条件を低湿域、中湿域、高湿域に分け、

例えば低湿度の雰囲気で性能を発揮するとか、高湿度の状態に強いといった、材料の特徴

あるいは使用条件に合わせた評価が可能となるようにした。

規格では、測定時の雰囲気は、図-1に示すように機械式の恒温槽あるいは飽和塩水溶

液、または相対湿度発生装置を用いて制御できるようにした。そのため、相対湿度の値が

ラウンド‘ナンバーになっておらず、ステップ幅にもややぱらつきがある。

(4 )測定例

吸放湿性の評価項目としては、当然の事ながら、吸湿量と放湿量、また吸湿量と放湿量

との差という量に関する評価と、吸湿あるいは放湿にどのくらい時間がかかるか、すなわ

ち材料の湿気に対する応答性を表す吸放湿勾配という評価の2つの評価が考えられる。こ

の他に湿気浸透率も考えられるが、材料によって適用できるものとそうでないものがある

ため、評価項目としては割愛した。

吸放湿勾配は、次式から求めた。

Gn= (mn-mn-l) / A t ••••••••.... (1) 

ここに、 Gn : n時点における吸放湿勾配 (g/( m2・h))

mn n時点における試料の質量計算値 (g)

ムt :時間分割 (lh)

ステップ応答法による測定例を図-5-----図-9に、吸放湿勾配の測定例を図-10に示す。

3. 2. 2 ステップ繰り返し法

材料を調湿建材として用いる場合、吸放湿に対する耐久性が問題となる。すなわち、最

初は非常に性能が良くても、吸放湿を繰り返すうちに材料が水分を蓄積していき、その結

果吸放湿性が低下するおそれがある。

このため、ステップ応答を繰り返して行うことにより材料の吸放湿性に対する耐久性を

評価することとした。測定法の概要を表-3に示す。

規格では、 3サイクル 6日間としたが、これは、測定上の一つの目安とも言うべきもの

である。 3サイクルでは短すぎるという議論も当然あるが、実際の測定を考えると 6日間

程度が妥当であろうということであり、必要があればサイクル数を増やすことも考えなく

てはならない。

また、ステップ応答法とは測定前の試料養生条件を変え、 3サイクルで、もある程度周期

的定常状態が得られるように、高湿度条件と低湿度条件との平均湿度で養生を行うことと
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しfこ。

5サイクル行った測定例を図-11に示す。この例では、 3サイクルでほぼ定常状態にな

っている。

評価項目としてはステップ応答法と同様、 3サイクル目の吸湿量、放湿量及び吸湿量と

放湿量との差とし、特に吸放湿量の差に注目し、ステップ応答法と比較して劣化の状況を

評価することとした。

ステップ繰り返し法による測定例を図-12'"'"図ー15に示す。図-14、図-15では3サイ

クルで、は定常状態になっていない。これは、試料の養生が十分でなかったことも一因であ

る。ただし、吸湿量と放湿量の差は、 1サイクル目も 3サイクル目も余り変化が無く、材

料自体に蓄えられる量はほとんどない。

3. 2. 3 表面湿気伝達抵抗の設定

材料の吸放湿性は、材料自体の性能もさることながら表面の湿気伝達率により大きく左

右される。このため、同じ条件で各材料の性能を比較するためには、表面の湿気伝達抵抗

を同一に設定することが非常に重要となる。このため、吸放湿性の測定に先立ち、試料表

面の湿気伝達抵抗の設定を行った。

表面湿気伝達抵抗は表面での気流条件で決まる。従って、湿気伝達抵抗を決めることは

すなわち表面での気流条件を決めることでもある。

通常、機械式恒温槽を使う場合でも、また飽和塩水溶液を用いたデシケータを使う場合

も槽内の湿度分布を均一にするためには、槽内を撹枠する必要がある。ただ、機械式恒温

槽を用いる場合、逆に槽内の気流が強すぎ、湿量測定に支障をきたすために風防が必要と

なる。いずれにしても、表面湿気伝達抵抗は、表面の気流状態で決まるため、表面の気流

を制御することにより、表面湿気伝達抵抗を一定の値に合わせ込むことが必要である。

湿気伝達抵抗の設定には図-16に示すような校正試料を用いるが、これは大津の方法 1)

を元にしている。この 2つの校正試料から次式により表面湿気伝達抵抗を求める。

Ro=2R1-R2 ・・・・・(2 ) 

ここに、 Ro:表面湿気伝達抵抗

R1 : 1枚標準の湿気貫流抵抗

R2 : 2枚標準の湿気貫流抵抗

(単位はいずれも m剖gohom2/g)

図-16のような形にすることによりカ ップ内の湿気伝達抵抗は無視できる。校正試料とし

てはケント紙を用いている。ケント紙といっても様々なものがあると考えられるが、特に

規格のようなものは存在しない。しかし(2)式から分かるように、ケント紙の透湿抵抗
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はキャンセルされるため、同じケント紙を 2枚用意すれば、その種類や材質は問わない。

従って、ケント紙ではなくても、透湿抵抗が O.lmmHg.h.m2/g程度のものであれば、それを

校正試料としてもよい。

校正試料(ケント紙)による表面湿気伝達抵抗測定結果を図ー17及び表-4に示す。
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表-1 測定項目の検討

測定方法 測定項目 検討内容

吸湿量

(1)湿度のステップ変 放湿量 0材料の吸放湿性を測定するために必要不可
化に対する応答 蓄湿量 欠な方法

(ステップ応答) 湿気浸透率 0量だけでなく時間に関する評価も可能

吸放湿勾配

(2 )材料表面薄層に 湿気コンダクタンス
規格化するにはさらに検討が必要

おける吸放湿係数 試料薄層内の湿気容量

(3 )平衡含水率 平衡含水率曲線 JSTM、ISO(Draft)に規格イじされている

(4 )透湿係数 湿気伝導率 JISで規格化されている

吸湿量 0材料の耐久性を評価するために必要
(5 )ステップ応答の

繰り返し
放湿量 0特に蓄湿量が問題

蓄湿量
0サイクル数は検討が必要

L ー

表-2 ステップ応答法の概要

吸湿過程(ステップ1) 放湿過程(ステップ2)
湿度条件 養生

湿度 時間 湿度 時間

低湿域 33 53 24 33 24 

中湿域 53 75 24 53 24 

高湿域 75 93 24 75 24 

表-3 ステップ繰り返し法の概要

吸湿過程(ステップ1) 放湿過程(ステップ2)

湿度条件 養生 繰り返し回 繰り返し回
湿度 時間

数
湿度 時間

数

低温域 43 53 24 3 33 24 3 

中湿域 69 75 24 3 53 24 3 

高湿域 85 93 24 3 75 24 3 

表-4 表面湿気伝達率

項目 装置

デシケ タ標準試料枚数
機械式恒温恒湿槽

(飽和塩水溶液)n 

1 0.204 0.186 

0.309 0.268 
湿気貫流抵抗 r-

2 
(m2・h・mmHg/g)

4 0.435 

表面湿気伝達抵抗 (m2・h・mmHg/g) 0.099 0.102 
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4.密閉箱法

一般的に用いられる建築材料は、ほとんどが多孔質であり、湿度の変化だけではなく温

度変化によっても湿気を吸収したり放出したりする。特に調湿建材にとっては、温度変化

に伴う吸放湿性能も重要な性能である。このため、温度変化に対する吸放湿性能を評価す

るための方法を検討した。

試験体とそれが置かれる空間に、湿度変化を与えずに温度変化のみを与えるために、こ

れまで用いられてきた方法として密閉箱法がある。これは、吸放湿や湿気の透過がない密

閉容器を制作し、その中に試験体を設置し、箱の周囲の雰閤気温度を変化させることによ

り密閉箱内に温度変化を間接的に与え、そのときの箱内の絶対湿度変化を測定して温度変

化に対する湿度変化(吸放湿量)を求めるものである。

4. 1 測定方法の概要

測定は、吸放湿及び湿気透過の無い密閉箱(金属製を原則とする)を用い、その中に吸

放湿面以外は断湿及び断熱した試験体を設置し、密閉箱に蓋をし箱内を密閉状態にする。

このとき、密閉箱内には温湿度センサーを設置しておく。この密閉箱を恒温槽内に設置し、

恒温槽内の温度を変化させることにより、密閉箱内の温度を間接的に変化させる。密閉箱

内の温湿度測定結果から、絶対湿度を求め、次式から温度変化 1'C当たりの吸放質量を求

める。

m4 = (L I v -v m I ) / (L I e -e m I ) 、、‘ノつd，，『‘、

M=m4' (V /A) -・ (4)

ここに、 m4 試料の調湿率 (g/m
3 .OC) 

M:試料の調湿性能 (g/m2 • 'C) 

v 密閉箱内時刻別容積絶対湿度 (g/m3)

vm:密閉箱内の lサイクルの平均容積絶対湿度 (g/m3) 

e :密閉箱内時刻別温度('C)
em:密閉箱内の lサイクルの平均温度('C)

V:試料体積を差し引し、た密閉箱容積 (=0.027m3) 

A:吸放湿面積 (=0.0625m2) 

4. 2 装置の検討

装置に関する検討項目として、以下の項目について検討を行った。

( 1 ) 寸法

密閉箱法において、これまで、寸法による性能の違いが報告されている。当然試験体の

寸法と箱内空間容積との関係で、吸放湿性能に差がでてくると考えられる。このため、常



に同ーの条件での測定が可能となるように、試験体の寸法と、装置の寸法を決めておく必

要がある。

装置の寸法は、測定の簡便さから、通常一般的に用いられている恒温槽に入る寸法とし

て300X300X400nunとした。

( 2 ) 密閉箱の仕様

密閉箱の材質は、原則的には、箱自体を断湿できれば何でも良いが、最も確実なものと

して金属、しかもさびにくい金属ということでステンレス製とした。

密閉箱内の温度を直接制御するのではなく、周囲の温度を変えて、間接的に箱内の温度

を変えるため、箱の熱容量及び断熱性能によって箱内温度の変化に差がでるおそれがある。

このため、密閉箱の仕様を細かい部分まで決めることとした。また、蓋を気密に取り付け

ることができるようにするため、蓋を留めるボルトの数もかなり増やした。この結果、図

18に示す仕様の箱とし、ステンレスの厚さも 2nunとした。

また、密閉箱内は気密であるため、温度変化に伴って内部の圧力も変化すると考えられ

るが、 10'"'-'200C程度の温度変化による圧力変化は無視できる。

4. 3 試験体の検討

( 1 ) 寸法

試験体の寸法は、密閉箱容積 (Vm3) と吸放湿面積 (Am2) との関係から 250nunX2

5 0 nunとした。

( 2 ) 断湿及び断熱

試験体は、原則として製品を用いるためそれぞれ厚さが異なる。このため、図 19に示す

ように断熱材も含めた厚さを規定し、常に密閉箱内の容積が等しくなるようにした。また、

試験体の吸放湿面以外は、アルミテープ等により断湿し、断熱材の吸放湿の影響がないよ

うに断熱材は全面を断湿する事とした。

4. 4 装置の校正

密閉箱といっても、試験体以外からの湿気の影響を完全になくすことは、非常に困難で

ある。このため、あらかじめ装置の特性として、試験体がないブランクの状態で温度変化

を与えた場合の箱内の湿度変化を測定し、実際の測定値を校正する必要がある。

この校正値をmoとすると、 (3)式で、求めたm4から真の調湿率mは、次式のようになる。

ロ1=ロ14-mO -・・・・ (5 ) 

従って、 (4)式は次式のように書き換えられる。

M=m・(V/A) -・ (4) 
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プランクの状態での校正結果を図 20.-.....図25に示す。このうち、図 20'"'-'図22は断熱材をガ

ムテープでシールしたもの、図 23.-.....図 25はさらにアルミ箔で2重にシールしたものであ

る。 2重にシールすると明らかにmoは小さくなっているが、 0にはならない。つまり、密

閉箱が何らかの形で、湿気の影響を受けているといえる。これは、容器表面での吸脱着や、

容器内部の圧力変化等が考えられる。いずれにしてもこれらの影響を0にする事はできな

いが、ブランクでの校正が正確であれば、測定も精度良くできる。

4. 5 測定例

密閉箱法による測定例を図 26'"'-'図 31に示す。図 26'"'-'図28はケイ酸カル、ンウム系調湿材

(厚さ 5mm)、図 29""'-図31はゼオライト系タイル(厚さ 30mm)である。
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5. まとめ

(1)評価法としての試験方法を確立

最近、健康性という面から期待されている調湿建材のもつ吸放湿性について、実用的な評

価法を確立した。今まで統一された評価法がなかっただけに、材料の評価が一つの基準的

な方法で評価できるので、性能の良否が判断できる。このため、市販されている材料をは

じめ開発品についても調湿性能の判定が可能となるので、多方面において今後の活用が期

待される。

(2)課題と対策

しかし、調湿建材は内装材として使われることが多いが、用途によっては全く効果がな

いことや逆効果になるなど様々な問題も抱えているのも事実である。これは材料製作側に

説明不足の点もあるし、設計あるいは施工側にも全く知識を持ち合わせていなかったり、

誤解があることに起因する場合もある。そのためには、先ず、調湿建材を世の中に認知さ

せるために、メーカー側が業界団体として調湿性能をはじめとする調湿建材の情報を的確

に知らしめる啓蒙的、宣伝的な活動が重要である。

一方、調湿建材には設計指針というものが明確になっていないという状況にある。ある

調湿性能を持った材料をどのくらい使用すれば室の湿度をどのくらい緩和できるかという

ような問題である。吸放湿の評価にはシミュレーションにより数値計算で行うことも可能

であるが、これを実際上設計に生かすことはなかなか困難である。そこで、より簡便で実

用性のある設計指針なるものも要望されているところである。

このため、今後は評価法の延長として、評価で得られた物性値を用いて設計指針を検討

することを次の課題として考えている。

(3)今後の予定

今回検討しまとめた評価法は、今年度(12年度)のJIS原案作成に応募しており、この度

日本規格協会からに認められたところであるので、さらに検討して国家規格として耐得る

ものにする所存である。
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①本研究の背景と目的

震災から都市と建築を守るための取り組みが、免震、耐震などはじめとして多くの観点か

ら精力的に行われている。先の阪神淡路大震災の教訓からも、特に21世紀の住宅建築のあり

方を考える際、その安全性をいかにして確保するかが急務となっている。建材は、実使用環

境下において種々の応力を受けながら、その構造をなす。通常、部材の破壊応力に対しある

安全率を設定し、その安全率に従って構造へ配置される。従って、住宅建材の歪みを検知す

ることは、部材の安全を確保するのに非常に重要な手法となり得る。特に、部材に加わった

最大歪みを知ることは、その損傷状況を推測する上で大きな情報をもたらす。

通常の歪み測定は、ゲージ法により行われる。ゲージ法は、精密な部材の歪み測定には有

効であるが、部材に加わった歪み及び最大歪みを検知するためには、その測定を連続的に行

わなければならないため、ゲージを住宅建材全てに配置し、かつそれら全てを連続測定する

のはコスト面で大きな限界がある。我々は、最近、汎用の導電性ポリマーコーティングが、

優れたピエゾ抵抗特性(応力に対する電気抵抗変化特性)を示すことを見出した。この材料

は、絶縁性のエポキシ樹脂と針状導電性フィラーという市販の原料から容易に作製できる上、

意匠の観点、からは顔料の選択により適当な着色ができる、接着性、耐候性に優れるなどの実

用面からの多くの利点を有している。

一方、機能的には次のような歪みゲージを超える特性が得られることが分かった。基板上

に導電性ポリマーコーティングを施した材料に負荷除荷の繰り返し荷重印可試験を行い、同

時に部材表面の電気抵抗を精密テスターで測定した。 歪みの増大と共に表面の導電性コーテ

イングの電気抵抗は大きく増大した。 一方、応力を完全に取り払った際、抵抗は元の初期抵

抗値には戻らず、歪みー電気抵抗変化関係はヒステリシス特性を示した。この時、除荷時(歪

み0)における残留電気抵抗値は、部材が過去に受けた最大歪みに依存した。この結果は、

ゼロ歪みの状態において、部材表面のコーテイングの電気抵抗測定により過去に受けた最大

歪みが検知できることを示している。

部材表面の導電性コーテイングは、部材が過去に受けた最大歪みを記憶する機能を有して

いる。この電気抵抗は、汎用のテスターで十分測定可能であり、歪みゲージによる測定より

簡便である。また、この手法は、既に完成された部材の表面に、コーティングするという方

法を用いているため、セラミックス(コンクリートなど)、プラスチックスなど多くの住宅建

材の種類を問わず適用が可能である。また、また、このコーテイングは、静電気防止効果、

電磁波遮蔽効果も有しているため、静電気による火災、電磁波による建築内部の各種機器の

誤動作を防ぐ上でも実用性は高い。

本助成による報告書では、上記歪み一抵抗特性並びに、残留歪みおよび歪み抵抗変化に及

ぼす、雰囲気湿度の影響について報告する。さらに、近年有機高分子中の自由体積の評価法

として確立されてきた陽電子消滅寿命測定法によるエポキシ及び溶剤添加エポキシの自由体

積の評価から、複合厚膜の吸湿特性に与えるマトリックス高分子の自由体積及び残留溶剤の

影響についての考察を行った結果について報告する。
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@泡ゆ研究方法、成果

1 .一定雰囲気下での歪み一抵抗特性

複合導電性ポリマー(厚さ約10μm)は、ビスフェノールAタイプエポキシ樹脂(Epikote828)、

ジアミン系硬化剤(B・002W、共に油化シェルエポキシ製)、針状導電性フイラー(Sn02(Sb)-

coatedTi02、FT-3000、石原産業製)、溶剤からなるコーティング液を調製し、スピンコーテ

イング法によりセラミックス表面に塗布、熱硬化させ作製した。被破壌検知材として、 ZrOz、

(2Y)スライドガラスを用いた。 三点曲げ試験機にて、 一定温湿度の条件下で荷重を負除荷し

た際の荷重、 一変位、歪み量と同時に、表面抵抗変化を直流二端子法により測定した。また、

測定後の試験片について、微細組織を走査型電子顕微鏡(SEM)及び透過型電子顕微鏡(TEM)

によって観察を行い、抵抗変化挙動と微細組織変化の相関について検討した。

Fig.lに塗膜表面抵抗のフィラ一体積率依存性について示す。フィラー添加量約6.0vol%付

近で急激な電気抵抗の低下が生じ、フィラーのパーコレーションによる導電性(lO.5vol%でー

106 Q/口)を示した。 Fig.2にスライドガラス上に8.3，10.5， 12.8vol%ーフィラー添加膜を形成し

た試験片の、 三点曲げ試験における歪みに対する塗膜表面抵抗を測定した結果を示す。歪み

量の増大とともに電気抵抗が増大し、また、フィラー濃度が低いものほど、大きな抵抗変化

が生 じることがわかった。 Fig.3に、スライドガラス上に8.3vol%フィラー添加膜を形成した

試験片についての負除荷繰り返し試験時の歪みに対する電気抵抗変化と荷重の関係を示す。

歪みに伴う電気抵抗増大に加えて、除荷後も、 歪みの増大とともに大きくなる残留電気抵抗

が観測された。このような特性は、 Fig.2に見られたように、複合ボリマーが導電性を示す範

囲において、フイラー濃度が低いものほど顕著であった。この残留抵抗を測定することによ

り、セラミックスが過去に受けた最大歪みの推定及び損傷検知が可能であると考えられる。

実用材料への展開として、セラミックスZr02(2Y)板状焼結体(3x 3 x 15mm3)を用いて同様な損

傷検知特性の評価を行った。 Fig.4にZr02(2Y)上に10.5vol%ーフィラー添加膜を形成した試験

片の、歪みに対する塗膜電気抵抗変化の関係を示す。変形量の増大とともに大きな電気抵抗

の増大が認められた。しかし、歪みの増大に対する抵抗変化率はスライドガラスの場合に比

べるとやや小さい。 SEM観察により、 ZrOz(2Y)上に形成した膜の膜厚が、約20μmで、あるこ

とが認められており、膜厚の増加が、 歪みに対する抵抗変化率の減少の原因であると考えら

れる。破断面のSSEM観察では、ポリマー膜ーセラミックス界面の良好な固着状態及び、フ

ィラーのマトリックスからのプルアウト現象が確認された。また、試験片を繰り返し負荷除

荷した後、非破壊のままSEMにより塗膜表面を観察した。その結果、電気抵抗増大の原因と

予想された導電性フィラーの破壊や幾何学的な配置の変化は観察されなかった。破断面の

TEM像からは、プルアウトしたフィラー表面部に約10nmの厚みを持つポリマー相が確認され、

フイラーーポリマー界面における剥離などを伴う微視的破壊が生じる可能性は低いことが明

らかとなった。よって、現在見られている応力場での抵抗変化及び徐荷後に残留抵抗が生じ

る原因は、応力場におけるポリマーマトリックスの微視的変形により導電性フイラ一間の接

触状態が変化するためと考えられる。



2.雰囲気とくに環境依存性

複合導電性高分子厚膜(厚さ約10μm)は、エポキシ樹脂(Epikote828)、硬化剤(EpomateB-

002W)(共に油化シェルェボキシ製)、針状導電性フイラー(Sn02(Sb)庁i02、FT-3000、石原産業

製)、溶剤からなるコーティング液を作製し、スピンコーティング法により基板表面に塗布、

熱硬化させて作製した。 三点曲げ試験機にて、各湿度条件下において荷重を負除荷した際の

塗膜表面抵抗変化を直流ニ端子法により測定した。エポキシ硬化体および作製時間量の1，4ー

ジオキサンを添加した硬化体に加え、熱処理により残存溶剤を減少させた硬化体の室温にお

ける21Na陽電子源(9.3xI05Bq)を用いたファスト・フアスト同時計数装置による陽電子消滅寿

命測定から得られた減衰曲線を非線形最小自乗法により解析することにより、各試料の平均

自由体積サイズを求めた。また、試料のTG-DTA. DSC. TMAによる熱分析も併せて行った。

室温における塗膜表面抵抗は、フィラー添加量約6.0vol%寸近で、急激な減少を示し、それ

以上の組成でパーコレーシヨンによる導電性('"106 Q /口)を示した。 Fig.5に、各相対湿度に

おける、ガラス上に10.5-vd%フイラー添加厚膜を形成した試験片の歪みと電気抵抗変化の関

係を示す。測定された歪み領域において、約30%rh以上の湿度雰囲気下で、は歪みの増大とと

もに電気抵抗が増大した(PSCR特性)。加えて、高湿度になるにつれ歪みに対する電気抵抗増

大は大きくなった。 一方、 30%rh以下の湿度雰囲気では、歪みの増加につれて電気抵抗が減

少した(NSCR特性)。これらの挙動は、種々の湿度雰囲気において厚膜が応力に感応する際、

機械応力及びマトリックス高分子への水の拡散による環境応力に誘発される抵抗増大及び減

少成分が競争的に作用した緒果、出現したものと考えられる。陽電子消滅寿命測定よって、

エポキシへの溶剤添加がその自由体積に与える影響を調べたところ、残留する溶剤はエポキ

シの可塑剤として作用し、また、その残留量の増大に伴い室温におけるエポキシの平均自由

体積サイズが増大することがわかった。現在のところ、 Fig.5に見られる著しい湿度の影響は、

そのひとつの原因として、エポキシマトリックスの可塑化に伴う微小構造の変化が影響して

いることが推測される。

3 .歪み検知メカニズム

以上の結果を基に、引っ張り歪み印加時の電気抵抗増加、零歪みに戻したときの最大歪み

に対応した残留抵抗、湿度依存性を以下のように説明した。

まず、試料となるガラス、セラミックスには曲げ応力を与えたが、導電性フィラー充填エ

ポキシマトリックス複合膜は曲げ応力印加時の引っ張り面に塗布しているため、複合膜には

引っ張り歪みが導入されたものとして取り扱った。

成膜時においては、導電性フィラ一同士が接触し、導電パスのネットワークを形成してい

るため、膜全体としての導電性を有している。引っ張り歪みを与えた場合、歪みに応じて、

フィラーの接触が失われる部分が増加し、全体としての導電性が低下していくものと考えら

れる。

この複合膜を塗布した基板から荷重を取り除いても、残留歪みは認められず、ほぼ完全な

弾性体として機能していることがわかった。このとき荷重を取り除いたときにフィラーが完

全にもとの配列に復したならば、残留抵抗は残らないはずである。従って、今回の場合、フ

イーラー配置の再配列が生じているものと考えられる。

-121-



成膜時においては、フィラーは溶液状態の樹脂中にあり、熟成およひゅ冷却過程においては

収縮するために、硬化以降フィラーはマトリックスから強い圧縮応力を受ける。これは供用

時においても残留しており、引っ張り応力印加時にフィラーの接触が失われた際、接触部分

周辺で圧縮残留応力を解放しようとする。このため接触が失なわれた部分にマトリックスが

侵入し、基板の歪みが零となっても、フィーラーは完全には元の状態には戻らないと考える

ことができる。

歪みに対する抵抗変化率の湿度依存性も同様に考えることができる。まず、膜が受ける真

応力は、外部からの力によるものと内部残留応力の和と仮定することができる。また、内部

残留応力は、外界の水分により解放される傾向にある。

全く水分の影響を考えなくてよい場合、試料に引っ張り応力を増加させていった場合、最

初、残留の圧縮応力を解放する方向に働き、フィラーが受ける応力が零となったあと、引っ

張りに転じその値が大きくなっていく。フィラーの配列はそれが受ける応力が零のときもっ

とも安定で、フィーラー/マトリックス体積比に対して最も高い導電率をとる(電気抵抗値

が最も小さくなる)。このため、フィーラーが受ける応力の絶対値に比例して抵抗値が大きく

なり、圧縮ー>零ー>引っ張りと応力が加わった場合は、抵抗減少ー>最小一>増加と変化

する。

以上を低湿度、高湿度の場合に当てはめると、低湿度の場合は、フィラーには圧縮応力が

残留しており、引っ張り応力を印加していくと、フィラーの圧縮応力が減少することになる

ため、電気抵抗値は減少していく。高湿度の場合は、フィラーには既に引っ張り応力が残留

している状態にあり、外部引っ張り応力により、フィラーに加わる応力が大きくなるため、

電気抵抗値も増加していく。

@@これから期待される成果、問題点と対策

これまでの研究から、導電性フィーラー/高分子マトリックス複合体薄膜は、 一定湿度条

件下では、歪みに対応した抵抗変化を示し、また、外力を取り去った後も、過去の最大応力

に対応した残留抵抗を示す。このため、供用中の応力モニタリングや力を受けていない時点

での損傷の推定への利用が期待される。問題点として、

1.湿度の影響を受けるため、防護フィルムを上面ひ塗布するなどの対策が必要である。

2 .数回のサイクルでは、過去の最大歪みに対応した残留応力となるが、最大応力付加の繰

り返しを増した時、残留応力が増加する可能性がある。この抵抗増加と、損傷の程度の

関係を明らかにする必要がある。

⑦研究発表の実績および予定

平成 11年度建材研究会(柳田博明会長)研究交流会にて話題提供。

⑧実用化計画

現在、湿度の影響を受けない防護フィルムの探索を行つでいる。また、硬化したあとフラ

ーにかかる応力が安定するような複合体作製法を検討している。これらをガラス、セラミッ

クスなどの基板を用いて動作を確認し、コンクリート、石膏ボードなどの建築材料への適用

を試行した後、実用化を目指している。
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屋外酷暑放射環境を緩和するパッシブクーリングレンガの開発
九州大学萩島理

1.緒言

本研究では、塩化物の含浸により高性能の吸放湿性を有する室内調湿建材を製作する手法[2]を街路舗装材

料としてのレンガに適用することで、放射環境を含め高温化しつつある街路空間のパッシブ的な熱環境調整

手法を提案することが目的である。

足永らは、レンガそのものの組成に工夫を加えることで従来のレンガに比較して空隙率の大きな保水性建

材を開発しており[3]、通常の赤レンガに比較して 4倍近い含水比 (28.4wflo)を得たとしている。また、赤

川らは舗装材料と不織布などからなる構成により、毛細管現象を利用して舗装材表面のぬれを保持するシス

テムを提案している[4]。

以上の既往研究では、いずれもほぼ同様の開発目的のもと、如何に舗装材料のぬれ率、換言すれば、所謂、

蒸発比を向上させ、保持するかに開発主眼が置かれ、逆にその委細手法に各々の特長があると云えるだろう。

本研究開発では、含浸させた塩化物の水和反応に伴う水分吸脱着により格段に保水性を向上させうること

が、既往の方法と異なる点であり、最大の特徴である。

2.基本特性

塩化物の含浸がレンガの保水性能吸放湿性に及ぼす影響を明らかにするため恒温恒湿槽内で吸放湿実験

を行った。

2・1含浸レンガ製作手順

実験に用いた基盤材料は既製品の赤レンガ(外形寸法210*100*60mm)と[3]で紹介されている高空隙率を

有するセラミックレンガ(外形寸法145恥145叫5mm)の2種、含浸薬剤は塩化マグ、ネシウム (MgC12・6H2u)， 

塩化カルシウム (CaCI2・2H2u)，塩化ナトリウム (NaCl)の3種である。

基盤材料であるレンガは絶乾後、絶乾重量，絶乾比重量を測定し、 JIS A 5430に準じて24時間ti量を

求めておく。その後、再び絶乾させ、この吸水量をもとに設定水準の薬剤含浸量となるよう調整された各薬

剤水溶液に24時間含浸させることで試験体を製作する。塩化物を含浸させた各誤験体の絶乾重量、絶乾比重

量、飽水重量、吸水率、薬剤含浸量を表 lに示す。

24実験手順

含浸させたレンガを恒温恒湿槽内に静置し、 JI順l慎慎次、温度ステツプ変位 (ωSTEP目1• 2幻1.5→2幻7.80C/lロ2.8凶〈匂cg)， 
絶対湿度ステツプ変位(侶STEP2. 2幻7

2引1.2凶〈叫g)，温度ステップ変位 (STEP4・27.8→33.40C/21.2g1kg)を付与し、各20枚の試験体の重量変化単位

応J答を測定する。重量変化の測定はステップ変化後、 24時間までは数時間間隔、その後は24時間間隔で手

動計測を行う。

STEPlから STEP4までの温度，絶対湿度のステップ励振終了後、レンガへの塩化物含浸の耐候性を観るた
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め、各基盤種ごと半数の試験体については、レンガの底面及び側面の5面をシリコンでシールし、約4ヶ月

問屋外において暴露を行う。その後、再び恒温恒湿槽内で温度，絶対湿度のステップ励振による重量変化単

位応答の測定を行う。なお、屋外暴露では各試験体は完全に露天の状態で風雨に曝し続けた。

23重量変化単イ部芯答

実験結果の一例として、セラミックレンガの試験体番号 1，3，5(それぞれC・No.1，C羽0.3，C-No.5)及び試験

体番号7，9(それぞれC羽0.7，C-No.9)について、屋外暴露前の吸放湿実験S1EPl，S1EP2における重量変化

単位応答を図 1，2に示す。吸放湿過程とも無含浸に比較して含浸レンガは格段の重量変化量を示しているこ

とがわかる。薬剤種類についてみると、塩化ナトリウムを含浸させた場合には大きな時間遅れが観察された。

24含浸量とが.いとの関係

文献[2]に倣って保水性レンガの性能指標として、単位体積当りの単位絶対湿度変化に対する吸放湿量ピ

[kglm3(glkg)]及び単位体積当りの単位温度変化に対する吸放湿量ν[kglm30C]による評価を試みる。 κ'，

v'の算出に当つては、各実験時系列データに対する指数多項近似式(図 1，2中に示してある)の極限値を重

量変化定常値と仮定した。暴露前の結果を図3に示す。図中の2本の直線はほぼ同条件で温湿度励振付与し

たケイ酸カルシウム板に塩化マグネシウム(実線)，塩化カルシウム C破線jを含浸させた場合[2]の結果を

示している。文献[2]では、含浸量と κ'，v'との間lこ5齢、正の相闘が認められ、調湿能力は含浸量により加減

随意である、と報告しているが、本結果を見る限り、各プロットは実続破線の下方にばらついて散布してい

る。ケイ酸カルシウム板は、微細な空隙に富む、きわめてポーラスな材料であり、含浸の基盤材料としては

最良の性質を具備していたのに対し、レンガは含浸とのマッチングが適当でないことによるものと考えられ

る。

26暴露前後のが.v ' 

図4は暴露前後のκ'，vの関係をを赤レンガ，セラミックレンガごとに示したものである。空隙率が大きい

セラミックレンガでより性能劣化が激しく、就中、断湿なしの場合についてみると、暴露後のκ'，v'は暴露

前のそれの数パーセントとなることがわかった。このことから、常に風雨に曝される過酷な条件下では、含

浸により向上した高保水性を恒久的に保持することは困難であると考えられる。

3.海水含浸の可能性

廉価な含浸方法として海水の利用が考えられる。レンガはその製造工程上必ず焼成を経るから、焼成直後

に海水に浸け置くことで塩化物を含浸させることが出来る。実験には博多湾で採取した海水を用い、 2章と

同様の手順で含浸，恒温恒湿槽内での吸放湿実験を行った。なお、海水の塩化物濃度は 2.3wflloで、あった。各

試験体の絶乾重量、絶乾比重量、飽水重量、吸水率、薬剤含浸量を表2に示す。単位体積当たりの含浸量は

赤レンガでほぼ 3kglm3，セラミックレンガで7kglm3と小さし恒であるが、これは塩化物水溶液の濃度により

決まるから、含浸量を増やしたければ海水の塩化物濃度を予め上げておく工夫が必要になる。



図5はセラミックレンガ各試験体(それぞれC・No.ll，C・No.l2，C・No.13)のSTEPlから SE1EP4における

重量変化単位応答である。なお、 STEPlから SE百，P4の温湿度変位条件は2章と同様である。 STEPlでは含

浸あり，なしの差が不明瞭であるが、より高温高湿側の条件である STEP3，SETEP4では両者の差異は明らかで

ある。このことから、海水を用いた含浸方法でも、ある程度の高保水性が期待出来ることがわかる。

4.レンガの表面温度特性

塩化物を含浸させたレンガでは、蒸発が生じレンガ内の水分が大気側へ放出される際には、蒸発潜熱だけ

でなく水和熱や溶解熱など化学変化に伴う熱的影響が予想される。そこで、人工気候室および恒温恒湿槽内

で種々の条件で蒸発を生じさせ、その際のレンガ表面温度の変動特性を把握した。試験体はすべてセラミッ

クレンガを用い、無含浸および塩化マグ、ネシウム含浸塩化ナトリウム含浸(両水準に用いた試験体延べ 20

枚の平均含浸量 59.1kg'm3) の3種について測定を行った。結果の一例として、図6およひ潤7を示す。

図6は恒温恒湿槽内で槽内空気に2章で述べたSTEPlと同じ温度ステップ変位を付与した際の表面温度時

変動である。含浸レンガはいずれも無含浸に比較して過渡的に表面温度が低くなっていることがわかる。

図7は25"C，55%出の人工気候室内でレンガ底面に面状発索ゆによる熱入力を定常的に与え、ステップ状に

表面に散水スラックス (6リットノレ1m2) を付与した際のレンガ表面温度の推移である。塩化ナトリウム含浸

レンガでは無含浸レンガより低い表面温度過渡応答を見せているが、塩化マグ、ネシウム含浸レンガで、は逆に

無含浸レンガの方が低温となっている。多量の散水により部分的に空隙内では塩化物が水に溶解する現象が

生じ、蒸発潜熱と溶解熱・1の大小関係により、斯様の結果になったものと考えられる。

以上の結果より、塩化物を含浸させたレンガでは、過分の散水など一部の条件では、無含浸レンガよりも

表面温度が高く推移する場合があり、適用に際しては細心の注意を要する。

5.結言

塩化物を含浸させることで高性能の吸放湿性を発揮する高保水性パッシブクーリングレンガを開発し、実

験的検討により以下の諸点を明らかにした。(1 )塩化物含浸により、吸放湿性能は著しく向上する。ただし、

基盤材料としてのレンガは、よりポーラスなケイ酸カルシウム板に比較してやや劣るものであった。

(2)風雨に暴露される環境では含浸した塩化物の流出は不可避である。ただし、側面，底面のシーノレにより

ある程度劣化を遅らせることが出来る。

(3 )海水を塩化物のソースとして利用することが可能である。

(4)一部の塩化物では暴露条件によっては、蒸発冷却効果よりも融解熱の影響が有意となる場合があり、

適用上の注意が必要である。

以上の諾項から、実際的適用の可能性を述べるなら、例えば斯様になろうか。すなわち、塩化物の原料と

しては塩化ナトリウムを主組成とする海水を用いる。付加的コスト，付加的工程を限りなくゼロとするため、

レンガ焼成後に海水に浸すことだけで、含浸レンガを製造する。使用に伴う性能劣化は、元々付加コストを

かけていない故、避け得ぬものと考える。
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〔注記〕

*1この場合、塩化ナトリウムの溶解熱が殆ど無視し得るのに対して、塩化マグ‘ネシウムの溶解熱は 159kJ/mol

である。また、水和熱の影響も蒸発冷却の効果を減殺する向きに作用する。すなわち、正味蒸発する水分量

に依存する蒸発冷却熱は、一部の塩化物の溶解発熱と水和熱の影響により減じられて、その残余分か表面温

度を下げる効果を発揮するものと考えられる。
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表1 各獄験体諸データ

セラミツヲレンカ 体積[m
A
3]O.∞099 赤レンカ 体積[m

A
3]O.∞126 

鼠験体番号 般定水準 |絶[k乾g/比m軍A3量1 飽水[g量]量 宮凶水量 含IYHK]率 [k含gノ浸ポ量3] I絶乾M重量|絶[k乾g/比が宜3量] 飽水[g重J量 含[氷g]量 含[水首]率 [k含E〆浸m量‘3] 
No. 1 

無無含含j隻;受/1斬
1613 1629.3 1934 321 16.6 2595 2059目5 2779 184 6.6 

No. 2 1625 1641.4 1932 307 15.9 2611 2072.2 2785 174 6.2 
No. 3 C8CI2・50 1595 1611.1 1906 311 16.3 62.16 2583 2050.0 2763 180 6.5 71.17 
No. 4 CaCI2・50/断 1581 1597.0 1903 322 16.9 62.33 2587 2053.2 2767 180 6.5 70.57 
No. 5 CaCI2・100 1635 1651.5 1937 302 15.6 116.80 2599 2062.7 2779 180 6.5 100.71 
No. 6 CaCI2・100/1斬 1562 1577.8 1873 311 16.6 125.57 2578 2046.0 2761 183 6.6 91.02 
No. 7 MgCI2・50 1615 1631.3 1919 304 15.日 43.15 2609 2070.6 2777 168 6.0 42.21 
No. 8 MgCI2・50/断 1621 1637.4 1930 309 16.0 46.18 2596 2060.3 2768 172 6.2 52目07
No. 9 NaCI'50 1599 1615.2 1907 308 16.2 52.42 2568 2038.1 2743 175 6.4 35.44 
No.10 NaCI.50/断 1645 1661.6 1953 308 15.8 51.67 2554 2027.0 2733 179 6.5 36.84 

標平準偏均差
1609.1 1625.4 1919.4 310.3 16.2 2588.0 2054.0 2765.5 177.5 6.4 
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表 2 海水含浸レンガ各獄験体諾デー

セうミヲウレンr 体積[m
A

3]O. 00099 赤レンカ' 体積[m
A

3]0.00126 
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設定水準
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ト11 ハイブリッドコレクターによる住宅負荷

への太陽エネルギーの有効利用

名古屋市立大学芸術工学部

生活環境デザイン学科

助手 吉永美香





① 本研究の背景と目的

近年、エネルギー問題、地球温暖化や環境汚染問題は年々深刻になっており、従来の石油や

ガスなどの化石燃料に代わる再生可能エネルギーの開発が期待されている。再生可能エネルギ

ーには風力エネルギーや地熱エネルギ一等があるが、もっとも身近で利用が容易なものの一つ

が太陽エネルギーである。このエネルギー源は、クリーンで、且つ広範囲で恒久的に享受できる

という大きなメリットを持つが、エクセルギー的に低いエネルギーであるために、熱源は負荷

の近傍に設置することが望ましく民生部門、特に戸建住宅での冷暖房 ・給湯負荷への導入が最

適であると考えられる。

1973年の第 2次オイルショック以降、平板型水式集熱器は全国で、普及 し、今日では太陽光

発電システムや空気式集熱器を利用した暖房システムも実用化しつつあるが、太陽光熱ハイブ

リッドコレクタの利用システムについてはまだ広く知られておらず、我が国における利用可能

性についても十分には把握されていない。

一方、実用化されつつある太陽エネルギ一利用システムにおいても、その設計手法は経験則

によっているといっても過言ではない。ほんの十数年前にスーパーコンビュータでなくては計

算不可能だったシステムの動的シミュレーションが、現在ではコンビュータの性能向上、価格

の低下により、パーソナルコンビュータで容易に検討できるようになった。この道具をシステ

ムの最適設計のために、ぜひ生かして行かなければならない。太陽エネルギ一利用の進んだ米

国では、コンビュータシミュレーションによる設計は主流であり、例えば TRNSYSという太

陽エネルギ一利用システム用動的シミュレーションプログラムが WisconsinUniversityの

Solar Energy laboratoryから市販されている。尤も、 TRNSYSでも現実に存在する全システ

ムをシミュレートするだけの機器モデルは用意されておらず、研究者や専門家による一般ユー

ザーのためのベース作りが期待されている段階である。

以上の背景を踏まえ、本研究で、は太陽光熱ノ¥イブリ ッドコレクタの実用化を 目的とし、その

性能特性を把握するための屋外実測実験の実施、TRNSYSを用い住宅負荷と連係した動的シミ

ュレーションを可能とするためのハイブリッドコレクタモデルの開発(実測結果を用いた精度

の確立を含む)を行った。

②研究の方法

②・1実測実験の実施

名古屋市立大学芸術工学部管理棟屋上(愛知県名古屋市千種区)において、市販の結晶系太
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陽電池モジュールの裏に空気層を設けた空気集熱式光熱ノ¥イブリッドコレクタの実験設備を制

作し、入口 ・出口空気温度、外気温度、外気風速、集熱風量、発電量(電圧 ・電流)、日射量を

1分間隔で測定した。1999年夏期の実験においては、太陽電池の負荷として電子負荷装置(横

河電機製)を設置し、 40Vの定負荷で発電量の測定を行った。しかし、現実のソーラーシステ

ムではピークトラッカーを用い、最大発電量を得ることが多いことと、この設備では配線が長

く電線の電圧降下が高いという 2点から、 1999年"'2000年冬期の実験では英弘精機製の太陽

電池出力測定装置 I-Vcheckerに変更してシステムの改善を図った。夏期実験は、 1999年 8

"'9月に、冬期実験は 1999年 12月"'2000年 1月

にそれぞれ実施した。

②-2ハイブリッドコレクタ計算モデルの開発

結晶系太陽電池は、セル温度の上昇により発電効率が低下することが知られている。そこで、

まずこの発電性能を正確に再現するために、太陽電池温度と日射強度のみを与条件とする太陽

電池のモデルを理論式を基に構築し、J1Sに基づく屋内試験結果との整合を図った。次にハイ

ブリッドコレクタのモデ、ル化だ、が、 トータルシステムの動的シミュレーションに利用するため

には、必要以上に詳細なモデ‘ルで、計算に膨大な時間を掛けることは不適切である。従って、簡

略化できる部分と性能への影響が大きく無視できないファクターとを、実験結果を参考に見極

めつつ、モデルに変更を加えていった。ここで、計算モデルは TRNSYSに導入することを前

提にしているため、 FORTRAN90で作成した。

③ 研究の計画と進捗状況

当初申請時の予定では、ハイブリッドコレクタ実験設備の整備を春期に完了し、春期 ・夏期

の実測実験を行う予定であったが、発電量計測関係の設備が不調であったため、実際に実験が

開始されたのは先に延べた通り、 8月であった。従って春期と夏期の実験予定を夏期と冬期に

変更したが、これは我が国の気象条件に特徴的なデータを得ることができ、結果として良好で

あったと考えられる。一方計算モデルの構築は当初の計画どおり、 8月から開始して翌 2月ま

で十分な検討を行うことができた。

④ 今までに得られた成果

④ー1夏期実測実験
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図 1 ハイブリッドコレクタ実験システム概要

上記のシステムを用いて、 1999年 8"'9

月の期間に、実質約 1ヶ月の夏期実測実験

を行った。

表 1に示すように 8/13-8/24は集熱風量

を 40m3/hに、 8/25-917は集熱風量を

20m3/hに、また 9/9-9/25は集熱風量を

60m3/hに設定し風量の変化が発電効率に

及ぼす影響を見た。その結果図 3に示すよ

うに風量の影響はほとんど確認できず、風

量の増加が太陽電池を冷却し効率が向上す

るというハイブリッドコレクタの 1つの目

的は、本実験では否定された。図4は、 8/25

の6:00から 18:00までのコレクタ面の全天

日射量及び発電量、またこれらから計算し

た発電効率(=発電量-:-(単位面積日射量×

太陽電池モジュール面積))の変動を示して

いる。これより、発電効率は午前と午後に

2つの山を描くことが分かる。早朝と夕刻
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図2 ノ¥イブリッドコレクタ詳細

表 1 夏期実測実験の結果

日射受光量 ~J発/1電2h.盆杉~J集/1勲2h量杉 発電%効lf!集需品効E事kJ/12h.枚 百

8/13 14569 1360 2064 9.3覧 14.2% 

8/14 15480 1563 1420 10.1覧 9.2首

8/15 9030 1013 531 11.2% 5.9覧

8/16 10075 1045 734 10.4覧 7.3覧

8/17 23003 2102 2298 9.1首 10.0覧

8/18 24748 2175 2570 8.8覧 10.4弛

8/19 14253 1394 1088 9.8弘 7.6覧

8/20 14522 1502 1270 10.3覧 8.7首

8/21 8503 895 492 10.5首 5.8百

8/24 10439 1094 890 10.5覧 8.5覧

8/25 29953 2748 1851 9.2% 6.2首

8/26 20596 1929 1534 9.4覧 7.4首

8/27 16294 1491 1314 9.1% 8.1% 

8/28 17781 1687 1216 9.5首 6.8覧

8/29 29930 2734 1742 9.1% 5.8覧

8/30 27168 221~ 2191 8.2首 8.1% 

8/31 22372 1980 1289 8.9% 5.8% 

9/1 21316 1772 1547 8.3也 7.3覧

9/2 24959 2234 1813 9.0首 7.3覧

9/3 15588 1592 1000 10.2首 6.4覧

9/4 8072 901 300 11.2覧 3.7覧

9/5 20829 1983 1651 9.5% 7.9% 

9/6 12292 1304 549 10.6百 4.5覧

9/7 5083 564 280 11.1覧 5.5% 

9/9 27716 2502 4108 9.0% 14.8% 

9/10 16625 1630 2272 9.8也 13.7首

9/11 15295 1439 1469 9.4% 9.6覧

9/12 19602 1828 3070 9.3% 15.7百

9/13 7105 759 326 10.7覧 4.6首

9/14 4547 494 12 10.9首 0.3首

9/25 26078 2345 4066 9.0首 15.6弛

9/26 16161 1714 1569 10.6覧 9.7% 



の効率低下は、直達日射の入射角度が大きいためで(面に垂直な入射を O。とする)、これは太

陽電池パネル上のガラス面での反射が大きく、実質太陽電池にまで達する日射量が少なくなる

ことを意味する。また日中 9:00から 14:00頃の効率低下は、外気温度の上昇と日射量の増大に

よって太陽電池温度が上昇したことに起因すると予想された。(図 5) 

12弘
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④-2冬期実測実験

冬期は先に延べた通り、発電量

の測定設備が多少変更した。大き

な変更点はピーク トラッカー機能

が追加され、最大発電量が測定さ

れるようになった点であるが、計

測システム全体としては図 1と同

様である。冬期実験では、集熱空

気流量は 40m3/hで測定期間中一

定とした。ここで、日射と風速の

影響を確認するために、表2のう

ち日射量2400kJ/m2h以上の日と

平均風速 2m/s未満の日を個別に

取り出 した結果が図 6と図 7であ

る。図6より日射が十分な日は風

速が大きくなるにつれ、集熱効率

は低下し、発電効率が向上するこ

とがわかった。

表2 冬期実測結果 1999/12/22"-'2000/ 1131 

日射量 集熱量 発電量 外気温セル温 風速 集熱効率 発電効率

kJ/m2h kJ/h kJ/h 。c 。c m/s 
12/22 2587.1 336.0 330.2 5.9 34.4 3.3 11.3% 11.1首

12/23 2596.0 343.0 328.3 6.7 36.1 3.2 11.5% 11.0% 

12/24 2430.9 382.6 296.9 8.0 43.2 1.3 13.7% 10.6% 

12/25 1858.3 200.9 240.2 8.9 28.3 3.3 9.4百 11.2% 

12/26 2493.3 286.0 318.4 7.5 31.8 4.5 10.0首 11.1% 

12/27 2562.0 345.6 317.3 8.2 38.6 2.8 11.7% 10.8% 

12/28 2427.4 381.6 297.0 8.0 41.8 1.5 13.7首 10.6% 

12/29 1535.9 238.2 196.0 9.5 30.2 2.1 13.5% 11.1唱

12/30 2136.2 308.0 264.5 10.6 37.8 23 12.5% 10.8% 

12/31 2503.0 346.5 307.6 10.7 40.1 2.6 12.0% 10.7% 

1/1 2434.4 285.7 308.3 9.8 33.3 4.4 10.2首 11.0百

1/2 838.1 122.3 111.8 7.4 22.1 1.2 12.7首 11.6百

1/3 1526.6 208.9 191.0 11.4 30.7 2.9 11.9首 10.9% 

1/4 2406.9 287.2 302.5 10.5 34.8 3.9 10.4百 10.9唱

1/5 1959.4 287.7 245.0 8.7 34.7 1.9 12.8首 10.9% 

1/6 207.1 10.5 27.6 9.7 14.2 1.3 4.4百 11.6首

1/7 1483.3 139.1 196.2 12.8 272 4.3 8.2百 11.5% 

1/12 399.5 39.2 55.9 7.5 15.1 1.2 8.5% 12.2百

1/15 2714.4 331.3 343.1 10.4 38.3 3.8 10.6% 11.0百

1/16 518.5 64.1 71.3 8.1 17.9 1.1 10.7% 12.0% 

1/17 2218.2 324.2 278.4 10.6 38.4 2.2 12.7% 10.9% 

1/18 2748.6 326.8 348.2 10.1 38.0 3.7 10.3首 11.0% 

1/19 2722.8 453.9 329.1 8.3 47.2 1.3 14.5% 

1/20 2214.9 224.5 292.0 5.3 24.3 5.3 8.8% 11.5首

1/21 2424.0 245.5 325.7 1.9 22.9 5.3 8.8唱 11.7% 

1/22 2645.8 371.3 335.4 4.4 36.4 2.6 12.2% 11.0% 

1/27 2867.8 336.4 365.4 4.0 32.2 4.7 10.2% 11.1% 

1/28 2840.6 380.9 358.7 5.2 36.5 3.2 11.7首 11.0% 

1/29 2738.7 450.1 333.3 6.6 44.6 1.5 14.3% 10.6% 

1/30 640.5 75.1 88.6 5.5 15.9 1.5 102首 12.0% 

1/31 1918.4 194.9 255.0 5.6 24.0 4.4 8.8% 11.6% 
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図7 日射量 2400kJ/m2h以上のときの

風速に対する集熱/発動効率

図6 日射量 2400kJ/m2h以上のときの

風速に対する太陽電池セル温度
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図7 日射量 2400kJ/m2h以上のときの

風速に対する太陽電池セル温度

また図 7より発電効率の向上は風速が大きくなることで外気側の対流熱伝達が大きくなり、セ

ル温度が低下することによると確認できた。図8より、風速が小さいときには日射量が大きい

ほど集熱効率は高く発電効率が低下することがわかった。また図 9より、発電効率の低下はセ

ル温度が日射量にほぼ比例して高くなることに起因していると考えられた。

ここで、外気温度は 5"'-10
0

Cで、測定期間中大きな変化はなかった。以上より冬期のハイブ

リッドコレクタの性能には、外気風速の影響を加味することが不可欠であると結論づけること

ができる。

④-3シミュレーションモデル

まず太陽電池セル部分のみのモデルを構築し、日射強度及び太陽電池セル温度による発電性

能の再現を行った。太陽電池の出力特性は等価回路とみなすことで次式の通り表現できる。

p=!v 

( V+IR~ i V+IR向
1 =IL -ID -Ish =IL -Iolexpーでよ::..s-1 J _.  n ---S 

¥ U / I¥sh 

(1) 

(2) 

ただし(2)式の右辺第三項 IshはRshが非常に大きいことから無視できるとする。

IL =1LIftaref+μI ，sc~Tc -Tc，ref) 
Gr，ref、、，

(3) 
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古=[寺川な[1一平II
e(=切叫(一等)

a~nl' 一 μV，ocTc，r，宅f -voc，rザ+c.Ns
rり μl，sc九，ref-3 

IL，rザ

十一ぞ)ーらp+九c
Imp 

ILニIsc

(4) 

(5) 

(6) 

(7) 

(8) 

μI，sc及びμV，ocはそれぞれ太陽電池セル温度が 10C上昇した場合の IscとVocの変化率で

あり、モジュールのカタログ値から決定した。 (1)"'-'(8)式より、日射及び温度を変化させて計算

した結果を図 8"'-'9に示す。これらの結果は太陽電池セル屋内'性能試験の結果と極めてよく 一

致しており、本モデルで太陽電池の出力を十分な精度で再現できることを確認した。

4 
GT=1000w/m2 

内

d

[孟

。，ι
リ
宇

C
也
」
」
コ

O

。
o 10 20 30 40 50 60 

voltage [V] 

図8 太陽電池の温度依存特性

Tc=25C 

1000w/m2 

3 

三
+EJ 2 
L」-

コ。

1同 m2

。
。10 20 30 40 50 60 

voltage [V] 

図 9 太陽電池の照度依存特性

図 10にハイブリッドコレクタモデ‘ルのエネルギー収支を示す。ここで、太陽電池セルと太

陽電池裏面の集熱空気層におけるエネルギー収支は(9)"'-'(11)式のように表すことができる。
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Gr(mμc = Ur (Tc一九)+UM(Tc-Tca)+Pmp (9) 

UM(Tc -Tca)=UB(Tca -Ta)+QαCaPaヤω -T叫 i)
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(l1b) 

(l1c) 

(12a) 

(12b) 

実測試験の結果よりハイブリッドコレクタの性能に対する風速の影響が大きいことが分かっ

たため、外気側の熱伝達率 houtは一定値

とせず、 (12a)式のように表すこととした。

実測試験で得られた風速はコレクタより

6m程度高い位置で得られたデータである

ことを考慮、し、 (12a)式の係数は実験結果よ

り試行錯誤的に決定した。集熱空気層側の

熱伝達率 hinは平板型集熱器で使用される

(12b)式を用いた。

強化ガラス 3勧m

太陽電池セル 1"，"
PVF/AI/PVF 111111 
集開高空気膚 14伽冊

断需品材 5伽聞
鉄~ 2mm 

UB('τ'ca:Ta) 

図10 ハイブリッドコレクタのエネルギー収支

対象としたハイブリッドコレクタは集熱媒体が空気であることから熱容量の影響は無視でき

ると仮定し、定常計算とした。また内部での相互幅射の影響も無視できるとした。さらに、直

達日射の入射角度による(τα)への影響も考慮した。ここで、流れ直角方向に集熱空気及びセ

ル温度は一様で、集熱器側面は十分に断熱されているとし、流れ方向に 10分割して計算時間間

隔 1分として計算した。 日射強度が十分で安定しており、外気風速が小さい 12/24の毎分実

測値(コレクタ単位面積日射量、外気温度、風速(以上図 11)、入口空気温度、集熱風量) を与

条件とした計算結果を図 12"'-'13に示す。熱容量を考慮、していないため、計算値は風速に伴い

変動しているが、セル温度・出口空気温度ともに実測値とよく 一致している。9:00"'-'15:00の集

熱量の平均は実測が 110.7W、計算が 115.5Wで、誤差は+4%であった。また平均発電量は実
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測が 82.6W、計算が 79.0Wで、誤差は・4%であった。

その他の風速が異なる日のデータを基に した幾つかのケーススタディ より、集熱・発電量ともに

実測値に対し 5%以内の誤差に収まっており、本モデルはハイブリッ ドコレクタの性能を十分

再現できるこ とを確認した。

900 18 

図 11 800 16E 
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④-4ハイブリッドコレクタの有効性に関する検討

1999年 12月 24日のハイブリッドコレクタの計算結果と、同じ気象条件下での太陽電池パ

ネルの計算結果との比較によって、本ハイブリッドコレクタの有用性を検討する。太陽電池パ

ネノレのa性能は(1 )式に示したモデ、ルで、計算したが、その際、表面ガラスの透過率等は、ハイブ

リッドコレクタの場合と同様の補正を行った。またここでは、パネルの裏面は外気に接してい

るとし、表面熱伝達率は(12a)式で計算した。この結果、 9:00""'15:00のセルの平均温度を比較

すると、太陽電池パネルは 42.70C、ハイブリッドコレクタは 43.90Cとわずかに太陽電池パネル

の方が低くなった。発電量に関してもセルの温度差によって太陽電池パネルが 79.6W、ハイブ

リッドコレクタが 79.0Wと太陽電池パネルがやはりわずかではあるが多くなっている。しかし

差はごく微小で、あり、発電性能の差はほとんどないと言える。つまりハイブリッドコレクタは

発電効率を低下させることなく、さらに付加価値としての集熱を行うことができると言える。

そこで仮にこの集熱空気を熱源としてヒートポンプエアコンを利用し暖房運転する場合の性

能を静的にではあるが検討した。ハイブリッドコレクタの熱出口空気温度は 9:00""'15:00の平

均で 23.60Cであり、この空気を熱源として運転した場合のヒートポンプエアコンの COPは定

格の1.17倍となる。(日本冷凍空調工業会の定める運転特性より)一方、太陽電池パネルで、は

外気熱源(9:00""'15:00の平均外気温度 8.1
0

C)となり、 COPは定格の1.02倍となり、ハイブリ

ッドコレクタの集熱量は有効に活用できることがわかる。
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[記号]

AC コレクタ一面積[m2]= 1.15 
a 補正係数日

Ca 空気の比熱[Wh/(kgK)]= 0.281 
GT コレクタ一面日射量[W/m2]
hin 集熱空気側対流熱伝達率[W/(m2K)](12b)式で定義
hout 外気側対流熱伝達率[W/(m2K)] (12a)式で、定義
1 太陽電池発電電流[A]
ID 太陽電池を等価回路とみなした時の整流器を流れる電流[A]

IL 太陽電池を等価回路とみなした時の光起電流[A]
Imp 最適動作電流[A](Imp，ref= 3.29) 
10 太陽電池を等価回路とみなした時の整流器逆方向飽和電流[A]

Isc 短絡電流[A](Isc，ref = 3.52) 
Ish 太陽電池を等価回路とみなした時の並列抵抗を流れる電流[A]
Ns:太陽電池セル直列枚数[枚]= 96 
P:太陽電池発電量[WJ
Pmp:最大発電量[WJ=ImpVmpηeff， (Pmp，ref = 150.0) 
Qa 集熱空気の流量[m31h]ミ 40
Qcol 集熱量 [WJ= QaCaρa(To-Ti) 
RLoad 負荷抵抗[0] 
Rs 太陽電池を等価回路とみなした時の直列抵抗[0] 
Rsh 太陽電池を等価回路とみなした時の並列抵抗[0]
Ta 外気温度[K]，Tca 集熱空気温度[K]
Tc 太陽電池セル温度[K](Tc，ref = 298.0) 
Ti コレクタ入口空気温度[K]
To コレクタ出口空気温度[K]
UT 太陽電池セルより上面の層の熱貫流率 [W/(m2K)]
UM :集熱空気層と太陽電池セルの聞の層の熱貫流率 [W/(m2K)]
UB 集熱空気層より下面の断熱層の熱貫流率 [W/(m2K)]
V:太陽電池発電電圧[v]
Vmp ::最適動作電圧[V](Vmp，ref= 45.6) 
Voc 開放電圧[V](Voc，ref= 56.8) 
v 集熱空気の流速[m/sec]
W 外気風速[m/sec]
α 太陽電池セルの日射吸収率[・]

E シリコン太陽電池のバンドギャップエネルギー [eV]=1.12
o素材の厚さ [m]
λ:素材の熱伝導率[W/(mK)]
ρa 空気の比重件g/m3]=1.204
μI，sc 温度が 1K上昇したときの短絡電流の変化量件/K]= 0.001429 
μV，oc:温度が 1K上昇したときの開放電圧の変化量[V/K]= -0.2118 
τ:ガラスカバーの日射透過率[-]=0.9(入射角 00)
ηeff :測定機器及び配線抵抗による電圧降下を考慮した有効率=0.9 
[添字]

t :太陽電池セルより上面の層

m 集熱空気層と太陽電池セルの聞の層

b 集熱空気層より下面の断熱層

ref レファレンス状態 (AM-1.5，GT=1000W/m2，Tc =298.0K)、
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⑤ これから期待される成果

本年度の研究によって、精度の高いハイブリッドコレクタの計算モデ‘ルが確立した。今後、

TRNSYSを用いて負荷や他の機器(ヒートポンプやファンなど)も含めた動的シミ ュレーショ

ンを行い、システム全体でみた効率や実用化可能性の検討に踏込むことが必要である。また、

今回は対象としたハイブリッドコレクタは簡易な 1タイプであったが、集熱媒体に水や不凍液

を用いたもの、太陽電池を光透過型にしたものなど多くの形状が考えられるため、計算上でど

のハイブリッドコレクタがより効果的かも検討すべきである。

⑥残る問題点と対策

ノ¥イブリッドコレクタの性能を単体で評価する場合、電気と熱のエネルギーを合せ持つため、

どのような評価指標を用いるべきかは大きな問題である。研究者はエクセルギーの観念を利用

しがちであるが、現実に冷暖房や給湯等の負荷に適合させる場合には、むしろ必要とするエネ

ルギー(負荷)に無駄なく適合しているかどうかも包含した評価が望ましく、利用する側も直

感的に理解できるものが良いだろう。

⑦ 研究発表の実績及び予定

本研究は以下の学会において発表された。

・『 光発電/空気集熱ハイブリッド、コレクターの研究一基礎実験とモデル化の検討 -~

吉永，奥宮/日本太陽エネルギー学会 ・日本風力エネルギー学会合同研究発表会講演論文集/

1999.11 

・ 『光発電/空気集熱ノ¥イブリッドコレクターの研究 一冬期における基礎実験およびモデル化-~

吉永p奥宮/空気調和・衛生工学会中部支部学術研究発表会/2000.3

また、以下の審査付論文集へ投稿中である。

・ 光/熱ハイブリッド、コレクタの有効利用に関する研究

吉永3奥宮/日本建築学会計画系論文集/2000.3投稿
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ト12 製造物責任法の下における住宅・建材の

製品安全ガイドラインの構築

九州大学大学院法学研究院

教授 北川俊光

- 149-





北川俊光(九州大学大学院法学研究院教授)および LukeNottage (元九州大学大学院法学

研究院助教授) (以下、併せて、本件共同研究者)は、ここに貴財団の助成研究の成果を報

告するに先立ち、貴財団の助成により本件共同研究が実施できたことに、深い感謝の，意を表

するものである。

本研究においては、住宅・建材における製造物責任、製品安全の問題に絞り込む前の段階

として、住宅・建材に焦点、を当てながら製造物責任の全体的な法律理論の解明に取り組んだ。

ここでは、日本、米国、欧州連合 (EU)、オーストラリア、ニュージーランドなどの諸国と

の比較研究、製造物責任法理論の法理理論を取り上げ、それらをベースとする「製品安全へ

の産業界の取り組みの改善への製品安全ガ、イドラインの構築」および「製造物責任に関連す

る紛争解決への取り組み」について共同研究を行った。

共同研究をこの度終えて、本報告を書きながら本件研究者は、住宅・建材に関連する製品

安全ガイドラインの構築にもっと具体的な成果を求めて焦点を当てるべきであったかと感じ

てもいるが、既に発生している問題に対して現行の製造物責任法の下においていかに解決す

べきかというような対処療法に焦点、を当てるのではなく、住宅産業界の全体的な製造物責任

問題に焦点、を当てながら、そもそもの日本の製造物責任法関連の問題の研究、比較研究、そ

の成果を英文による発表を行うことができた。

これらの研究成果は、英文により完成されたことにより、世界中の研究者、産業界にとっ

ても有益な研究成果になったものと確信しており、住宅産業に関連する特定の製造物責任問

題 ・製品安全問題(室内汚染他)についても、 今後、さらに研究を続けていきたい。

第 1部の研究としては、住宅・建材を含んでの製品安全ガイドラインのベースとなる製造

物責任法の法理論を iEC製造物責任指令 (ECPL Directive)Jを中心に、その影響を強く受

けている日本、オーストラリア、さらには進展が著しい米国における製造物責任法の法理論

の展開についての詳細な比較研究を行った。 EC製造物責任指令は、世界諸国に重要な影響を

与えているものであるが、これら比較研究はガイドラインのベースとなる法理論を明らかに

するものである。

米国における製造物責任法との関連においては、米国製造物責任法のベースとなる「不法

行為Restatement(3版)Jの研究、これに加えての米国各州の製造物責任法判例の研究が重

要にな り、これら研究を日本の製造物責任法における法理論、判例との比較の下に研究を重

ねた。

また、日本における製造物責任ADRセンターの活動、企業における製品安全活動などについ

ての研究も実施した。これらは、企業にとっての製品安全ガイドラインの構築に必要なもの

である。特に、企業にとっての安全基準は、日本における製品安全だけではなく世界市場に

おける製造拠点、における製品安全をもカバーするものでなければならないと考えている。

これらの研究成果は、下記の通り、英文により発表した。
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1 .オーストラリアCCHのレポートNo.45の「製造物責任法」において日本の製造物責任法の

内容・進展・実態についての詳細を発表した。

2 .日本の製造物責任法に基づく日本で最初の名古屋地方裁判所の判決(McDonaldレストラ

ンにおけるオレンジジュースに混入した異物に起因する傷害事件、 1999年6月30日判決)につ

いて、当該判例を英文に翻訳し、解説を加えて発表した。

3 .日本の製造物責任法の問題を同法の下におけるに製造物責任判例を含めて解説した。

4.米国の製造物責任リステートメント (3版)について書かれた法律専門の学術論文のリス

トを作成した。

5. NottageWJ教授による今後の研究発表(iWilliam Mitcgell Law ReviewJ )予定(平成

12年9月)原稿として日本における製造物責任クレーム・紛争解決について解説し、問題点に

ついて論じた。

この他にも、日本における製造物責任ADRセンターの活動、企業における製品安全活動等につ

いての研究も実施した。これらは、企業にとっての製品安全ガイドラインの構築に必要なも

のである。特に、企業にとっての安全基準は、日本における製品安全だけではなく、世界市

場における製造拠点における製品安全をもカバーするものでなければならないと考えている。

これらの研究においては法律理論としての

「製品の範囲の比較研究J

「欠陥判定の基準の比較研究、特に消費者期待基準の採用」

「製品の表示」

「合理的に予見可能な使用方法」

「製品が市場に出された時期」

「製造業者他の範囲、表示製造業者の比較研究」

「損害の範囲の比較研究」

「不動産に対する結果的・派生的な損害は、住宅産業に関連してのビジネス上の損害を 問

復できる日本の製造物責任法は製造業者にとって不利である」

「コンポーネントメーカーの免責の比較研究(コンポーネントの定義が暖昧であるが、 日

本の製造物物責任法における部品業者に対する免責条項は、 「建物」が「動産」で はなく

不動産であるために、適用されないという問題を含んでいる)J 

「開発リスクの抗弁(これは各国において科学知識、技術水準についての解釈が必ずし も

明らかでない。 EC裁判所の最近の判決によるとその基準はその知識が最も進んだ レベルを

含むとし、入手の可能性を必要とするとしている点は、住宅産業界の問題に も関連する)J 

「責任の時間的制限の比較研究」等についての比較研究を含んでいる。
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第2部における研究は、添付資料Bで示している通り、多くの国における室内汚染疾に関

して発生している法律上の、科学上の問題についての予備的な研究である。日本においては、

特に、ここ 2年程の聞に多くの分野において取り上げられ、さらに多様な研究報告が、議論、

検討が見られるようになってきている。本件研究においては、関連する多様な出版物、研究

報告等を入手し、検討を行った。

さらに、関連各国において比較研究を実施してみたが、 驚くべきことには、この問

題は、 1 999年時点、において、ニュージーランド、オーストラリアおよび米国における法

規制の対象にはなっているが、これらの国々における法律専門家、法学者によっては総合的

な研究はほとんどなされていないということが判明した。しかし、 最近、米国においてはか

なりの訴訟が提起されるようになってきている。この現象によりもっと法律学者、研究者が

この問題を取り組むことになるものと考える。これら学究的な研究の成果は室内汚染に関連

する建材の安全生ガイドラインを構築していく 上で役に立つものになる。

日本における住宅産業に関連する製造物責任問題の内室内汚染の問題は、 1 990年の半

ばには政府機関においても取り上げられてきたが、その後いくつかのガイドラインも発行さ

れている。しかし、被害者は一層の改善を要求している。社会的にも問題となり多くの出版

物が発行され、本件共同研究においても前述の様に研究を行った。住宅に関連する製品安全

および環境問題は今日においては政治問題化し、住宅品質確保法の制定にいたり、さらに検

討が進められているので、本共同研究においては、そこには焦点、を当ててはいない。

室内汚染問題についての他の国の経験は今後の日本における問題解決に重要で、住宅産業

をめぐる製品安全ガイドラインの構築にも有益な材料となるものであり、外国における状況

の研究も行った。

米国環境庁は室内汚染問題に長年取り組んでいるが、法律問題としての学問的な研究は非

常に限られており、米国法律専門雑誌に発表された報告もまだ非常に限られている。 一方で

は、弁護士もしくは法律専門家によって書かれた室内汚染関連の論文藻若干ではあるが存在

している。これは最近の判例の集積によるものであるが、これらを製品安全ガイドラインに

取り組むにはまだ早すぎるといえる。他の国々における室内汚染問題についての関心も限ら

れている。

オーストラリアにおいては、例えば、連邦機関であるCSIROは、住宅汚染問題および室内汚

染の問題に取り組んでいる。しかし公表報告は限られており、まだ判例は存在しない。

1 999年6月にオーストラリア、シドニーにおいて弁護士とのインタビ、ユーを行ったが、

弁護士の闘で室内汚染の問題に対する関心は高くはない。この理由の 1つは、オーストラリ

アにおける住宅建設の方法の日本との違いにもよるが、 室内汚染問題があまり知られていな

い理由としてはこの問題が、 環境法、 製造物責任法、労働安全関連法などのい くつかの異な

った法域にまたがるからであるともいえる。

同様に、ニュ一時ランドにおいても政府機関、弁護士、大学教授なと‘の法律専門家へのイ

ンタ ヒ、ユー調査を実施したが、政府は室内汚染問題について取り組んではいない。裁判所は、

この事内汚染の問題を、この国特有の無過失責任補償スキームによってカバーしており、こ

れは人身傷害の訴訟に代わるものになっている。



本件研究に関連する情報として、次のものについての検討をおこなった。

1. 米国関連としては、 ( 1) r室内汚染 ;Sick Building SyndromeJに関連する米国の法

律論文;ロースクールの法律専門論文 4件、 ( 2) r室内汚染;Sick Building SyndromeJ 

に関連する米国の法律論文;訴訟弁護士関連の法律専門論文および(3 )米国環境保護期間

の報告書

2 . オーストラリア関連としては、(1 )オーストラリアにおける「室内汚染;Sick Bui lding 

SyndromeJに関連する一般的な記事、 26件および(2 ) r室内汚染;Sick Building SyndromeJ 

に関するCommonwealth科学産業研究機関の報告

3 .ニュージーラ ンド関連としては、(1 )判例;Whi te v Accident Compensation Corporation 

(1998年)NZAR481、および(2) r室内汚染 ;Sick Building SyndromeJに関する一般的な

記事33件

4.日本関連としては、 「室内汚染 ;Sick Building SyndromeJに関する英文の記事4件等

がある。

以仁
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ト13 建築材料のカビ発生実態調査と防止に

関する研究

お茶の水女子大学生活科学部

教授 田中辰明
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真菌発育度試験研究

実験期間

1999年 6月--...-1999年12月

1999年 6月に試料を地下室床面に設置、翌7月より毎月 1回の回収、及び 1ヶ月間の実験室に

おける培養、観察を行った。

月

月

月

6

8

日

1999年 6月7日

1999年 8月 1日

1999年10月4日

月

月

月

7

9

日

1999年 7月11日

1999年 9月4日

1999年11月 1日

12月 1999年12月 1日

対象住宅

東京都杉並区 T邸地下室

本研究で使用したのは、第5章「動態調査Jにおいて使用した都内T邸の地下室である。

地下室で、実験を行った理由

真菌発育度試験を地下室で行った理由としては、以下の 3点が挙げられる。

①地下室は「第四章 室内浮遊真菌の年間動態調査研究」により、発生する真菌の種類が

A.versicolor， Penicilliumの2種類で98%を占めることが明らかになっている。

②真菌の数が他の部屋に比較して、非常に多いということが明らかになったことから、地下室

で真菌発育度試験を行えば、試料に生える真菌の菌種が室内で採取されるものと等しいのか

が容易に判断できると考えた。

③温度・湿度ともに真菌の発育至適温度である20--"'-30
0
C、90%以上という条件を満たしている

ので発育度試験の結果が他の部屋と比較して得られやすいと判断した。

真菌発育度試験方法

この方法は真菌が発育しやすい環境における、発育度の試料による差異、動態調査によって

明らかになっている真菌の種類との関連、また、試料を培養することによる差異を観察する試

験で、「かび抵抗性試験方法 JrsZ 2911Jを参考に独自で、定めた。

使用する器具

1.アルコーノレ(消毒用70%アルコール)

3.実体顕微鏡 4.恒温器

2.試料(建材 2種、壁紙 1種、布 3種)

実験方法

①各試料(ラワン合板、シナ合板、ポリ塩化ヒ守ニノレ樹脂系壁紙、木綿、天竺木綿、ポリエステ

ノレ)を10cmx 10cmに切断し、試験片とした。



②測定の前に、試料をオートクレープにて湿熱加熱殺菌後、乾熱滅菌機で乾燥させた。

③平成10年 6月、 「第5章 年間動態調査」で報告した実験住宅の地下室床面に、試料を各20

枚ずつ設置した。

④平成10年 7月より、 1ヶ月ごとに各2枚ずつ大学の実験室に持ち帰り、真菌の発育度につい

て調査する。また、地下室で一定期間設置後に真菌の発生が認められなかった試料でも、 25
0

C

の恒温器の中で 1ヶ月間培養し、胞子の付着部分及び発育度を観察した。

⑤その経過については、 1週間ごとに肉眼、及び実体顕微鏡で、発育度観察を行った。

⑥また、床表面付近の温湿度をT型熱電対と湿度センサーを用いて測定し、及びデータロガー

で継続的に記録した。

用いた試料

実験試料は10cmx 10cmに切断。

使用する試料には、日常使用頻度の高いと考えられるものを選択した。また、真菌の観察は表

面が平らなものが容易であるので、比較的手に入りやすく、表面が平らであるものを選択した。

(1)ラワン合板

・南洋地域森林の最も多くを占めるフタパガキ科の樹木のうち比較的材質が軽軟なものの総称

.材の比重がO.6程度までの散孔材

・赤ラワン類、白ラワン類、黄ラワン類に分類される

・用途は広く、ベニヤ材、家具材、建築材、器具材、包装材などで我が国の合板用原木の80%

を占める

(2)シナ合板

・散孔材、生産量の大部分は北海道

・肌目が精で、板目面であまり顕著でない波状紋がみられる

・材は軽軟で、切削その他加工が容易

・用途は器具材、ベニヤ材、マッチ軸木鉛筆材、箱材など。

0合板一一薄くかつら剥きにした木材を貼り合わせてつくったもの。割れることが少なく、節

のなく、温湿度によって伸びたり縮んだりしない新建材として注目を集める。合板

類には木材用接着剤の中から、性能と値段を考えて特にユリア樹脂系、ユリア ・メ

ラミン樹脂系、フェノール樹脂系がよく使われており、いずれもホルムアノレデヒド

がよく出る。



接着剤名 原材料 特 f敷
ユリア樹脂系 尿素 安価で入手しやすい無色の接着剤として

ホノレムアノレデヒド 全合成系接着剤生産量の約40%を占め

る。年間生産量は約43万トン。主として

合板用に使用される。ホルムアルデヒド

がでてくる。

ユリア・メラミン樹脂系 尿素 ユリア樹脂とメフミン樹脂とを合わせた

メラミン 無色の接着剤。ユリア樹脂だけよりも耐

ホノレムアノレデヒド 水性と耐熱性に優れるので、屋外用合板

に使用される。年間生産量は約 7万トン。

ホルムアルデヒドがでてくる。

(3)ポリ塩化ピニノレ樹脂系壁紙

壁紙の大部分を占めるピニノレクロスに使用されるポリ塩化ピニノレ樹脂系壁紙は、従来の土壁

に代わって施行が簡単で時聞がかからないため、多用されるようになった。ポリ塩化ビニル樹

脂系壁紙は、基材に様々な性能をもたせるために、合成樹脂の添加材を何種類も加える。

(4)木綿

・比重が天然繊維中一番重く、柔軟性、弾力性がある 0

・吸湿性が大きい(公定水分率 8.5%)

(5)天竺木綿

・シーチングといわれ、20番手綿糸を用い、比較的粗な平織物

・縦、横の密度が同じで方向性が少ない

-均斉な組織でやわらかい

-用途はテーブルクロス、敷布、袋地など

(6)ポリエステノレ

・テレフタル酸とエチレングリコーノレを縮重合して得られるチップを溶融し、細いノズルから

紡糸して製造

・弾性に富み、繊維組織が徴密

-吸湿性が極めて低い(公定水分率 0.4%)

・用途は衣料、家庭用品、工業用など幅広い

試料の殺菌処理

初めに試料に付着していた真菌が発育して、試料上に広がり、結果に影響を及ぼすことが考

えられるため、予め殺菌処理を施した。本実験では、オートクレープによる湿熱加熱殺菌後、

乾熱滅菌器で乾燥させた。オートクレーブは121
0
C、15分間に設定した。
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恒温器で、培養を行った理由

大学に持ち帰った試料を恒温器で、培養した理由として、以下の 2点が挙げられる。

①最初から試料に胞子が付着していなかったのか、胞子が付着していたにもかかわらず、真菌

が発育しないでいたのかを解明するため。

②また、胞子の付着できる期間の差により真菌汚染はどのように変化するかを観察するため。

培養温度

恒温器での培養温度は、 25
0
Cとする。「かび抵抗性試験方法 ]ISZ 291lj では、温度につい

てお:t20C、湿度目-----99%と規定している。本実験では、真菌の発育至適温度が20-----300Cとな

っており、その中でも特に25
0
C:t2， 3

0

Cであるこ とから、 25
0
Cとした。湿度については95%以

上とし、 100%にならないように注意した。

温度・湿度の測定

(1)使用器具

QT型熱電対 O湿度センサー Oデータロガー (ADVANTESTR7326B DATALOGGER) 

(2)測定方法

0温度は、 T型熱電対を用いて試料を設置した地下室床面の温度を測定し、データロガーで

継続的に記録した。

O湿度は、湿度センサーを用いて温度と同様に地下室床面の湿度を測定し、データロガーで

継続的に記録した。

実験結果の評価方法

本試験では、時間の経過および、恒温器による培養に伴う真菌の発育度の評価法を 「かび抵

抗性試験方法 JISZ 2911Jを参考に、独自で定めた。いかに肉眼で観察されなかったとして

も、微細な部分で真菌が発生している可能性があるので、肉眼による観察と実体顕微鏡による

観察の両方をあわせて行った。評価は以下のように行った。

判定基準 | 評価
肉眼観察及び顕微鏡観察により発育が認められない I 1 
肉眼観察では発育が認められないが実体顕微鏡観察

では発育が認められた場合

このうち菌糸のみ I 2 -1 
H 菌糸+胞子(全面積の 1/3以下) I 2 - 2 

H 菌糸+胞子(全面積の 1/3以上) I 2 - 3 
肉眼観察にて発育が認められた場合

このうち菌糸のみ I 3 -1 
H 菌糸+胞子(全面積の 1/3以下) I 3 - 2 
" 菌糸+胞子 (全面積の 1/3以上) I 3 - 3 
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結果及び考察

各試料別の真菌発育度試験の結果を示す。

0ラワン合板

ラワン合板は、 3ヶ月間までの設置では試料回収直後から恒温器で2週間培養まで真菌の発

生が認められなかった。しかし、恒温器で培養することにより、 3週間目以降真菌の発生を確

認することができるようになった。

設置4ヶ月目以降から、特に真菌の発育が著しかった。回収直後から真菌の発生を実体顕微

鏡により確認することができるくらいであった。また、恒温器培養により、最終的には菌糸と

胞子を肉眼でも観察できるようになった。しかし、発育の面積は試料全体の 1/3には達して

いなかった。

Oシナ合板

シナ合板は、設置2ヶ月目に急激な真菌の発育の傾向を示した。設置 1ヶ月目では、回収直

後及び恒温器培養 1週間目まで、真菌の発育を確認することができなかった。しかし、恒温器

培養により、 2週間目に真菌の発育を肉眼で観察できるようになった。設置2ヶ月目以降は、

地下室から回収した時点で既に、全面積にわたる菌糸及び胞子の発育を確認することができた。

Oポリ塩化ピニノレ樹脂系壁紙

ポリ塩化ピニノレ樹脂系壁紙は地下室に設置2ヶ月までは、恒温器で培養しでも真菌の発育が

全く認められなかった。設置3ヶ月後、 3週間培養することによって、初めて実体顕微鏡で試

料全面積の 1/3以下の真菌の発育を確認することが可能となった。設置4ヶ月目以降は恒温

器で培養することによって、次第に肉眼でも、試料全面積の 1/3以下の真菌の発育を観察で

きる程度となった。

地下室に設置したままでは真菌の発育が認められないが、恒温器で培養することによって、

真菌が発育することがわかった。

0木綿

木綿は、設置3ヶ月までは、回収直後には真菌の発育が認められなかった。しかし、それで

も、恒温器で培養することによって、次第に真菌が発育していった。

設置 1ヶ月目は、恒温器培養 1週間で試料全面積の 1/3以下の真菌の発育を実体顕微鏡で

確認した。

設置2ヶ月目は、恒温器培養 1週間で真菌の胞子を肉眼でも観察できた。設置3ヶ月目から

は恒温器培養によって、菌糸と胞子の両方を肉眼でも観察できるようになった。

設置4ヶ月目以降は設置しておくだけで、回収直後に実体顕微鏡で確認できる位の発育を示

した。
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0天竺木綿

天竺木綿は、 1ヶ月後地下から回収した時点で、既に全面積の8割位まで真菌による汚染が

進んでいたのを実体顕微鏡で観察した。

天竺木綿に関しては、地下室に設置して置いただけの試料に真菌発育の進行が認められなか

ったため、恒温器培養が地下室設置のどのくらいに相当するかを判定することが不可能であっ

た。

天竺木綿の結果より、地下にそのまま設置した場合には真菌の発育が進まなくても、恒温器

培養により、発育が進むということが判明した。設置 1ヶ月目から 6ヶ月固まで全て同じ速度

で真菌の発育が進んでいった。

0ポリエステノレ

ポリエステルは、設置 1ヶ月目では回収直後も恒温器培養後も真菌の発育が認められなかっ

た。しかし、 2ヶ月目以降、地下室に設置したままでは真菌の発育が認められなかったが、恒

温器で培養することによって発育してし、く様子が肉眼でも確認できるようになった。設置2ヶ

月目には恒温器培養 2週間で試料全面積の 1/3以下の真菌の発育を実体顕微鏡で確認した。

設置3ヶ月目では、↑亘温器培養 1週間で実体顕微鏡によって全試料面積の 1/3以下の発育を

観察し、 2週間で肉眼でも確認できるようになった。設置4ヶ月目以降もほぼ同様の変化を示

した。最終的に試料全面積の 1/3以上に達することはなかった。

ポリエステノレに関しては、地下室に設置しておくだけでは真菌の発生がみられなかったため、

恒温器培養が地下室設置のどのくらいに相当するかということが判定できなかった。

。今後の課題

本研究で興味深い知見を得た。各試料を地下室に設置したので、ある一定の真菌汚染はあっ

たと考えられる。例えば地下室に 1ヶ月間設置した時点で、真菌汚染はある程度進んでいたと

考えられる。しかし、観察によって、地下室設置 1ヶ月では恒温器による培養を行っても、 真

菌の発育は認められなかったが、地下室設置3ヶ月では、恒温器培養後、真菌の発育が認めら

れた。このことから、摂取菌量と基質に関係があるのではないかと考えられる。人間の体の場

合、免疫と言う言葉が用いられるが、工業製品についても同様のことが言える可能性がある。

ある濃度までは、真菌による汚染があっても真菌は発育しにくいが、その濃度を超えると真菌

の発育が著しくなるというポイン トが存在するのではなし、かと考えられる。今後、この点につ

いての研究が必要である。
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真菌発育度試験結果

試験試料 設置期間
培養日数

-ーーーーーーーーーーーー ー喧・ーーーー喧・ーーーーー『 司'ーーーーーー---------------------------------回収直後 1週間 2週間 3週間 1ヶ月

1ヶ月 l 2-2 2-2 
① 2ヶ月 l l 2-2 3-2 
フ
ワ 3ヶ月 l l 3-2 3-2 

ン 4ヶ月 2-2 2-2 3-2 3-2 3-2 
i口b、

5ヶ月 2-2 3-1 3-2 3-2 3-2 キ反
6ヶ月 2-2 3-1 3-2 3-2 3-2 

1ヶ月 1 1 3-2 3-3 / 
② 2ヶ月 3-3 / / / / 
シ 3ヶ月 3-3 / / / / 
ナ
Z口L 4ヶ月 3-3 / / / / 
板 5ヶ月 3-3 / / / / 

6ヶ月 3-3 / / / / 

樹 ③ ず
1ヶ月 1 l 

2ヶ月 1 1 
脂リ

3ヶ月 1 2-2 2-2 塩
m可ちて 化

4ヶ月 1 1 2-2 2-2 3-2 
壁ビ
紙一 5ヶ月 1 2-2 2-2 3-2 

ノレ 6ヶ月 1 1 2-2 2-2 3-2 

1ヶ月 2-2 2-2 2-2 2-2 

2ヶ月 1 3-1 3-1 3-1 3-1 
④ 3ヶ月 1 2-2 3-3 / / 
木

4ヶ月 2-2 3-2 3-3 / / 綿
5ヶ月 2-2 3-2 / / / 
6ヶ月 2-2 3-2 / / / 
1ヶ月 2-3 3-3 / / / 

⑤ 2ヶ月 2-3 3-3 / / / 
天 3ヶ月 2-3 3-3 / / / h-k 

木 4ヶ月 2-3 3-3 / / / 
高自 5ヶ月 2-3 3-3 / / / 

6ヶ月 2-3 3-3 / / / 

⑥ ポ
1ヶ月 1 l 1 

2ヶ月 1 1 2-2 2-2 2-2 
リ 3ヶ月 1 2-2 3-2 3-2 3-2 
ここ

ス 4ヶ月 1 2-2 3-2 3-2 3-2 

ア 5ヶ月 1 2-2 2-2 3-2 3-2 
ノレ

6ヶ月 l 2-2 3-2 3-2 3-2 

※ (/)はカビによる汚染が肉眼観察にて試料面積の1/3に達していたため、その時点で破棄した。
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真菌発育度試験 (培養なし)の月変化

次に、地下室に設置しただけで、恒温器培養は行っていない試料における、真菌の発育度変化

を考察する。ラワン合板、シナ合板、木綿の3種類については地下室に設置する期間が長くな

るほど、真菌の発育も進むことがわかる。その理由として、地下室に設置する期間が長くなる

ほど、胞子が試料に付着する確率も高まるので、真菌がより発育しやすいといえる。しかし、

閉じ期間地下室に設置しでも、真菌の発育度は、試料により、大きく異なる。これが、実環境

下における、試料別の真菌発育度の差異である。結果として、シナ合板→天竺木綿→ラワン合

板=木綿→ポリエステノレ=ポリ塩化ピニノレ樹脂系壁紙の順で真菌が発育しやすくなっている。

このことは、抗かび試験結果、及び真菌発育度試験(培養あり)で得られた結果とは多少異な

る。抗かび試験、真菌発育度試験(培養あり)では、天竺木綿→シナ合板→木綿→ラワン合板

→ポリエステノレ→ポリ塩化ピニノレ樹脂系壁紙の順で真菌が発生しやすいという傾向を示した。

このことから、抗かび試験や恒温器培養を行った場合のように、十分な栄養の存在する培地上

で、保たれたり、恒温器中で保たれたりして、真菌の発育に、より適した条件を与えることによ

って真菌の発育しやすさの順位が異なってくることが判明した。従って、真菌にとって十分に

適した条件が与えられる時と、我々が日常、生活する中で、温度や湿度が様々に変化する時に

は、真菌の発育に差が生じることがわかる。

真菌の発育しやすさの順位

真菌発育度試験(培養なし)
真菌発育度試験(培養あり)、

及び抗かび試験結果

1 シナ合板 天性木綿

2 天性木綿 シナ合板

3 ラワン合板 木綿

I4 =木綿 フワン合板

5 ポリエスアノレ ポリエスアノレ
←一一一一
6 =ポリ塩化ヒ守ニノレ樹脂系壁紙 ポリ塩化ビ、ニル樹脂系壁紙

また、ポリ塩化ピニル樹脂系壁紙、天竺木綿、ポリエステルに関しては、地下室に設置した

だけでは真菌の発育の進行が認められず、地下室の環境が真菌にとってあまり適してはいなか

ったことになる。
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ラワン合板から発生した真菌 シナ合板から発生した真薗

勢
一

ポリ塩化ピニル樹脂系壁紙から発生した真菌

利市から発生した真菌 天竺木綿から発生した真菌

ポリエステルから発生した真菌



ダニの存在

実体顕微鏡観察によって、肉眼では真菌の発育が認められなかったポリ塩化ピニノレ樹脂系の

壁紙上でもダ、ニの存在が明らかになった。

地下室に3ヶ月開設置した後、回収し、大学の実験室にて実体顕微鏡で試料を観察した際に

タ守ニの存在を確認、した。ダニは既に壁紙上で死んでおり、そこから真菌の菌糸が伸びていた。

また、観察の際生きて動き回っているダニも各試料上で発見された。真菌とダニは共生するこ

とは知られていたが、それが確認されると共に、ダニの死骸や糞を栄養分として真菌が発生、

生育することもあることが明らかになった。

句修

議
6 ， 

.. 調'

:t 

' . I~' 

菌糸の伸びたダニの死骸

(ポリ塩化ピニル樹脂系の壁紙上)

鼠料上で発見された生きたダニ
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1-14 膜材料を用いた軽量遮音構造の開発研究

東京大学大学院

新領域創成科学研究科

助教授 佐久間哲哉
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1 .本研究の背景と目的

壁体の遮音性能に関しては， 一般に壁体の単位面積当たり質量 (面密度)が大きく周

波数が高いほど音響透過損失は大きいため，低音域において高い遮音性能を得るには

壁体重量を十分大きくする必要がある。通常の膜材料は軽量ゆえに低音域遮音性能は

著 しく低いが，近年，低音域遮音性能の向上を目的とした付加質量膜(錘を離散的に

装着 した膜材料)が開発され， 実測によりその有効性が確認されている。従来の遮音

構造では重量が必然的に大きくなるのに対して付加質量膜は軽量である点において画

期的な遮音構造であり，さらに膜材料特有の透光性，軽量性，柔軟性による様々な利

点を備えていることから，建材としての利用可能性は大きい。 一方，付加質量膜の遮

音メカニズムに関してはこれまで十分な原理的解明がなされおらず， 今後は付加質量

膜のより効果的な利用を 目的とした設計方法およびチューニング方法を探る必要があ

る。また， 音響性能のみならず製造方法や利用状況の観点、から軽量遮音構造を考える

必要もある。

以上の背景を鑑み，膜材料を用いた軽量遮音構造の開発を目的として，次の 4項目

1)付加質量膜の遮音メカニズムに関する原理的解明

2)付加質量膜の遮音特性予測システムの開発

3)数値シミュレーシヨンによる付加質量膜の遮音特性の把握

4) 付加質量膜の設計方法・チューニング方法の確立

を行うものとする。

2 .研究の方法

1 )付加質量膜の遮音メカニズムに関する原理的解明

無限大付加質量膜モデルに平面波音波が入射する問題を想定して，理論的に音響振動

連成場を考察し， 最終的には音響透過損失を付加質量膜の各種物理パラメータにより

定式化する。結果として，付加質量膜の遮音メカニズムの理論的解釈を与えるととも

に，遮音構造の設計上重要な遮音効果のピーク周波数についてその概算式を導出する。

2)付加質量膜の遮音特性予測システムの開発

計算機上に遮音特性予測のための数値シミュレーション環境を整備した上で，付加質

量膜への適用が可能である 3次元音響透過問題解析プログラムを開発する。 具体的に

は， 音響/振動基礎理論に基づいて膜材・板材の音響透過現象のモデル化を行うほ

か，数値解法における音響/振動連成に伴う 諸問題の解決，大規模化する数値計算の

効率化について検討する。

3)数値シミュレーシヨンによる付加質量膜の遮音特性の把握

項目2)で開発した遮音特性予測システムを用いて付加質量膜に関するパラメトリック

スタディを実施し，膜材料の物性値および装着する錘の質量/形状/配置が遮音性能

に及ぼす影響を明らかにする。

4)付加質量膜の設計方法 ・チューニング方法の確立

遮音構造の軽量化，遮断対象となる音の周波数特性に対応した付加質量膜の設計方法

およびチューニング方法を項目1)および3)の研究成果に基づいて提案する。
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3 .研究の計画と進捗状況

以下の通り 実施期間を 3期に区分 し，各期で前述の4つの研究項目を完了 した。

第 1期(平成 10年 10月'"1 1年 3月) :項目1)

第 2期(平成 11年 4月'"1 1年 9月) :項目2)

第 3期(平成 11年 10月'"1 1年 3月) :項目3)および4)

4.今までに得られた成果

1 )付加質量膜の遮音メカニズムに関する原理的解明

平面波入射条件における無限大付加質量膜モデルを通して遮音メカニズムの解明を試

みた結果，付加質量膜の振動成分は膜全面における進行波成分と錘間分割部分の基本

回有モード振動成分の重ね合わせにより表され，遮音効果はそれら両者の干渉現象に

より 生 じるものと解釈することができた。さらに， 音響透過インテンシティの定式化

を通して，透過損失のピーク周波数が膜の張力ならびに錘の質量と間隔の 3つの物理

パラメータによって近似的に表され， 音波の入射角や膜の面密度に依存しないことが

明らかにされた。また，付加質量膜の遮音効果が生じる条件として，錘質量を錘間隔

で除した値がある程度以上大きく，膜の面密度がある程度以上小さい必要があること

が示された。従って，遮音特性の調整に関しては，膜の張力の制御が重要であり，全

体の軽量化を図るには面密度の小さい膜材量を用いる必要があることが示唆された。

2)付加質量膜の遮音特性予測システムの開発

壁体部材の遮音性能予測に関しては， SEA法やモード展開法による研究が数多く行わ

れてきたが，多様な部材への適用可能性を考えると，離散化数値解法の導入が不可欠

である。ここでは，部材遮音性能予測の実用化に向けて， 3次元問題における膜材・

板材の音場入射透過損失予測システムの開発，ならびにその数値計算の効率化の検討

を行った。

解析モデルとして，無限大剛バフル中の膜材・板材に単位振幅平面波が入射する問題

を想定し， 音場入射条件については全方位角の1/8立体角を120方位に離散化して，透

過損失を算出する方法を提案した。解析手法としては，膜振動場・板振動場の各々に

対して有限要素法を適用し，さらに材料の通気性を流れ抵抗により組み込んだ形の離

散化方程式を導出し，音場の積分方程式に境界要素法を適用して得られる離散化方程

式と最終的に連立させることで音響振動連成系を解析する厳密な方法を採用した。音

場入射透過損失の算出にあたっては，はじめに各入射角における連成系解析で得られ

た材料面上の粒子変位から透過側表面音圧を計算 し，材料面全体としての斜め入射透

過率を求めた後， 最終的に入射角による重み平均を行うことにより求めることとし

た。

膜材の透過特性に関する解析結果では，質量則との全体的な対応，エッジモードの共

振による顕著なデイツプの発生，通気性による共振の抑制現象が見られ，従来の知見

との整合性が確認された。また，詳細な検討として，特定の共振周波数における振動

変位分布がその固有モードの支配下にあることが確認された。板材の透過特性に関す
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る解析結果では，質量則との全体的な対応，エッジモードの共振による顕著なデイツ

プの発生，通気性による共振の抑制現象の他，コインシデンス限界周波数付近におけ

る透過損失の低下についても，従来の知見との整合性が確認された。また，周辺拘束

条件として，単純支持および固定支持を設定し，各条件下における解析結果のデイツ

プ周波数が共振周波数の理論値と対応することが確認された。以上により，膜材・板

材の 3次元透過モデルに基づく遮音性能予測手法の妥当性が検証された。

一方，今回の解析では計算機負荷の制約から対象周波数域を上限1kHzに設定してお

り，実際の遮音性能評価を考えるとより高い周波数域での解析が要求される。ここで

開発した音響振動連成系解析による遮音特性予測システムでは，特に音響系の境界要

素法解析において計算時間ならびに必要記憶容量が膨大となることから，音場解析に

おける計算負荷の低減に向けて境界要素法の計算効率を大幅に向上させる高速多重極

境界要素法の検討を行った。

高速多重極境界要素法は，従来の境界要素法に対して新たに階層的セル構造を導入

し，要素ごとの寄与をそれらを包含するセルの寄与に変換し，要素間の影響をセル間

で評価することにより，計算時間と必要記憶容量の大幅な効率化を図るものである。

音場解析用プロトタイププログラムをワークステーションに実装し，厳密解の得られ

る音響管問題に対するケーススタディにより，管内音圧分布および周波数応答関数に

おいて本手法の計算精度を検討した結果，各種数値パラメータを適切に設定すること

により，高い計算精度が得られることが確認された。続いて，問題の自由度を要素分

割によって変化させて解析を行い，計算時間および必要記憶容量について従来の境界

要素法との比較を行った結果，大幅な効率化が達成されていることが確認された。た

だし，本手法の適用に際しては，問題の自由度によって最適なセル階層化レベルが変

化することから，計算効率を最適化するためのセル階層化レベルの設定方法を明らか

にする必要があることが示唆された。この結果から，遮音特性予測システムにおける

音場解析部分に高速多重極境界要素法を適用することにより，高周波数域あるいは大

きな部材を対象とした遮音性能予測が可能となるものと考えられる。

3)数値シミュレーシヨンによる付加質量膜の遮音特性の把握

前項で開発した遮音特性予測システムをベースとして，付加質量膜の解析が可能とな

るように錘に関する取り扱い方法を検討した。錘の形状としては点状および線状の 2

種類を想定し，有限要素法によって離散化された膜振動方程式における膜質量マトリ

ックスに錘質量マトリックスを加える方法を示した。

数値解析では，面密度1.Okg/m2，張力4kN/m2の非通気性膜を基本設定として，点状お

よび線状の錘を用いた付加質量膜の遮音特性を解明するため，各々の場合について錘

質量と錘間隔を変化させたパラメトリックスタディを行った。第一に，付加質量膜と

普通膜との比較を行ったところ，付加質量膜では透過損失が普通膜に比べて40dB程度

大きくなる周波数が低音域に見られた。付加質量膜の透過損失のピーク周波数では錘

部分に比較して膜全体の振動変位が非常に小さく，この振動抑制により遮音効果が生

じることが分かった。第二に，点状錘の場合の遮音特性に関して，錘質量の増大に伴



いピーク周波数の低下およびピークレベルの増加が見られ，また，錘間隔の減少に伴

いピーク周波数の上昇が見られた。これらの傾向は前項での理論的考察の結果と対応

することが確認できた。第三に，線状錘の場合の遮音特性に関して，点状錘の場合と

比較してピークレベルは低下するもののピーク周波数は約 2倍となり，遮音効果が得

られる周波数域が広くなることが分かった。また，錘質量および錘間隔については，

点状錘の場合と同様の傾向で影響が生じることが確認された。

4)付加質量膜の設計方法・チューニング方法の確立

付加質量膜に関する理論的考察および数値的検討の結果から，設計ならびにチューニ

ングの際の方針を取りまとめた。膜材の選定にあたっては，非通気性かつ面密度は出

来るだけ小さい方が軽量の錘でも遮音効果を得ることができ，全体としての軽量化に

もつながる。錘の選定にあたっては，狭帯域で高い遮音効果を得ょうとする場合，例

えばプラント 等におけるモータ，タービン等の卓越周波数を有する騒音源について

は， 点状錘を用いることが効果的であり，比較的広帯域の騒音源を遮音の対象とする

場合は，線状錘を用いることが望ましい。また，錘質量を錘間隔で除した値がある程

度以上大きいことが遮音効果の生じる必要条件となる。遮音特性のピーク周波数に関

しては，錘質量の増大および錘間隔の増加によって低下し， 一方，膜材にかかる張力

の増大により 上昇する性質がある。従って，遮音特性のピーク周波数のチューニング

に関しては，膜材の張力による制御することが望ましく，設計段階では対象とする騒

音源に対応可能な範囲で膜材の面密度ならびに錘の質量と配置を決定しておくことが

現実的であろう。

5 .これから期待される成果

本研究では数値シミュレーシヨンによって付加質量膜の遮音構造としての可能性を検

証したが，今後は実際に幾つかのタイプの付加質量膜を製作して音響実験により遮音

効果を確認する必要がある。また， 実用 を想定すると，付加質量膜の構造をある程度

のす法でユニットイじすることが考えられ，さらに入射側にグラスウール等の吸音材を

配置することで，音源側の低音域吸音にも役立つ可能性がある。従来，低音域の遮音

材料としては非常に重いものとならざるを得えなかった実状に対して，ここでの付加

質量膜は軽量で設置および撤去が比較的容易な遮音材料となりえることから，建設作

業騒音等に対する仮設遮音壁としての利用が期待される。

6 .残る問題点と対策

付加質量膜で最も問題となる点は，膜材への張力の導入であろう。確かに張力を変化

させることで遮音特性を調整することが理論上可能であるが， 実際には張力を所望の

値に設定してかつ維持することが困難なものと思われる。 一つの打開策として，膜材

の代わりに薄い板材を用いることが考えられる。即ち，材料の弾性を，膜の張力に代

えて板材の剛性で与えることで，付加質量膜の場合と同様の遮音効果が得られる可能

性がある。この場合，板材の剛性はヤング率と厚みにより決定されるため，膜の張力
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のような可変性はないものの， 安定 した性能を発揮するものと予想される。従って，

騒音源の卓越周波数が既知の場合，設計段階で錘質量および錘配置により遮音特性の

ピーク周波数を調整するで対応可能である。
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高齢者と地球にやさしい健康的な環境住宅の提案

1 研究の背景と目的

日本の住宅の熱環境の現状は、必ずしも良好なものではない。北海道では断熱性の高い

住宅が普及しているものの、東北、北陸、北関東などの寒冷地では、断熱・ 気密性の低い

住宅が主である。このような住宅、特に戸建住宅のなかには、冬に、 居間でさえ室温が

10"'-' 150C、その他の室は50C以下となるような住宅も珍しくはない。 高齢者にとっては極めて

厳しく、 高齢ではなくても健康的とは言い難い環境である。しかし、このような状況でさえ、

財住者は改善の必要性を感じているわけではなく、冬は寒いもの、 寒いことはやむを得ない

ことと受け入れている。関東以南の温暖地の住宅でも、 程度の差はあれ冬には同様のことが

言える。 一般に、 夏を旨とする造りの住宅は暖房には適さないため、 居間を中心とする一部

の室のみを昼間だけ暖房するなど、暖房への依存を最低限にする傾向があり、結果的には

温暖地といえども冬の熱環境がょいとはいえなくなる。この冬の問題は建物の断熱・気密性

を強化すれば解決できる。しかし単に断熱・ 気密性を強化しただけは、 古来からある日本の

民家の涼しさが失われ、 夏の冷房への依存度を高める結果となる。住宅は、 夏も冬も昼も

夜もいつでも、 居間に限らずどの空間にいても、健康的で快適に過ごせるべきである。

これを実現するには、冷暖房へ過剰な依存によるよりも、建物自体の熱性能の向上による方

が適している。このような住宅は健康的な環境をもっと同時に、冷暖房のためのエネルギー

消費を極めて小さく抑えることが可能となる。 高齢者にやさしい健康的な環境住宅とは、

地球にもやさしい環境住宅で、あるともいえる。

本研究では、 日本の伝統文化に根ざした民家の良さと近代技術の組み合わせのベスト

ミックス、 高齢化対応で環境負荷の少ない住宅を追求することを目的とする。そのために、

①自然を積極的に取り入れる、②快適性に幅を持たせる、③高断熱高気密技術と自然換気の

バランスを考慮する、などが重要である。冬の住宅の熱環境に対しては、それぞれの地域に

合わせた高断熱高気密化によりほとんど暖房を行わなくても健康的で快適な環境が得られる。

しかし、そのまま夏を迎えると高断熱高気密化の逆効果により暑く不適当な熱環境となる。

夏には、 自然通風の活用、簾などの日除けの設置など、人の手による調整が必要である。

パッシプ仕様の建物は人聞がアクテイブに装置を操作しなければならないといえる。

しかし、それこそが自然とともに生きることであり、それを喜びと感じられるような住宅を

提案することを目指している。

2 研究の方法および計画

研究の方法は以下による。 当初の計画では、住宅の自然通風量、室間換気量の測定解析を

も予定していたが、測定解析法の検討のための予備測定を行う程度で、本格的な測定を開始

するまでに至らなかったため、本研究報告には含めないこととし、今後の課題とする。

1 )住宅の熱環境評価モデルの作成

住宅の特徴を再現するため、 壁体非定常熱伝導処理と多数室理論をもとに熱環境を
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精度高くシミュレーシヨンするプログラムを整える。またPMVあるいは作用温度によ

る年間熱環境の快適性評価を可能とする。

2)日本各地の住宅熱性能と熱環境の関係解析

冷暖房は行わないことを前提にして、戸建住宅について、ごく普通の熱性能の住宅から

高性能住宅までを、断熱・気密化、太陽熱のパッシプ利用、日除け、自然換気などの手法を

段階的に取り入れ、熱環境の向上過程をシミュレーションし、その地域特性を把握する。

3)日本各地の地域性を考慮した環境住宅の提案

冷暖房を極力控えて夏冬ともに健康的な熱環境が得られる最適な環境住宅を、北海道から

沖縄まで地域別に提案する。

3 研究成果

今までに得られた研究成果を下記の項目に沿って報告する。

1 )住宅の熱環境シミュレーシヨンモデルの作成

2)計算対象とする戸建住宅の基準条件

3)東京における基準住宅での室温変動特性

4)冷暖房に依存しない環境住宅実現のための手法

5)冷暖房に依存しない熱環境の評価法

6)日本各地における環境住宅の可能性の検討

7)日本各地の環境住宅の提案

1 )住宅の熱環境シミュレーシヨンモデルの作成

住宅の多数室室温変動計算法として、逐次積分熱流法を採用した。本手法は、壁体

の非定常熱流計算で使用する根の数が非常に多くなるために、実用的な計算法とする

ために根を減らす工夫が必要である。数種の固定根、最適な2根を用いる方法が考え

られるが、検討の結果、固定5根を用いる手法をとることとした。

2)計算対象とする戸建住宅の基準条件

本研究では、戸建住宅を対象とすることとし、計算に用いる住宅平面図を図lに示す。

RC造と木造の2種を設定し、多数室計算にあたっては、 RC造は居室7室とその他の空間を

まとめた廊下、また一部にある床下空間の計9室、木造はそれに小屋裏を加えた計10室の

空温を未知数とした。

3)東京における標準的な住宅での室温変動特性

まず、標準的な建物を想定し、東京における夏期および冬期の室温変動特性を検討する。

主な計算条件を表1に示す。冷暖房は居間を中心とする間間欠運転で、居間は、朝、昼、夜の

3つの時間帯に分けて数時間ずつ行う。個室は夜のみである。

RC造、木造住宅での、夏期および冬期の代表日における各室室温変動を図2に示す。

8/8は、年最高気温の発生した目、 2/18は、年最低気温の発生した日である。木造住宅は
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RC造住宅に比べて、 1日の室温変動幅が非常に大きい。冬の明け方の室温低下は激しいが、

日中日射が期待できれば非暖房室でも室温はかなり高くなる。 RC造では、冬の夜間の室温低

下が小さい、非冷房室でも昼間の室温は外気温より低いなどの有利な特徴を持っている。

4)冷暖房に依存しない環境住宅実現のための手法

建物の熱的性能には、①断熱気密性、通気性、②日射取得性、日射遮蔽性、③蓄熱性の

3つがある。冬期には断熱気密性、日射取得性を高め、日射と内部発熱で暖房効果を得る。

夏期には日射遮蔽性を高め、蓄熱性の低い木造住宅では1日中換気を、蓄熱性の高いRC造住宅

はナイトパージを行い夜間蓄冷をする。本研究で取りあげた具体的な手法を表2、3示す。

建物性能を向上させる手法は、季節が変わると効果から逆効果に転じるものが多い。

冬の熱環境をよくする断熱気密性は、建物を設計建設するときにほぼ決まり、住まい方を

変えずに夏を迎えると逆効果となる。これを打ち消すための日射遮蔽性、通気性は、主に

住まい方による手法であり、居・住者の意識が重要となる。

自然換気量は、複数開口の位置関係や外部風により多様に変化する。本研究では、自然換

気の条件と効果の関係を明確化するため、換気量を与えて試算した。

5)冷暖房に依存しない熱環境の評価法

冷暖房に依存しない熱環境を評価する場合は、多少の熱環境の変動を許容することになる。

また、住宅では、昼間の熱環境は無論、夜間の就寝時の熱環境も軽視できない。そこで、 1

日の熱環境の快適許容域を決めるためにPMVを利用した。表4に示すように、夏期、冬期の昼

および夜の代謝量と着衣量を想定した。また室内の気流速度はo.1m/sec、湿度は夏期60%、
冬期40% と仮定し、まず各期間3段階の快適許容域を考えた。表4には、夏期に、 PMV~0.5、

1.0、1.5となる限界の作用温度、冬期にPMVミ -0.5、-1.0、-1.5となる限界の作用温度を

求め示した。冷暖房空間の快適許容域は、 一般に-0.5~PMV壬 0.5 とされるが、非冷暖房空間

の場合、 着衣による微調整を期待して、夏期にはPMV豆1. 0、冬期にはPMV~- 1. 0を快適許容域

として十采用することにする。

以降のシミュレーションでは、 夏期として7'""'8月、冬期として1'""'2月の各2ヶ月について、

住宅各室の室温の時刻変動を求めている。非冷暖房空間では、室温と作用温度はほぼ一致す

るため、計算で得られた室温は作用温度に等しいとして評価に利用することとする。また、

各室の熱環境の差は、建物の熱性能を向上させるとともに小さくなることから、住宅の熱環

境の代表として居間の作用温度を取り上げれば十分と判断した。居間の時別作用温度が快適

許容域に入る時間数の比率を快適許容時間率として、評価指標のlっとする。

6)日本各地における環境住宅の可能性の検討

日本各地の代表都市として、表5に示す8都市を選び、熱環境を向上させる建築的手法、住

まい方の手法を採用することにより、どこまで快適な環境が実現できるかを数値解析した。

建物は、図lに示す平面をもち、南方位の窓には庇があり、庇の出は那覇以外は0.5皿、那覇は

1.5mと想定した。 気象は平均年データを用いた。各種手法の係用決定の手順は、まず冬期に

1--分な作用温度が得られるまで断熱気密性能を上げ、高断熱気密状態の夏期作用温度を日射

遮蔽、自然換気によりどの程度下げられるかを検討した。
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図3に、東京のRC造住宅、木造住宅での検討過程を示す。縦軸には、熱環境指標として、

各期間平均作用温度、日最高、日最低作用温度の期間平均値、および快適許容時間率を示し

た。基準として外気温度の状態も示した。横軸には採用した熱環境向上手法を示している。

例えば iD4Jとは、表2の建築的手法のD(断熱厚100m、2重ガラス)と表3の4(夜間断熱戸(断

熱50阻))の組み合わせを表す。RC造住宅は、冬期に iD4Jのケースで、平均作用温度は21.10C、

快適許容時間率は98%に達し、十分快適な環境が得られている。夏期には、断熱戸を使用し

ない気密状態 (D)の平均作用温度36.50Cに対し、簾 (D1)の効果で6.5K、ナイトパージ10
回/h(D3)の効果で8K、両者の組み合わせ (D13)で9Kの作用温度低下が得られる。ケースD13

での快適許容時間率は80%である。快適許容時間率80%以上を環境住宅の必要条件と仮定す

ると、東京のRC造住宅は、断熱100mm+断熱戸(断熱50皿)付き2重ガラス、夏期に簾+ナイ

トパージ10回/hとすればよいといえる。

木造住宅は、 RC造住宅に比べ作用温度の日較差が大きいため、快適許容時間率を増加させ

ることがやや難しい。また夏期においては、木造住宅はナイトパージより1日中換気の方が効

果がある。

図4に、 RC造住宅の冬期ケースD4、夏期ケースD13の各室の期間平均作用温度を示した。室

間の作用温度の差は、冬期に5K程度、夏期に2.5K程度生じており、冬期は内部発熱の少ない2

階で作用温度が低くなっている。

東京と同様の方法で、日本各地の環境住宅の具体的仕様を検討した。

7)日本各地の環境住宅の提案

東京における検討で、木造住宅よりRC造住宅の方が環境住宅として適していることがわか

ったので、 RC造住宅に対象を絞って、日本各地の環境住宅の具体的な仕様を見つけるための

数値解析を行い、そのときの熱環境状態をも確認した。環境住宅の条件として、快適許容時

間率が80%以上であることとした。すなわち、残りの20%の時間帯は必要に応じて冷暖房に

依存すると考える。図5に最終結果を示す。快適許容時間率が80%に満たないものは、本研究

で取りあげた手法では環境住宅を実現できない

ことを意味している。

旭川は、冬期平均外気温が-70C程度であり、冬期の日射取得性を高めるためにサンルーム

(悶中では温室)を付加するとよい。しかし、図示は省略したが、サンルームをもっと作用

漏度の時刻変動が大きくなるという欠点もある。旭川の冬期の快適許容時間率は必要条件に

は達しないものの78%となった。新潟は、冬期の外気温が低く日射量が非常に少ないため札

幌より高い断熱ガラスが必要となった。那覇以外の都市では、冬期の熱環境を良好にするに

は複層ガラス窓がよいという結果である。また鹿児島、那覇の夏期は快適許容時間率80%を

満たすことはできず、やはり冬期より夏期の方が、熱環境を向上させることが難しいことが

確認された。

4 今度の課題・予定

これまでの研究で、代表8都市における環境住宅の提案を行うことができた。今後
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の課題としては、

1)シミュレーションの精度向上のための検討

シミュレーシヨンをより的確なものとするために、データを整備する必要がある。

特に、室間換気量、住宅の家具類、の熱容量と遅れ特性については不明であるため、これを明

らかにするための実測解析を行う。

2)住宅の自然通風特性に関する検討

夏期の重要な対策である自然通風に関する実態把握が十分ではないため、実測により具体

的な通風量とその特性を把握する

3)多地点にわたる環境住宅の特性解析

最近公表された拡張アメダス気象データを利用すると、さらに多地点について環境住宅の

具体的仕様を求めることができる。これを行い、きめ細かい地域特性を把握する。

などが挙げられる。全てを解決するにはかなり時間を要するが、着実に研究を継続したいと

考えている。

現時点での研究成果発表 (論文発表)の予定はない。さらに研究を進めた後に発表を検討

する。
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図 1 対象とする戸建住宅の平面図

表 l 標準的な住宅での主な計算条件

気象条件 |東京(平均年気象データ 1"'2月、 7"'8月)

建物条件 |外壁断熱:グラスウール 13mm(RC造住宅は外断熱)
窓 :一重ガラス

庇 :南のみ 50cmの出

隙間風 :暖房 0.5白川、冷房 l回Ih

冷暖房条件|冷房室温:26 oc 、暖房室温:22 oc 
冷暖房時間:台所・居間 7 - 9時、 12-14時、

16 - 23時
21-23時

20 - 22時
冷暖房なし

寝室
子供室

その他の室
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図2 標準的な住宅での夏期・冬期の室温変動(東京)
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表 2 熱環境を向上させる建築的な手法

ケース A B C D E F G H 

断熱厚[mm)1) なし 13 50 100 200 250 250 250 
換気回数[回/hJ2) 1.0 0.5 0.5 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 
ガラス種委真 31 l重 l重 2重 2重 2重 3重 3重 4重
南倶IJ窓面積大 4) 一 一 一 一 一 一 。。
サンルームイ寸き 5) 一 一 一 ー 一 一 一 一
熱損失係数 6) 6.2 3.9 2.3 1.5 1.2 1.0 1.0 0.9 
日射取得係数 7) 0.11 0.07 0.05 0.04 0.03 0.04 0.05 0.05 

1)断熱材はグラスウール 2)気密時の換気回数 3)透明ガラス使用
4)居間はもともと窓面積が大きいのでし5倍、その他の室は 2倍とした。
5)居間の南面に 2m張り出させたものo

工

250 

0.2 

4重。。
0.9 

0.07 

6)RC造住宅の値であるが、木造との差はごくわずかである。単位は[w/m2 K] 
7 )水平面全日射量に対する日射による熱負荷の比率

表 3 熱環境を向上させる住まい方による手法

1 :簾(南側窓)

2:ナイトパージ(4回/h)
3 :ナイトパージ (10回/h)
4:夜間断熱戸(断熱 50mm)

5:夜間断熱戸(断熱 100mm)

6 : 1日中換気(4回/h)

71日中換気 (10回/h)

*ナイト/'¥ージ、夜間断熱戸の時間帯は 18:00
，..... 6: 00 
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表 4 熱環境の快適許容条件

季節 時間帯
代謝量 着衣量 湿度 快適許容限界作用混度*

[Met] [clo] [%] レヘっしA レヘリB レへつvC

夏期
7 - 23時 1.0 0.5 60 27.1 28.5 29.5 

23 - 7時 0.8 0.8 60 27.0 28.2 29.5 

冬期
7 -23時 1.0 1.1 40 21.0 19.0 17.0 

23 - 7時 0.8 2.5 40 16.0 13.5 11.0 

骨快適許容域として夏期、冬期それぞれ 3種のレベルを想定した。すなわち、
夏期に PMV< 0.5 (レヘ "J~A)、PMV~ 1. 0 (レへつしB)、PMV孟1.5 (レヘ.， J~ c)、
冬期に PMVミー0.5(レヘっしA)、PMV~-1. 0 (レヘ川 B)、PMV~-l. 5 (レへの J~ c) 
である。この限界値に対応する作用温度を求めて表に示した。

表 5 検討対象都市の気象の特徴

期間 気象要素 旭川 札幌 仙台 新潟

冬期平均
外気温[OCJ-7.3 -4.6 1.3 1.7 
南面白射量 5820 7790 9310 4920 

夏期平均
外気温[OC]19.7 20.7 22.9 25.2 
南面白射量 5890 5640 4510 5440 

1)冬期とは 1......2月、夏期とは 7......8月のこと

2)南面白射量の単位は、 [MJ/nf日]
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5.3 
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25.9 

4980 
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3.5 7.0 15.7 

1150 10000 7590 
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1-16 井戸水利用天井吹幅射冷房システムの

省エネルギー、快適性に関する研究

東京理科大学理工学部建築学科

教授 武田仁
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井戸水利用天井輯射冷房システムの省エネルギー・快適性に関する研究

1.はじめに

現在、夏期の冷房は一般的に電気エネルギーを用いたクーラー(ヒートポンプ)によって行われているが、この

クーラーによる冷房は冷風が局所的に当たることによって冷房病や冷え性の原因ともなっているまた夏期におけ

る冷房が電力需要のピークを大きく左右するため、今日ではいかに冷房用電力を減らすかが大きな課題となってい

る。これらの解決策となり得るのが未利用エネルギーである家庭用の井戸からの地下水を用いた輔射による冷房で

ある。

天井輔射冷暖房の論文は文献1)"-5)等に見られるが、本研究では井戸水を熱媒とする天井輔射パネルを木造在

来工法の住宅の一室に設置し、 l年を通じて連続計測することにより、快適性と省エネルギー性を検証する。また実

験住宅における断熱性についての考察も行う。

2.実験住宅および天井輯射冷房システムの概要
実験住宅の所在地は千葉県柏市で敷地面積363.4m2、建物延べ床面積162.3m2である。冷房負荷をできるだけ少な

くするため、高断熱高気密となるような設計がなされている。天井幅射冷房を行うスペースは、 1階居間兼食堂の

26. 7m2であり、輔射パネル部分は長さ 2700mm、幅227mmの輔射パネルを40枚用いた24.5げである。天井パネル表

面の結露防止のため3方弁制御による温度コントロールを行う。温度コントロールは簡易で安価な手動(温度設定)

とする。庭に井戸(深さ 6師、水深 17m)を掘削し、地下水をくみ上げるポンプを設置する。

1階平面図

井声 N 

f千1

-・・
，
a

T 1 :送水温度
T2・還水温度
T 3 :井水温度
M 1 : iI水量
M2・井水量
M 3 :その他の総水畳

2階平面図

図l 実験住宅平面図 図2

3.計測システム
1)データロガー，パソコンを用いて、通常3秒間隔2分間平均値をMOに格納し長期連続計測を行なった。表 lに

測定項目，機器名，仕様，測定点数を示す。

表1 測定項目概要

測定項目 機器名 仕様 測定点数

データロガー アドパンテスト製:R7430 (90点用)

パソコン 日本電気製:PC-9801DX 

温度 熱電対 T一CC熱電対 45点

放射温度 放射温度計 ミノルタ製;温度計505 l点

湿度 高分子抵抗式湿度計 神栄製:温湿度変換器 :THT-B110 4台

風速 風速計 カノマックス製:アネモマスター風速計:607 2台

日射 日射計 英弘精機製:ネオ日射計:MS-42 l台

流量 流量計 東研製:カロリック流量センサ:ND20 3台

電力 トランスデューサー YOKOGAWA製:228590/T01 4台

アメニティメーター 京都電子製:AM-1 0 1 l台
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以上のような計測システムにより、実験スペースのエアコン・水中ポンプの使用電力量，井戸水による冷却熱量，

エアコンの除去熱量・加熱量，エアコンCOP，パネルCOP，室内外温湿度，快適値 CSET'. PMV) ，各方位壁体内温度，
各室室温等の計測を行った。

2)計算式

①エアコン空気廻り除去熱量 Q/W]

顕熱除去熱量 QJ町
Q.=C]xYxVxムtxO.86 

=0.24 x 1.2 x V x (t]-t2) xα86 

C1・比熱(O.24J[kcal/ kg"C] 
7 容積絶対湿度 (1.2J[kg/ m3] 

V 風速い3/h] 
t， 吸い込み口温度[叫
んJ吹き出し口温度["C] 

潜熱除去熱量 QI.r町
Q ̂  = C 2 X r x V x L1x xα86 

= 520 x 1.2 x V x ( x ] -X 2 ) X 0.86 

C2 比約520ノ[kcal / kg"C] 
X1 :吹き出し口重量絶対湿吏[kg/kg']

X2 :吸い込み口重量絶対湿吏[kg/kg']

エアコン除去熱量 Q/W]

QT=QS+QL 

②パネル水廻り除去熱量 Q/W]

Qp=Rx(t
3 
-t4)xo.86 

R:パネルの循環流量レ/h] 
ん:パネルの還水温度["C] 

んJパネルの送水温度["C] 

③COP (成績係数)

エアコンCOP=エアコン除去熱量 (w)
エアコン消費電力 (w)

パネルCOP= パネル除去熱量 (w) 
水中ポンプ、循環ポンプ消費電力 (w) 

なおシステムCOPはエアコン消費電力.パネル消費電力，エアコン除去熱量，パネル除去熱量より算出する。

4.年間測定結果による断熱性の検証

(1)各室室温と外気温度との比較

図3........5は各室室温と外気温度に関する年間測定結果である。日常的に冷暖房が行われている居間においては、年

間を通じて約20........30tの問で推移している。冬期においては、各室とも外気温度よりも10"C以上高くなっている

ことがわかる。また普段はほとんど在室していない、和室，洋室Bにおいても同様で、外気温度が0........5tでも室温

が 15........20tに保たれており高断熱の効果が表れている。

(2)外壁の断熱性

図6は西側外壁断面に関する年間温度変動結果、図7は西側壁断面構成と、夏期と冬期の代表的な日 (8月!日，

i月4日)の昼と夜の断面温度分布である。グラスウールの前後で、冬期において10t以上、夏期においても日射

の影響がある昼間は10........15tの差があり高断熱設計の効果が表れている。
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(3)床の断熱性

図8は床断面に関する年間温度変動結果、図9は図?と同様に代表的な断面温度分布である。冬期においてスタ

イロフォーム (lOOmm)の前後で約5"C、スタイロフォーム (40mm)の前後で約3"Cの差が生じている。床下空気温
度が年間を通して変動が小さいため、壁に比べ断熱材の前後での温度差は小さいが、床暖房の熱損失を防ぐため断

熱材を強化した効果が表れている。
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5.天井幅射冷房実験 図9 床断面温度
(1) 目的

実験住宅に設置した井戸水利用天井輔射冷房システムを用いて:COP，SET*で省エネルギー性快適性の両面から検

討し、より適切な運転パターンを示すことを目的とする。また輔射パネルは潜熱を除去できないため潜熱負荷の多

い日はエアコンの除湿モードとの併用運転の検討を行う。

(2)実験概要

1999年8月l日から 10月14日までを冷房期間とした。その中で8月を夏期、 9月以降を中間期とし、天井幅射冷

房(以下パネルと呼ぶ)のみ，パネル+エアコン(冷房)，パネル+エアコン(除湿)の3パターンに分けて実験を

行った。
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(3)測定結果

①各機器の運転状況

.パネル

単位面積あたりの除去熱量は夏期のパネルのみパターンが最も多く46.7 [W/川、最も低いのが中間期のパネル+
エアコン(冷房)の28.7 [W/m2Jとなった。顕熱負荷の大小によって中間期よりも夏季、またエアコン(冷房)を使
用するかしないかによって、除去熱量が変化することがわかった。表lに各パターン， 時期ごとのパネル除去熱量

を示す。
表1 運転パターン・運転期間ごとのパネルの性能

夏季 中間期 夏季 中間期 夏季 中間期

ハ.ネル+エアコン()令房)ハマ、)~+エアコン(冷房) ハ.ネル+工7コン(除湿)ハ.ネ)~+エアコン(除湿) ハ.ネルのみ ハ.ネルのみ

パネル全体(W) 727.5 704.0 880.9 759.7 1148.5 785.4 

mz当たり(W/m2) 29.7 28.7 36.0 31.0 46目7 32.1 

COP 1.60 1.55 1.93 1.67 2.50 1.67 

パネルだけの除去熱量は夏期のパネルのみのパターンが1150[wJと最も多く、中間期のパネル+エアコン(冷房)
パターンが最も少ない700[W]となった。図 12は各運転パターン全体での除去熱量の時間平均であるが、夏期におい

て、エアコン(冷房)と併用しないパネルのみ.パネル+エアコン(除湿)がパネル+エアコン(冷房)の 50'"60 

%の除去熱量にとどまっている。これは冷熱媒として井水を利用していることから、夏期において送水温度は17"C

が下限であり、したがってこれがパネルの除去熱量の限界であると言える。

-エアコン(冷房)

エアコン電力使用量を図10に示す。インバーターによって自動制御されているため冷房負荷外気温度によって

消費電力は異なり、外気温度が高いと除去熱量が減ることがわかる。また運転開始直後は室内温度を急激に下げる

ため、消費電力が大きくなっている。

吋I ~ I ~.~電力 一外気温 l側 制 |…会問糊;'-11
30』 ー居眠温 削除珊 13500玄 ~ 回エアコン隊去然量(顕黙)

| 時六二石河弓
4剖

p被Rq25 弓ふ;:;=:::;;=::;一 二二平~司やら， 2500襲
I 1"'1ず人 rl" '_，;' ド ρ u 〆_，''.fV'[ ，.，('. '¥.'， f '.' V' 1i ( ' 1f ! 1500 

宍
201 VJ11∞0・

5∞ 
15 。
18 19 20 21 22 23 

時現l

図10 エアコン電力使用量 図 11 除湿除去熱量

-エアコン(除湿)

図11はエアコン(除湿)運転時の除去熱量である。通常言われているエアコンの除湿モードとは潜熱のみを除去

するのではなく、潜熱よりも顕熱を多く除去しており、運転の効果はエアコン(冷房)を微弱で運転しているのと

同じであると言える。

②夏期.中間期の測定結果の比較

図13，14はエアコンとパネルの消費電力の時間平均、図 15，16はそれぞれの除去熱量の時間平均である。図 17に

井水くみ上げ流量と水中ポンプ電力の相関を示す。消費電力に関じて、エアコンはその日の外的要因や設定温度運

転パターンによる冷房負荷の大小によって差が生じるが、パネル消費電力は450'"4 70 [W]でほぼ一定である。これ

は井水くみ上げ流量が変化しでも消費電力にほとんど変化が生じないという水中ポンプの特性によるものである。冷

房期間における井水くみ上げ流量の範囲は3'"7 [l/mi n]であり、その範囲内では水中ポンプの消費電力はほとんど

変わらないことがわかる。またパネル除去熱量の変化は少ないが、若干ぱらつきが生じたのは、運転パターンや室

内環境によって顕熱負荷が変化したためだと考えられる。
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③パネル+エアコン

の比較

気象条件のほぼ等しい8月1日と2日のデータを用いて

パネル+エアコン(冷房)とパネル+エアコン(除湿)の

比較を行う。それぞれのパターンの除去熱量， cOPの時間
平均を図 18"'21に示す。除去熱量の総計はパネル十エア

コン(冷房)が大きな値を示している。しかしCOPはパネ
ル十エアコン(除湿)の場合の方が良い。エアコン(冷房)

を運転することで互いの熱量除去能力を相殺してしまい、

パネル+エアコン(冷房)はパネルまたはエアコン(冷房)

をそれぞれ単体で運転する場合に比べて除去熱量が小さく 600 

なりその結果COPが下がったと思われる。快適性について富士
はパネル+エアコン(冷房)パターンはSETホが快適範囲長山

内に入っているのに対し、パネル+エアコン(除湿)パタ-22∞
ンはSET*が30"Cをこえており快適とは言えない。これは円 10:

エアコン(冷房)の有無による居間室温の違いと、パネル D 

を運転することで室内の相対湿度が上がってしまうことが

原因として考えられる。

パネル除去熱量時間平均図16

(除湿)

パネル電力時間平均
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図 14
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図25

④パネル+エアコン(除湿)パターンにおける夏季と中間期の比較

夏季は真夏日の8月2日を中間期は最高気温29"C、最低気温23"Cの9月4日のデータを比較する。除去熱量は室

内温度の高い夏季のほうが大きく、それに伴いCOPも良い値となっている。 SET*はいずれも快適範囲には入ってい

ないが、中間期は日中SET*を一定に保っていることがわかる。また、夏季は外気温度が高く室温も上がってしまう

ことからパネル+エアコン(除湿)パターンでは快適な環境を作り出すことは難しいと言える。

⑤パネル除去熱量

図25にパネル除去熱量と室温の相関を示す。パネルの傾向として、冷房負荷が大きくなると除去熱量も大きくな

るが消費電力がほぼ一定なため、それにより COPも良くなることがわかった。しかし今回の測定により冷房負荷の

多い夏季は、エネルギー効率は良いが快適性に満足できなくなるという結果になった。中間期に関しては、図26，27 
に示した夏季，中間期の消費電力とSET*の相関から、パネルのみまたはパネル+エアコン(除湿)パターンは中間

期に少ない電力でパネル+エアコン(冷房)に近い快適性を得られることがわかり期待の持てる結果となった。

また今回の測定においてはエアコン(除湿)が信頼できる性能でなかったため、潜熱負荷を除去できるように除湿

機を設置し、パネル+除湿パターンの測定を行う必要がある。
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6，まとめ
本実験においてパネルの性能と快適性について把握することができた。冷房については夏季の場合、パネルだけ

では冷房負荷の除去能力は低く、エアコン(冷房)のみと比較すると快適性にも不満が残る。しかし、中間期にお

いてはエアコン(除湿)と併用することにより、少ない電力量でエアコン(冷房)とほぼ同等の快適性を得られる

ことがわかった。今後は天井幅射暖房との併用による快適性の検討も行なっていきたい。

参考文献

1)世良伸彦，武田仁，瀬沼央:天井幅射空調システムの開発(その l 実験によるパネル性能評価)，日本建築学
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ト17 高断熱高気密住宅へのビルトイン車庫

設置による冷暖房負荷削減効果の地域

的検討

金沢工業大学工学部

教授 垂水弘夫
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1 .研究の背景と目的(報告書・第l章に対応)

冬季に雨、 雪・の多い日本海側の地域では、ビルトイン車庫は住宅の新築時に施主からの要

望の強い設計項目の一つである。自動車の乗降時に濡れないためというのがビルトイン車庫

設置の第一の理由であるが、倉庫を兼ねる点から敷地内にプレハブ型の簡易倉庫を置かずに

済み、また、玄関先を車が占めることもなくなって街並みの景観向上にも資するものである。

本研究ではこのようなビルトイン車庫を熱環境工学的な見地から見直し、住宅本体の冷暖房

負荷の削減効果を明らかにすることを目的としている。特に、熱損失係数が 1程度の高断熱

高気密住宅では、冷暖房負荷が従来の新省エネルギー基準住宅や旧省エネルギー基準住宅に

比較して大幅に小さくなっていることから、ビルトイン車庫の設置方位や住宅の平面計画に

よっては、住宅の冷暖房負荷に少なくないレベルの影響を及ぼすものと予想される。

地域的に考察すると、日本海側では冬季の日射が少ないため、ピルトイン車庫を設置して

住宅本体の日射受熱が減少してもその影響は小さく、夏季の日射遮蔽による冷房負荷削減効

果の方が上回るものと期待される。 一方、太平洋側の地域では冬季も晴れる日が多いため、

ビルトイン車庫の設置に伴なう冷房負荷削減量と暖房負荷増大量との収支を見極める必要が

ある。

そこで本研究では、北海道から九州に至る日本海側と太平洋側の25都市を対象に、ビルト

イン中庫を設置した住宅とそうでない住宅における冷暖房負荷を断熱性能ランクに従って求

め、省エネルギーの観点からビルトイン車庫の設置が奨められる地域を明らかにすることを

目的とする。

断熱性能ランク別の算定結果によって、これからの高断熱高気密住宅におけるビルトイン

車庫の設置自体や、設置方位の選定が有する問題の重要性が明確になるものと期待される。

2.解析対象とする住宅の概要(報告書 ・第2章に対応)

(1)住宅平面

解析対象とする住宅平面としては、日本建築学会の標準住宅問題に示されているプランを

基本的に使用し、次に示す4つの平面バリエーシヨンを設定した。

①住宅の東側にビルトイン車庫を設置する平面プラン

②住宅の西側にビルトイン車庫を設置する平面プラン

③住宅の北側にビルトイン車庫を設置する平面プラン

④ビルトイン車庫を設置しない平面プラン (標準住宅問題)

(2)断熱性能

断熱性能は次の3ランクを設定した。

①高断熱高気密住宅

②新省エネルギー基準適合住宅

③旧省エネルギー基準適合住宅

②及び③の住宅に関する熱損失係数は、法令に基づく地域ごとの設定とし、①の両断熱高

気密住宅については全国一律に約1.0kca1/m旬。Cとした。
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(3)算定方法と地域

算定には(財)住宅 ・建築省エネルギー機構発行の住宅熱負荷算定プログラムSMASHを用い

た。算定対象とした25都市は、同機構より標準気象データが提供されている次の都市である。

1) 1地域 :①旭川、②根室、③札幌、④室蘭

2) II地域

3) III地域

4) N地域

5) V地域

6) VI地域

:①秋田、 ②盛岡

:①仙台、 ②福島、③松本

:①宇都宮、②前橋、 ③東京、④新潟、⑤富山、⑥静岡、

⑦名古屋、⑧大阪、⑨広島、⑩米子、⑪高松、⑫熊本

:①高知、②福岡、③鹿児島

:①那覇

3.ビルトイン車庫の設置による冷暖房負荷の算定結果

(報告書 ・第3章に対応)

25都市、 3つの断熱性能ランク、 車庫の設置方位ごとに、暖房負荷、冷房負荷、合計として

の冷暖房負荷を求め、図に示した。車庫のほか、庇の出による省エネルギー効果についても

検討するため、次の8条件をー揃いとして図示している。①車庫・庇無し、②車庫有り、③庇

30cm、④庇60cm、⑤庇90cm、⑥車庫+庇30cm、⑦車庫+庇60cm、⑧車庫+庇90cm。

結果として、東側や北側よりも西側に車庫を設置した場合に僅かながら冷暖房負荷が小さ

くなり、南に位置する地域ほど庇の出による冷暖房負荷の減少が顕著である傾向が認められ

た。

4.ピルトイン車庫の設置による冷暖房負荷削減効果の検討

(報告書 ・第4章に対応)

冷暖房負荷削減効果は、 「車庫 ・庇無し」住宅に対する数値として求めた。 I地域内には

車庫の設置のみで庇を出さない方が削減率が高い都市もみられたが、 全国的には庇の出と併

用した場合により高い削減効果が得られた。また、 「車庫+庇の出」を60cmにした場合に最

も削減率が大きくなる都市がII地域からW地域にかけて見られ、 「車庫+庇の出」を90cmに

した場合に削減効果が高くなる都市がW地域.......VI地域に多く分布した。

この傾向は、 「新省エネルギー基準適合住宅」から「次世代省エネルギー基準適合住宅」、

「高断熱高気密住宅」へと断熱ランクが上がるほど、顕著となる。また、ビルトイン車庫の

設置による省エネルギー効果は、全体として5%前後であることを確認した。

5.ビルトイン車庫の設置による冷暖房負荷削減効果の地域差の評価

(報告書 ・第5章に対応)

各都市の断熱性能ランクごとに、 最も冷暖房負荷が小さくなる庇の出を選択し、その場合

の年間冷暖房負荷と、ピルトイン車庫(西側)の設置による冷暖房負荷削減量をl枚のグラフ

Lに整理した。

ビルトイン車庫の設置による省エネルギー効果は、冷暖房の間欠個別運転を行なう「新省
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エネルギー基準適合住宅」においてよりも、全室連続運転を行なう「次世代省エネルギー基

準適合住宅」及び「高断熱高気密住宅」において高いことが示された。「高断熱高気密住宅」

では、年間冷暖房負荷削減率が最も高いのは根室の7%程度、逆に最も削減率が低いのは那覇

の2%程度となった。

日本海側の都市(秋田、新潟、富山、米子)を抽出してみたところ、太平洋岸の都市と比

較して冷暖房負荷削減量は大きいが、年間冷暖房負荷自体が元々大きいために、年間冷暖房

負荷削減率でみると大差は無いという点も明らかとなった。富山と東京の年間冷暖房負荷削

減率はほぼ同様の4%前後となっている。

ビルトイン車庫の設置効果の高い都市として、前掲の根室のほか、盛岡、松本、室蘭、仙

台、福島、札幌など、 I 地域からII、III地域にかけての都市が抽出された。ただし、これに

次ぐ都市が広島、鹿児島などとなっており、冷房負荷の大きいWおよびV地域でも住宅の個

別条件に従ってビルトイン車庫の有効性を評価する必要があろう。
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ト18 老朽マンションの安全性(防災・耐震・耐久)

の実態把握と解決策についての調査研究

日本大学経済学部

教授 田中啓一
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第 1部 老朽マンションの実態と、建て替え促進による安全性の確保

1 .老朽マンションの現状

わが国で分譲マンションが本格的に供給されるようになったのは、 東京オリンピック(1

969年)が開催された頃である。現在では都市住宅といえば、事実上マンションを指すよ

うになり、ストックも約330万戸を超えている。

初期に供給されたマンションは、現行の耐震基準に適合しないことに加え、 専有面積が

狭いものや、設備が陳腐化したものも多い。 今後5年以内に住宅の 1人当たりの平均面積

を40nf弱を達成することを目標とする、居住者や地域社会の安全性を確保すると共に、生

活空間倍増計画を実現するためには、こうしたマンシヨンの建替えを促進することが基本

的な解決策である。

築後25年程度経過したマンションの現状を知るため、分譲マンションの供給が早くから
進んだ江東区の12棟、約978戸を対象に、登記簿の記載内容と居住者の意向を調査した。

※登記簿調査の対象マンションは 5棟 591戸(内 256を抽出調

査)

登記簿調査で明らかになったことは、 1)区分所有者の 3分の 1程度は当初から居住して

る者で、高齢化が進んでいる。 2)賃貸化も進み、 3分の 1程度の区分所有者がマンション

外に居住している。 3)中古市場で購入した区分所有者の多くは、住宅ローン等の債務を抱

え、現在の評価額を大幅に上回る債務があるケースも少なくない等である。なかには、一

部の区分所有者が抱える債務額が、そのマンション全戸の評価上回ると推定される場合も

ある。

居住者の意向調査では多くの所有者が既に建替え時期が到来しているか、近づいている

と考えている。実際に建替えが可能かどうかについては、所有者の意見が一致しない、資

金がかかりすぎる、高齢者には建て替えが辛いといった理由で、その実現を危慎し、将来

への不安を感じていることが明らかになった。

こうした状態を放置しておけば、築年数の経過したマンションのスラム化が進行し、当

該マンションの住者はもとより、地域社会の安全性にも大きな影響を与えることになる。

2 .困難なマンションの建て替え

区分所有法ではマンションの建替えについて、老朽等により建物がその効用を維持し、

又は回復するのに過分の費用を要するに至ったとき、建物の敷地に主たる使用目的を同ー

とする建物を建設するための建替え決議を、 5分の4以上の賛成で行うことができるとし

ている。この老朽化や費用の過分性については議論のあることろだが、先頃、大阪地裁は

築後30年のマンションについて、建替えが必要と判断した 5分の 4を超える区分所有者が

行った建替え決議を有効とする判決をした。

一般に住宅の所有者が建替えを決意するのは、建物が著しく老朽化した場合とは限らな

い。建物はそれほど老朽化していなくても、狭い、使いにくい、地震の心配といった動機

や、高齢になるほど肉体的・精神的に建替えに耐えられなくなることを考慮して、早期に

建替えに踏み切ることも多いはずである。今回の判決は、多数の区分所有者がこうした理
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由で建替えを望む場合の、建替えに途を聞くもので妥当なものといえるだろう。 しかし、

今回の判決の対象となったマンションを含め、これまで建替えについての合意形成が行わ

れたのは、大部分が容積率に余剰があるため、保留床の売却で事業費をまかなう等価交換

方式による事業が可能なケースである。この場合は、区分所有者が建替え費用を負担せず

に建替えができるため、合意形成が比較的容易である。しかし、それでもでも建替えのニ

ーズが生じてから、実際に建替えが行われるまで10年程度かかることが珍しくなく、なか

には15年間を要したケースもある。

3.マンション建て替えと合意形成

民間デベロッパーが供給したマンションの場合は、旧住宅公団の分譲団地等は異なり、

容積率に余裕がないことが多い。容積率の緩和が認められなければ、等価交換事業は成立

しないことになり、区分所有者が建替えのための資金を負担することになる。また、建設

後の建築規制の強化により、建物の容積率が指定容積率を下回る既存不適格のマンション

もあるが、この場合には建替をしても従前よりも住戸面積が狭くなることになる。

先に見たように区分所有者聞の諸条件の違い、特に経済的格差が大きいと考えられるた

め、建替え費用を自ら負担しなければならない場合、合意形成が困難になることは容易に

予想される。加えて、築後年数が経過するに従い賃借入が増える傾向にある。建替え決議

をした場合も、その効力は賃借入には及ばず、立ち退きを求めるための正当事由にはなら

いため、多額の立ち退き料等の負担も区分所有者にかかることになり、これも合意形成を

妨げる要因となる。

老朽化したマンションで、建替えの合意形成ができなければ、建替えによる往生活の向

上を望む区分所有者は住戸を売却し、経済力の乏しい者だけが取り残されスラム化が進む

ことになり、国や地方自治体の財政上の新たな重荷となる可能性が大きい。

分譲マンシヨンは、持家としては一戸建ての住宅と同じ私的な財だが、区分所有の目的

となる専有部分は、建物の構造体や主要設備等の共用部分の存在を前提にし、住戸内のリ

フォームを行う場合に他の管理組合の承認が必要になる等、使用についても共同の利益に

服することが求められている。私的な財を超えた、共同体の財としての面も備えているこ

とになる。また、マンションは公共財である土地を高度有効利用したもので、区分所有者

は合理的な都市居住の実現という、社会的な要請に寄与してきた面もある。分譲マンショ

ンの建替えが事実上不可能になるとすれば、区分所有者は、一戸建て住宅の所有者に比べ

て不利な状態に置かれることになり、土地・住宅政策上も憂慮すべきことである。

4.望まれる建て替え支援制度の充実

分議マンションの建替えについて、将来の重要課題になるという漠然とした認識はあっ

ても、当事者である区分所有者や管理組合をはじめ、分譲会社、管理会社等の事業者や行

政も、当面の課題として取り組むことを避けてきたきらいがある。これは現行制度のもと

では、建替えが極めて困難であるため、この問題に触れることが、購入者に過度の不安を

与えたり、マンション市場への悪影響を恐れたからであろう。しかし、今後、多くのマン

シヨンで建替えの必要性が生ずることは避けられず、建替えが円滑に行われなければ、分

議マンションに対する信頼性が失われることになる。

一 208-



日本経済の再生と、都市の安全性を高めるためには、土地の高度有効利用を進め、都心

居住を推進することが必要である。市街地再開発事業等によって建設される建物も、分譲

マンションと同様に区分所有法が適用されるため、建替えが困難であるということになれ

ば、これらの事業にも影響を及ぼすことになる。

分譲マンションについての法制度は不備であり、「マンション法」と通称される区分所

有法も、区分所有建物の維持管理についての原則を定めたもので、建替えについての規定

は3カ条に過ぎず、建替えの準備や、建替えを実施する再建組合等についての規定を欠い

ている。また、賃貸借について定期借家権を導入することや、建設後の建築規制により既

存不適格となったマンションについての救済策を明確にすることも必要である。

昨年 5月、東京都の住宅政策審議会が分譲マンションの円滑な建替えの必要性にいって

答申し、「建替え事業法」の制定等を国に要望した。分譲マンシ ョンの公共的性格に着目

し、区分所有者が必要に応じて円滑に建て替えを行うことができるように、公的資金の助

成や税制による支援を含めた制度の整備を急そ必要がある。
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第 2部 築後年数が経過した分譲マンション登記簿調査結果

1 .調査の概要

( 1 )調査目的

(2)対象?ンション

(3)調査方法

築後年数が30年程度経過した分譲マンションの所有者の構成、債務状
況等を調査することにより、マンション建替えに係る問題点を把握

し、建替促進方策検討の資料とする。

江東区に所在する築後 25年程度経過の民間分譲マンション 5物件

(総戸数591戸)の中から、無作為に 256戸を抽出した。

①法務局、区役所等の既存資料から、上記(2)に該当するマンション
の一覧表を作成した。

②①の中から地域及ぴ規模を考慮、し、 5物件を対象物件として抽出し

た。

③登記簿を閲覧(必要に応じて登記簿謄本を取得)することにより、
各戸について所有者の属性住所地、取得時期、取得原因、所有権の

移転回数、債務等を調査した。



1 .調査対象マンションの専有面積

(1)平均専有面積は約47rriである。
(2)マンションの敷地は、大部分が移転した工場の跡地であり、 25年前の居住環境は決

して良好とはいいがたい。分譲会社が対象とした顧客層も、中堅以下の勤労者を想

定したと考えられ、取得能力を考慮、して専有面積も比較的狭くなっている。

総戸数

合計 5団地 5 9 1 I 46.98 

2.所有者の構成

(1)大多数の住戸は個人所有であり、法人所有は約8%にすぎない。
(2)個人所有者について見ると、男性の単独所有が60%近くを占めている。

|目会!?GIE4|法人|外国人|叶

3 .取得時期
(1)取得時期については、昭和40年代までに取得している者が40%近くを占め、 50年代
に取得した者と60年代以降に取得した者が各々30%程度をである。
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(2)登記簿からは所有者の年齢は分からないが、取得後30年程度経過した者が40%近く

を占めていることは、マンション所有者・居住者の高齢化が進んでいることを示すも

のである。
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合計 13日|3fA|31ム|

4.所有者の住所地
(1)所有者の住所地については、 55%がマンション内が住所地である。マンション外に
住所地がある所有者のうち、東京都外の者は江東区で10%である。

(2)分譲マンションの賃貸化が指摘されているが、江東区では所有者の自己居住が多い

と思われるが、 35%がマンション外に住所地がある。築後年数が経過したマンション
の賃貸化が進行し、建替え等の障害となる可能性が大きい。

?均二|区内|東京音|都外|

合計115品 11; 6031 1品|ぷ|

5 .取得原因
大部分が売買で取得している。

|売買|贈与|相続|ω|

合計lu|ぷ|品1 0.7281 
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6.所有権の移転回数

(1)所有権の移転回数がゼロ、つまり当初の取得者のままの住戸は、 40%である。

(2)所有権が移転したことのある住戸について見ると、 80%近くが移転回数2回以内で

ある。

|移転なし|ZZZり|

計合 川一
「」

(6-2 所有権移転のあったマンションの移転回数)

1回 I2回， 3回， 4回， 5回， 6回， 7回， 9回11Tl 

7.乙区の記載の有無
抵当権等が付いていることを示す登記簿の乙区の記載の有無についてみると、乙区に現

に有効な事項の記載がある住戸は約37%であり、 63"-'64%の住戸は債務がないことを示し

ている。

有 無

計A口 川一
司
l
J
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8.乙区に記載がある住戸の権利者数

抵当権者等が 1人の住戸が80%で、複数の債権者が付いている住戸は少ない。

2 3 4 5 

9.債務額の試算
(1)登記簿の乙区に記載された債務額は、平均2321万円であるの。なお、「債権額+

極度額」には共同担保や既に一部返済されているものも含む。

(2)マンションの推定時価総額と債務額を比較すると、債務総額は時価総額の46%程度

となる。

a 計

マンション
時価総額

b (万円)

a/b 
時価総額÷

総債務額

合計 1 218， 1861 2叶 4な叶 1 O. 4 6 1 

※推定時価総額の算出方法:平均専有面積×総戸数xrti単価 (39.4万円:坪130万円)
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第3部 築後年数の経過した分譲マンションの居住者に対する意向調査

1 .調査の概要

(1)調査目的 |築後年数が25年程度経過した分譲マンションの居住者を対象に、建物
等の現状、維持管理、建替え等についての意向を把握し、建替促進方

策検討の資料とする。

(2)対象マンション |江東区内に所在する築後 25年程度経過した民間分譲マンシヨン

1 2棟(総戸数978戸)

(3)居住者構成 |別途実施した、登記簿調査結果による区分所有者の自己居住率と賃貸
率の推計結果

自己居住約 55% 賃借等約 45%

(4)調査方法 |管理組合の了承を得て、アンケート用紙を対象マンシヨンの住戸のポ

ストに投函、郵送による回答を求めた。(無記名)

(5)回収結果 配布数… 978 解答数 117 回答率 11. 9 6 % 
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1 .調査対象マンションの総住戸数・居住者構成と回答数

1 )所有者の登記簿上の住所地についてみると、マンションに住所地がある者が55%であ

る。区では32%にすぎず、 3分の 2の所有者の住所地はマンション外にある。

2 .回答率

対象マンション数(物件数)

対象マンションの総戸数

平均戸数

所有者の住所地がマンション

所有者の住所地がマンションの外

1 2 

978 

8 1. 5 

538 55.01 

440 44.99 

(1)意向調査に回答した居住者は117人で、対象マンションの総戸数の12.0%である。

(2)居住者の属性別では、所有者の回答率が高く 16%である。

(属性別回答率は、所有者の住所地を母数として、回答数を除したものである)

3 .所有関係

所有者等の回答者

賃借入等の回答者

合計

回答者本人又は親族が所有している者が大半を占め75%である。

4.回答者の性別

16.36 

6.59 

11.96 

(1)登記簿調査によると男性の所有者が過半を占めているが、所有者の回答者の56%は

女性である。

(2)賃借入等の回答者についても同様の傾向が見られる。
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①男 3 8 43.18 

②女 5 0 56.82 

③不明 。00.00 
①男 1 3 44.83 

②女 1 6 55.17 

③不明 。00.00 

5 .回答者の年齢

(1)高齢の所有者からの回答が多い。 60歳以上が40%強に達している。高齢者は調査票

に記入する時間的余裕があることも考慮しなければならないが、築後年数の経過し

たマンションで所有者の高齢化が進んでいることをうかがわせる。

(2)賃借入等の回答者は、ほとんどが50歳台以下である。

1 ①20歳台以下 6 6.82 

所
②30歳台 1 0 11.36 

有 ③40歳台 1 7 19.32 

者 ④50歳台 1 8 20.45 

⑤60歳台 2 7 30.68 

⑥70歳台 9 10.23 

⑦80歳台以上 。 00.00 
⑧不明 1 1.14 

2 ①20歳台以下 4 13.79 

賃
②30歳台 7 24.14 

借 ③40歳台 5 17.24 

人 ④50歳台 9 31. 03 

⑤60歳台 2 6.90 

⑥70歳台 2 6.90 

⑦80歳台以上 。00.00 
⑧不明 。00.00 
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6.住戸の用途
(1)所有者の大半は住居として使用し、 95%が居住用である。

(2)賃借入の場合は、事務所やその他の用途は 7%である。

①住まい

②事務所など

③その他

①住まい

②事務所など

③その他

7.所有(利用)期間

84 95.45 

2 2.27 

2 2.27 

2 7 93.10 

1 3.45 

1 3.45 

(1)所有者では所有期聞が20年以上という回答者が過半を占めている。 10年以上の所有

者を加えると両区とも80%以上となる。長期所有者の管理問題に対する関心の高さ

をうかがわせる。

(2)賃借入の場合は、居住等が5年未満が60%近くを占めている。

1 ①20年以上 48 54.55 

所
②10年以上--20年未満 2 4 27.27 

有 ③5年以上--10年未満 3 3.41 

者 ④5年未満 1 1 12.50 

⑤不明 2 2.27 

2 ①20年以上 1 3.45 

賃
②10年以上--20年未満 4 13.79 

借 ③5年以上--10年未満 6 20.69 

人 ④5年未満 1 7 58.62 

⑤不明 1 3.45 
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8.傷みが目立つ箇所(複数回答)
(1)所有者では水道管や排水管が傷んでいるとうい者が50%を超え、建物全体という回

答も50%近い。日頃から自につく外壁だけでなく防水の傷みも30%に達している。

(2)賃借入の場合は、建物全体の傷みを指摘する者が多く、水道管や排水管がこれに続

く。賃借入の目で見ても、全体として港区のマンションで老朽化が進んでいるよう

である。

1 ①外壁 2 7 30.68 

所
②水道管や排水管 47 53.41 

有 ③エレベーター 1 3 14.77 

者 ④電気設備 6 6.82 

⑤防火 2 5 28.41 

⑥建物全体 4 3 48.86 

⑦その他 5 5.68 

⑧不明 3 3.41 

2 ①外壁 1 3.45 

賃
②水道管や排水管 1 4 48.28 

借 ③エレベーター 5 17.24 

人 ④電気設備 4 13.79 

⑤防火 8 27.59 

⑥建物全体 1 4 48.28 

⑦その他 4 13.79 

⑧不明 2 6.90 

9 .地震発生時の被害予想

(1) r建て替えを要するような大被害を受ける」が45%近く、「それほど大きな被害を受
けない」が24%である。江東区は地盤に不安があるうえに、いわば「大衆マンシヨ

ン」であるため、構造等に不安をもっ所有者が多いと考えられる。

(2 )賃借入の場合は、所有者に比べて「大被害」を受けるが多く「それほど大きな被害

を受けない」は 3%にすぎない。
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1 ①建替えを要する大被害を受ける 3 9 44.32 

所
②それほど大きな被害を受けない 2 1 23.86 

有 ③分からない 2 6 29.55 

者 ④その他 2 2.27 

2 ①建替えを要する大被害を受ける 1 4 48.28 

賃
②それほど大きな被害を受けない 1 3.45 

借 ③分からない 1 2 41・38

人 ④その他 2 6.90 

10.気になる箇所(複数回答)

(1)所有者・賃借入とも「居住スペースの狭さ」が第 l位であり、平均専有面積47rtiと

いう現実を反映している。第2位は「建物の維持管理が不安J(所有者45%、賃借入

31%)である。

(2) r居住者との交流が希薄」は所有者・賃借入とも15%以上あるが、「居住の高齢者の
健康」は 3%程度である。

1 ①建物の維持管理が不安 4 0 45.45 

所
②居住のスペースが狭い 4 5 51.14 

有 ③居住の高齢者の健康 3 3.41 

者 ④近隣の騒音がある 2 1 23.86 

⑤居住者との交流が希薄 1 4 15.91 

⑥日常の買物が不便 4 4.55 

⑦防犯対策が不十分 1 3 14.77 

⑧公共交通機関の利用が不便 4 4.55 

⑨周辺の自然環境が不足 9 10.23 

⑮その他 9 10.23 
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2 ①建物の維持管理が不安 9 31. 03 

賃
②居住のスペースが狭い 1 0 34.48 

借 ③居住の高齢者の健康 3.45 

人 ④近隣の騒音がある 4 13.79 

⑤居住者との交流が希薄 5 17.24 

⑥日常の買物が不便 4 13.79 

⑦防犯対策が不十分 4 13.79 

⑧公共交通機関の利用が不便 。 00.00 
⑨周辺の自然環境が不足 2 6.90 

⑮その他 1 1 37.93 

11.官理状態に対する評価

「良し¥Jが30%程度、「普通」が50%前後である。「悪い」は概して少ないが、賃借入で

は17%ある。

1 ①良い 3 0 34.90 

所
②悪い 5 5.68 

有 ③普通 48 54.55 
者 ④分からない 4 4.55 

⑤その他 1 1.14 

2 ①良い 9 31. 03 

賃
②悪い 5 17.24 

借 ③普通 1 4 48.28 

人 ④分からない 1 3.45 

⑤その他 。00.00 
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12.管理組合の会合への参加(所有者の回答のみ掲載)

「大体出席」が26%であるのに対して、「出席したことがない」は28%である。

1 ①大体出席している 2 3 26.14 

所
②たまに出席する 3 7 42.05 

有 ③出席したことがない 2 5 28.41 

者 ④管理組合がない 1 1.14 

⑤その他 2 2.27 

13.建て替えが必要になる時期

(1)所有者の場合、建て替え時期 r20年程度」と r20年以上先」あわせると60%を超え

る。「すでに建て替え時期」は 6%である。

(2) r補強工事をすれば大丈夫」は 9%にすぎない。
(3)賃借入の場合は、「すでに建て替え時期」が20%、rlu年程度」が31%であり、所有

者に比べて早期に建て替えが必要との見方が多い。

1 ①すでに建て替え時期 5 5.68 

戸万
②補強工事をすれば大丈夫 8 9.09 

有 ③10年程度で建て替え時期 9 10.23 

者 ④20年程度で建て替え時期 3 4 38.64 

⑤建て替えは20年以上先 9 10.23 

⑥分からない 2 1 23.86 

⑦その他 2 2.27 

2 ①すでに建て替え時期 6 20.69 

賃
②補強工事をすれば大丈夫 3 10.34 

借 ③10年程度で建て替え時期 9 31. 03 
人 ④20年程度で建て替え時期 2 6.90 

⑤建て替えは20年以上先 3 10.34 

⑥分からない 5 17.24 

⑦その他 1 3.45 



14.建て替え時の難問(複数回答)

(1)難問のベストスリーは①「所有者の意見が一致しない」、②「資金がかかりすぎる」、

③「高齢者には辛しリである。「仮住まいの場所がない」も20%近い。「都市計画の

制F艮」は15%である。
(2)賃借入の回答は所有者と異なる面がある。難問の上位2位までは所有者と同じだが、

「高齢者には辛い」は少ない。賃借入は年齢層が若く、建て替えの当事者でないこ

となどが回答内容に、そのまま反映していると思われる。また、「仮住まいの場所が

ない」が35%ある。

1 ①所有者の意見が一致しない 6 4 72.73 

所
②好ましくない居住者が増える 4 4.55 

有 ③資金がかかりすぎる 4 1 46.59 

者 ④都市計画の制限 1 3 14.77 

⑤近所の人が反対する l 1.14 

⑥高齢者には建て替えが辛い 3 4 38.64 

⑦仮住まいの場所がない 1 5 17.05 

⑧その他 2 2.27 

2 ①所有者の意見が一致しない 1 5 51.72 

賃
②好ましくない居住者が増える 。 00.00 

借 ③資金がかかりすぎる 1 7 58.62 

人 ④都市計画の制限 4 13.79 

⑤近所の人が反対する 3 10.34 

⑥高齢者には建て替えが辛い 3 10.34 

⑦仮住まいの場所がない 1 0 34.48 

⑧その他 2 6.90 

15.都市計画・建築等の規制について

(1) r現在程度の制限」が36%、「規制緩和」カS26%である。
(2)賃借入の回答では、回答が分散しているが、「現在程度」と「もっと厳しく」を合わ

せると、 50%を超える。所有者ではなく、建て替えに直接係わらないことが反映し

ていると思われる。



1 ①もっと自由に規制緩和 2 3 26.14 

所
②現在程度で良い 3 2 36.36 

有 ③もっと厳しい制限が必要 8 9.09 

者 ④分からない 2 2 25.00 

⑤その他 3 3.41 

2 ①もっと自由に規制緩和 8 27.59 

賃
②現在程度で良い 7 24.14 

借 ③もっと厳しい制限が必要 5 17.24 

人 ④分からない 6 20.69 

⑤その他 3 10.34 

16.将来も所有(又は利用)を継続するか

(1)所有者の 3分の 2以上が、「将来も所有・居住を継続する」と回答し、「そのうち手

放す・引っ越しする」は20%強にすぎない。

(2 )賃借入では「そのうち引っ越す」が50%を超えている。

①将来も所有・居住 5 7 64.77 

②そのうち手放す・引越 2 0 22.73 

③分からない 1 1 12.50 

①将来も所有・居住

11 

4 13.79 

②そのうち手放す・引越 1 6 55.17 

③分からない I I 9 31.03 

17.建て替え・マンション生活などの公的相談について

(1)所有者では公的相談を「利用したし¥Jが51%、「分からない」が42%である。

(2)賃借入の回答は「利用したい」と「分からない」が共に40%台である。

①利用したい

②利用したくない

③分からない



18. 自由意見への記載

①利用したい

②利用したくない

③分からない

48.28 

10.34 

41. 38 

60%近い回答者が、何らかに意見を記入している。賃借入も58%が記入している。

(記載内容は別紙参照)

li|;:: 

19.自由回答の内容 (年齢.性別)

1 .マンションの安全性について

(設備・構造)

u 
u 

5 0 56.82 

3 8 43.18 

1 7 58.62 

1 2 41. 38 

①地盤沈下、周辺の空洞地下が心配。都営12号線工事での疲労影響&ゆがみ (42.女)

②建物が古いせいか、たまたま上の階の人きせいか、どちらか分からないが足音が響く。

(44.女)

③上下(特に上階)の音が気になる (62.女)

④音がひびきやすい(17)

⑤水回りの設備が古い(洗面、風呂、トイレ、台所)狭い。内装が古くたてつけが悪く

なってきている。床のきしみ音など。ベランダが狭い(41.男)

⑥地震の時、すごくゆれる不安 (32.女)

⑦構造自体の古さ(避難路等)(14) 

⑧建物の老朽化で災害時が心配(61.女)

⑨安全では決してない。自分で可能な限りのことしている…運のみ (65.女)

⑩火災、地震に対する不安。消防車がスムーズに入・出不可能。 (65.女)

⑪1階部分が車庫になっているので、連結壁がないので被害は大きいと思う。 (71.男)
⑫今までは、いろいろ早めに修理していますが、今後が段々恐ろしい感じです。 (58.

女)

⑬賃貸ですが、 1度もリフォームして形跡がないため設備晶が古い。コンセント等のネ

ジがゆるむetcの不満があります。又風呂場はカピやすくバランス釜のため不便であ



る。給湯に不満がある。建物全体が汚れている。建て替えの時期は見当がつかず、今

後他のマンション購入についても同様である。 (51.女)

⑭特に水道管の老化が著しく進んでいると思われる。 (71.男)

⑮管理費を毎月払っているのに給水管を替えてほしい。黄色い水が出てとても料理に使

えない。 (30.女
⑮高層のためエレベーターが3台あっても待つ時間が長い (31.女)

⑪衛星放送の受信が悪い。ケーブルテレビなし。アンペア容量が小さい。 (48.男)

⑮ゴキブリなどの駆除ができない。しても隣に行ってしばらくたっとまた戻ってくる。

管理事務所の聞いている時聞が短すぎる (9:00--18:00土日休)水道官のサビ。 (32.
女)

2.建物・設備の状態等について

①防犯で訪問者の自由なで出入りの制限。防犯カメラの充実。郵便受けのチラシの制限。

エレベーターの防犯。特にエレベーター内が見えるようにする。 (54.男)

②管理費の内、修繕費の積立金は少し高くてもしっかり確保する。そうしないと、中古

マンションになってからの出費が多くて、まとまりがつかなくなる(住民の意見が)。

水まわりが一番心配。各部屋内の事故が増えるので、各人の保険もしっかりかける方

が良いと思う。 (67.女)
③現在のマンションは小規模なため、現在築後23年で大規模修繕(エレベータ一、給-
排水管)交換工事が近年中に実施が必要と思われ、高額費用が予想され一寸心配です。

建物の現状はまだ大変しっかりしていると思います。 (62.男)

④収納スペースが押入れが一つしかない。部屋の中に物があふれでしまって狭く感じて

しまう。 (71.男)

⑤給・排水管、電気系統等の修理が容易にできるような建築法がないものでしょうか。

鉄筋コンクリート造の耐周年数は実際のところ、どの位なのか良く分からず不安。補

修をすれば、ある程度延長できるのか (61.女)

3 .建て替えについて

①築30年位たっているのに管理が不十分で、所有者の意見が一致せずに、管理組合も 2
分されているので、立地条件は良いマンションだが、建て替えるとなるとむつかしい。

水道管や排水管も古くなっているので、水もれ等不安になる。 (36.女)

②都心の割に環境に恵まれていて、このまま永住したいが、建て替え等の不安がある (6

4.男)

③老朽化してくると資産価値が問題になってくると思う。それと共に自分が年をとり、

建て替え等の時期に、その資金を払えない文は売れない状態になることが心配です。

(50.女)

④新築マンションは高すぎます。このマンションに関して言うと交通の便の良さは言う

ことありません。古くなればリフォームしてずっと住んでいたいのですが、先のこと

を考えると不安です。現在、会社からこのまま買って住むか、新しい所に引っ越すの

か選択を迫られています。建て替えのこと考えると引越ししたいのですが、条件にあ



う所がなくてこまっています。 (46.女)
⑤管理費と修繕費の積立てが少ないのに、次から次へと急ぎの修理が必要になり、美観

をととのえるための修理までお金が回らない。所有者の考えもパラパラなので、修繕

費の値上げもままならなし1。現在は、建て替え又は補強工事等考えられる年代だが、

20年先は、それに反対する立場になっているだろう。とにかく不安、不満でいっぱい。

( 41.女)
⑥古いマンションは補修が大変で、建て替えがむつかしいと思う。 (45.女)
⑦日常の買物と交通の利用にとて便利な場所にありますが、築年数が古いので居住スペ

ースが狭く、リフォームするにも出来ない状況にあります。又建て替えの時、主人が

定年後だったら、とても無理だと思い、この先がとても不安です。 (35.女)

⑧独身で高齢者の親と同居しているので、建て替えについても今の経済や自分の年齢を

考えると、早く結論を出してもらわないと選択の余地がなくなり不安です (50.女性)

⑨とてもよく出来ているので何も心配していません。ただ築25年なので建て替える時期
には私も80歳を超えているでしょうから、経済面・健康面でどうなっているか心配で

す。子供が独立し主人と 2人暮らしです。主人の意見はちょっと異なると思います。

(59歳.女性)

⑩地震のことを考えると、そろそろ建て替え時かなと思う。 (61.女)

⑪(建て替え時期は)10年は無理だと思う。 7年が限度。 (60.女)

⑫建て替えについて、間口がせまい。 (67.男)
⑬無理ですが、もっと自由に建てられたらきっとうれしいでしょうね。一度住んだらで

きるだけ居たいと思います。より一層住みよい環境になることを願っています。皆様

の努力に期待しています。頑張ってください。 (44.女)

4.マンション生活について

(良い居住感)

①一般常識を守ればこんなに住みやすい所はないと思う。(隣の方でも挨拶でよい)(5 

1.女)

②住むとうことではマンションは一軒家よりも便利。これからもマンションに住むつも

り。 (26.女)

③不必要な近隣の付き合いが無いのでプライパシーが保てる。掃除が簡単。出来ればベ

ランダ部分にサンルーム等、パスルームに窓があればよりベター (51.女)

④一戸建てに比べ生活スペースがワンフロアーとなって便利という利点があります(高

齢者には良い)(39.女)
⑤集合住宅における良さは、一戸建ての様な面倒な官理がいらないということと、プラ

イパシーが守られるということ。その半面、隣の住人がいるのか分からないという不

安な面もあり、特に問題になっているお年寄りのひとり暮らしなどは、隣同士で気に

掛けるようにしなくては、いけないのでは…と思っています。 (36.女)

⑥当マンシヨンは全ての管理が良く、管理員さんが小包や書面などを預かつてくれ留守

の時にはとてもよい。 (51.女)

⑦ 1ヵ月に 2回は集会を開いて反省や皆が楽しく暮らせる様話し合いをしていますの



で、私どものマンションは自由で、明るい礼儀正しい住民ですので私も楽しく生活し

ています。 (49.女)
⑧私はマンションに生まれ、ずっとマンション暮らしです。ここにうつってきて 4棟目

になります。防犯や台風の際のメンテナンスを考えるとマンション以外不安で住めま

せん。ライフスタイルで住みかえてゆくマンション暮らしが今後も続くと思います。

(33歳.女)

⑨当面は満足している (71.男)
⑩来年出来上がる新築マンションに引越し予定。新しく出来るときは設備も何もかもと

てもよく出来ている。都心の生活者にはマンションは便利で安心で、きる。大きな災害

も頭にあるが、具体的には何も対策を考えていない。 (54.女)

⑪近隣の接触が少なく、気が楽。将来はペットの飼えるマンションに引っ越したい。 (3

5.女)8

⑫現在住んでいる環境は騒音の不満はありますが、交通使、公園が近くにあること、公

共施設の図書館、老人福祉等が近くで、淋しい思いはなく、ずっと住んでいたい (62.

女)

⑬向かい側にアサヒ飲料の土地と現在進行中の物件が立たないうちは、見晴らし明る

さ、太陽がいっぱい、おふとんを干したりで、とてもいい所だと気に入っている(屋

形船は通るし、暖かいしで)。古いのを買ったので特に気にしないが、向かいにすぐ

新しい建物が立つことになり、それは都会だから仕方がないとしても、すごい音で驚

いている。 (37.女)

(マナー・ルール)

①ベットを飼えないように規制すべきだと思います。 (72.男)

②駐輪場がなくバイクを路上駐輪しているので心苦しし」投げ込みチラシをさばくター

ゲットにされているようで裏ビデオや売春の類の物を子供を抱える世帯がどうしてい

るのか人ごとながら心配。 (29.男)
③居住者の層がまちまちで、団体生活を行う上での意識や常識が不足している居住者が

多い。居住者が逢っても挨拶をしない。ゴミの出し方も指示通りになっていない。や

たらにタン、ツパを吐き散らす者がいる等々。 (71.男)
④自転車置場がないためエレベター内に持ち込んで、廊下に置いている人が多数いる。

どんな人が住んでいるか分からないので、エレベーター内に一緒するとゾーッとする

場合もある。無責任な住まい方で迷惑をかけることに無意識な人が多い (70.女)
⑤ハトの糞害に悩まされている。ベットは禁止のはずなのに、隠れて飼って他人に迷惑

をかけている人がいる。所有者の中には常識のない人もいて残念に思う。 (42.女)

⑥ベット(犬猫その他)は飼うことをきんじられているが、守らない人がいる。近隣に

迷惑をかける様な事はやめて欲しい (59.女)

⑦ベットを飼わないように規制すべきだと思います。 (72.男)

⑧築25年の当マンションに於いて、管理人はいますが表玄関口や裏駐車場から自由に人
の出入りがあるため、ひんぱんにセールスマンや新聞勧誘が来るなど、防犯面にも不

安がある (53.男)



⑨モラルの低下を感じています。共用部分でのゴミちらかし、犬・ネコの排尿の始末、

落書き等(47.女
⑩1 F. 2 Fに商庖があるから、あまりきれいではない。 (26.女)
⑪10階建ての下4階の半分のスペースまで賃貸事務所等のゲタパキ住宅。 2ヵ所ので出

入口が、いずれも自動ドアになってしまった(住民の許可は得ていないところで)。

子猫でも自由に出入り出来る状態であり、防犯対策に非常に気掛かりです。 (64.女)

(マイナスの居住感)

①近所のつきあいが少ない。北側で日光の恩恵を受けられない。 (67.男)

②居住者の交流が希薄になりがちです(13)

③連帯感がない。 (64.男)

④毎日の生活が落ち着かない感じがします。狭いせいか木のぬくもりがなく息がつまる

時がございます。 (53.女)

⑤20年以上もマンションで生活していると、便利さにおいては申し分ないが、やはり土

の香りがほしくなる。若い聞は良いが、年齢が高い場合は風通しの良い日本風家屋に

住みたいと思う。 (60.女)

⑥ベットを飼っているので気兼ねする (50.女)

⑦価格が高すぎる。メンテナンスが面倒 (29.女)

5 .区分所有及び管理組合について

①マンションの家族構成(高齢者.就学子女、共働き、独身)、使用目的(住居、賃貸、

社宅、事務所、倉庫)等多様イじし管理が難しくなっている。これに関連し、共用部分

のマナーが壊れかけている (65.男)

②管理会社が破産して後継に困っている。 l棟の建物に 1--4F(元地権者) 5--10F 

(等価交換売却)の管理組合が2つある。

管理組合に代表となる人材がいない。所有者が転貸して入居者が組合の意義が分から

ない。管理会社の適正な会社が得られない。 (70.男)

③総会があっても、なかなか話がまとまらない。 (59.女)

④管理費の不払い対策が必要。 (54.男)

6 .マンション供給について

①今のマンシヨンを売却するとしても価格が下がって、新しいマンションを購入するに

は不安も負担も大きい (47.男)
②これから先の新築マンションは配官スペースを確保してリフレッシュをやりやすくす

ることや、フローリング文は畳と床スラプの閣のスペースを収納スペースとするよう

な工法を実現してほしし¥0 (62.男)
③外観重視で乾燥機使用は生活健康上論外。太陽光線の入るマンシヨン重視。駐車場低

層部に確保。宅急便預かり不可の管理室ORスペースを考慮。相変わらず上下階騒音

苦情あり、その改善策(子供がどもり始めたりする友人もいます)(42.女)
④将来リフォームするとき、しやすい設計にしてほしい。(13)
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⑤マンションを売り出す時には、耐周年数を明確にし再建時の一時金、積立ても制度化、

助成金融制度など設定できないものかと思う。 (48.男)

⑥マンションが乱立している。都市計画等見直しが必要な時期ではないか (57.男)

⑦ヨーロツパのアパートのような長い歴史のある建物はまだないらしいが、その例にな

るような息の長いンションであるように願っている (37.女)

⑧日本における、いわゆるマンションの歴史も欧米諸国に比較し浅い。 21世紀に向け学

生の皆さんで研究され「わが国のマンションはこれだ」というものを創り出してほし

い。 (65.男)

⑨収納を重視、交通便、買物(スーパ一、ディスカウントショップ)への便の良さを考

え、今年購入しました。新しくいろいろな物件がありますが、昔ながらの最小限の(エ

アコン、収納大きな場所)をいつまでも大事に作って頂きたいです。 (26.女)

⑮今の建物(マンション)は部屋が狭い!もっと広い家がこれからとんどん増えていけ

ばいいと思う。それと地震に強い、じようぶで一生こわれない家が建ってほしい。も

っと研究してほしいと思います。頑張れ!!(17.女)
⑪投資額が回収できるなら買い換えたい(41.男)

6 .規制緩和
( 1 )規制緩和に肯定的な意見

①現在程度の制限でよいが、建て替えの場合は、同等にしてほしい。 (47.女)
②高さ、大きさ制限は耐震であればよいが、絶対はありえないので高さ、大きさに見合

った周辺or安全地帯の確保を厳しくすべきである (48.男)
③状況に応じて対処がいる (54.女)

( 2 )規制緩和に否定的意見
①制限は必要。ただしその「質J(厳しさではない)の検討は必要。 (38.女)

②周囲の建物が高ければ高くてもよいと思うが、低い中にはあまり良くないと思う。ど

っちにしても建物閣の距離が一番重要なのでは (29.男)
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1-19 アルミニウム合金の住宅への活用方策に

関する研究

アルミニウム建築構造研究会

すまいとアルミ研究会

座長 伊東豊雄
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1 .研究題目 アルミニウム合金の住宅への活用方策に関する研究

研究実施報告書の内容
1.研究題目 アルミニウム合金の住宅への活用方策に関する研究

2.機能分担

3.研究の動機

4.研究の目的と成果

5.新しい住空間の研究方法

6.研究内容詳細

2.機能分担

(1)アルミニウム建築構造推進協議会 「住まいとアルミ研究会J:基本コンセプトの策定と基本設計

座長 (株)伊東豊雄建築設計事務所 代表取締役伊東豊雄氏

委員 (株)難波和彦十界工作舎 代表取締役難波和彦氏

委 員 (株)佐々木睦朗構造計画研究所 代表取締役佐々木睦朗氏

委員 (株)飯島建築事務所 代表取締役飯嶋俊比古氏

(2)向上 住まいとアルミ研究会WG:詳細検討

司会 (株)難波和彦+界工作舎 代表取締役難波和彦氏

委員 (株)飯島建築事務所 代表取締役飯嶋俊比古氏

(有)内山協ーデザインスタジオ 代 表内山協一氏

(有)岩津晴彦デザイン事務所 代 表岩津晴彦氏

(株)イゼナ 代 表前田誠一氏

住友軽金属工業株式会社(株) 課 長鈴木 稔氏

スカイアルミニウム(株) 音日 長高木邦年氏

新日軽(株) 音日 長木村 律氏

ミサワホーム(株) 次 長平田俊次氏

不二サッシ(株) 主 任西本直史氏

(3)向上 事務局:プロジェクトの総括

藤池瑞芳、国枝明

3.研究の動機

「アルミニウム合金による新規市場の創出と拡大j
アルミニウム合金は、現行の仕様規定型の建築基準法では、未だ材料強度等が定められていな

いため、 一般の構造設計者にとっては、極めて使いにくい材料として取り扱われてきた。しかし、



規制緩和と行政改革の推進の一環により、平成10年6月12日、「建築基準法の一部を改正する法律J

が公布され、性能規定型建築基準法が平成12年6月までに施行される予定となった。アルミニウム

建築構造材が一般化され、建築設計規準が公的に認知されて、新しい建築構造材として各方面に

展開され、アルミニウム合金の特性を活かした建築物による建築界へのサービス(何を貢献するか、

何を提案するか、何をコーディネートするか)を積極的に進める時代が迫ってきた。

当協議会は、性能規定化した設計規準の策定と建築構造材としてアルミニウム合金の一般化を

実現させることを目標に事業を展開し、「アルミニウム建築構造設計規準(案)j、「アルミニウム

建築構造物の耐火設計規準(案)jの整備充実を完了し、引き続き、「性能規定化委員会Jにより、

建築基準法の性能規定化への対応を推進し、性能規定化に対応した「設計規準類・同解説Jを策

定し、アルミニウム建築構造材の新検証法として公的に認知を頂くよう努めている。

市場創出活動の推進としては、建築界へのアルミニウム建築構造物の実績紹介、著名な建築家

(原 広司氏、内井昭蔵氏、伊東豊雄氏、斎藤公男氏、黒川雅之氏)を招鳴し、建築界に向けてア

ルミニウム構造の特長と優位'性についての講演、各種設計規準類の解説を行ってきた。

更に、産学官の学識経験者の参加による「市場開発プロジェクトチームJにより、アルミニウ

ム建築構造について、設計インフラを整備し建築界へ発信すると共に、アルミニウム合金による

木造住宅開口部の耐震補強については、建設省建築研究所、(社)日本カーテンウオール工業会と

の共同研究により、アルミニウムフレームによる住宅関口部の耐震補強方法が有効であることを

検証した後に、実用化研究を推進している。

アルミニウム合金は、サッシ、カーテンウオールの普及において表皮景観の形成にはその特長

と美観が高く評価されてきたが、必ずしもデザイン的に優れているとは言えないようであるとの

指摘も受けている。表皮景観から構造景観までアルミニウム合金の特長を活かした住宅のデザイ

ンコンセプトの追求と具現化について、建築家伊東豊雄氏を座長とする「住まいとアルミ研究

会」が、平成10年2月6日発足し、住宅へのアルミニウム合金活用の具体案を検討してきた。

本研究会は、アルミニウム合金を住宅に活用するデザインコンセプトの追求から始め、具体案

を構築する過程において、これまで蓄積した技術、押出形材のリブ補剛効果の研究、形材の有効

デザイン、建設省建築研究所との共同研究による新規技術(開口部を保有する住宅の安全設計法)、

各関係業界の新規技術等を有効に活かした方向に展開し、事前評価用の住宅模型を製作して、長

期にわたる安全性、快適性、耐久性を満足して、よりニーズ、に対応する提案をする。

4.研究の目的と成果

(1)本研究の目的は、住宅性能の向上にアルミニウム合金は何を提案するか、住宅からエクステリ

アまで、具体的な青写真を作製し、工業化住宅システムを提案することである。

(2)期待成果は、アルミニウム合金の特性を活かした住宅への活用方法と住宅案を提案し、具体的

に試作段階から生産段階へ展開し実用化を目指すことである。本研究は、アルミニウムの構造



材への適用に関連する研究の一環であり、アルミニウム合金の特性を踏まえた利用技術のーっ

として住宅へ展開する一方、当該技術の蓄積によって、 戸建て住宅、集合住宅のみならず、各

種事務棟、別荘、ピル屋上開発、仮設建築物としての新たな展開が可能である。

具体的には、本研究の成果をリサイクル材料の最大限の有効活用により循環型社会の構築を

目指し、且つ即効』性の景気振興策として経済効果をもたらすよう配慮して、 NEDO即効型提

案公募事業「エコ素材住宅の技術開発」の受託研究開発に発展的にステップアップした。

5.新しい住空間の研究方法

日本では、都市建設、住宅建設において、新規性の追求から転換して、持続的な可能な豊かさ、

持続的感動をもたらすコンセプトにより都市計画、住宅計画が見直されている。特に、阪神淡路

大震災により、建築物の長期にわたる安全性の担保と長期耐久性の確保による優良資産のストッ

クが重要な事業であることが認識され、素材の特長を活かした、素材の魅力を引き出す根元的な

物の必要性が認知されてきた。

新規投資においては、長期にわたる安全性、耐久性、快適性が要求される一方、増大する維持

更新投資の効率化と抑制が見直され、長期にわたるストラクチュアの機能維持と短期に改造可能

なインフィルとの組み合わせが新しいニーズに対応するために提案されている。今後、日本では、

フロー的な建築 ・構造とストック的な建築 ・構造との調和、相互補完が、新たな価値を生むため

に必要となると考えられる。

( 1 ) アルミニウム合金のコンセプト

アルミニウム合金活用のコンセプトを、下記の視点より検討する。

1)地球環境保全と資源保全観点より、リサイクル材として有効活用することができる。

2)多様なニーズに対応して、デザインの多様な選択肢とレイアウトの容易な変更が評価される。

3)軽量性とデザイン性により狭小密集住宅等において簡単施工性を発揮する。

4) 耐久性により長寿命建築の保証とメンテナンスフリーにより維持更新費用の縮減が推進できる。

5)軽量による簡単施工性がイニシャルコストの縮減を、長寿命とメンテナンスフリーがトー

タルコスト(LC C)の縮減を推進する。

(2)工業化住宅のデザインコンセプト

近年の技術の進展と経済のめざましい発展のなかで価値観の多様化が進み、住宅に対する社会

的な要求も変化をしている。住宅に対して単なるシェルター左しての役割に加えて、より快適

で、より人間の感性に応えるデザインの住宅が要求されると共に、構造設計に対しても、安全

性と使用性、居住性をより明確に設定できる設計が求められている。住宅におけるアルミニウ

ムの新規需要を下記のコンセプトにより掘り起こすシナリオ作りを行った。

1) アルミニウム合金の特性を最大限に生かした住居

2)エネルギー・コンシャス・デザイン



3)新しい家族像とライフスタイルにふさわしい住空間

4)社会に聞かれた住居

5)近未来住居にふさわしい空間の質とイメージ

(3)研究ステップ

1)ステップ 1:技術の現在位置を確認し、更に類似住宅の現状と問題点を把握した後に、今後

想定される問題・課題について意見交換を行い、居住性特に結露、発音等の実

態と対策について情報収集した。

2)ステップ2:4人の建築家および構造設計家によるブレーンストーミングを実施して、各種

性能を満足する住宅のデザインコンセプトを明確にした。

3)ステップ3:デザインコンセプトの評価により具現化と絞り込みを行い、実行可能案に仕上

げた。会員および協議会の指導委員の協力により技術的課題と経済的課題の解

決案を検討した。具体的には、(財)トステム建材産業振興財団の助成による「押

出形材のリブ、補剛効果の研究J、建設省建築研究所・(社)日本カーテンウオー

ル工業会との共同研究「アルミニウム合金による木造住宅・庖舗等の耐震補強

に関する研究J等の有効活用を図る。

4)ステップ4:成果のまとめと中間報告

5)ステップ5:技術的、経済的評価とコンセプトによる事前評価を実施し、模型住宅、青写真

等により具体的提案を報告書として発表した。

6.研究の結果

研究の成果を「アルミエコハウス」と題して別紙にまとめて報告する。なお、検討結果を図面

に整理して添付する。



アルミ・エコハウス

「住まいとアルミ研究会Jでは、これまで約 1年をかけて、アルミニワム合金を構造体に使った

都市住居のプロトタイプ「アルミ ・エコハウスJの開発を進めてきた。現在、そのシステム ・デ

ザインがほぼ終了した段階である。細部においては、まだ多くの技術的問題が残されているが、

基本的なプログラムは確定したので、その概略を紹介してみたい。

アルミ ・エコハウスは、近未来の都市住居のプロトタイプとして構想された。そのために、住ま

いに関する以下のような現代的問題に総合的に答えることをが試みられている。

1.アルミニウム合金の特性を最大限に生かした住居。

アルミ ・エコハウスでは、構造体だけでな〈、外壁、屋根、開口部、床版、間仕切といった建築

要素をアルミニウム合金で作ることを試みる。すなわち住まいを構成する建築要素を可能な限

り部品化、工場生産化し、現場作業は最小限の組立作業に限定することをめざしている。アル

ミニウムの加工性、軽量性、精確さを生かしながら、単純な作業で組立可能な構法を考案し、

工期を大幅に短縮することも重要な目標である。これによって、在来木造と同程度の技術によ

って建設することが可能になるだろう。

構造システムは耐震要素(偏心プレースや耐震壁)を組み込んだ軸組構造とし、構造部材はアル

ミニウムの加工性を生かした押出形材を新たに開発している。外壁、開口部、屋根は断熱性能

の高いパネルシステムとし、外側から構造体を包み込むように取り付けることによってヒート

ブリッジを防いでいる。さらにアルミニウムの全面的な使用は、住居全体のリサイクル'性を高

め、環境負荷を抑えることが期待される。

2.エネノレギー・コンシャス・デザイン。

これからの住居は、消費されるエネルギーを最小限に抑えるだけでなく、自然のエネルギーを

最大限に利用できるようなシステムをもつことが必要である。

アルミ ・エコハウスでは、断熱 ・気密性能を今まで以上に向上させるとともに、日本の伝統的

な軒下空間を現代的に翻案した 「屋外室」や、太陽電池システムを組み込んだ「夕、、ブ、ルスキン(二

重皮膜)J屋根によって、日射や通風を制御し、ダイレクトゲインを最大限に利用する平面計画

と構法システムを考案している。

さらに水の蓄熱性能と自然対流を利用した暖房システム「アクアレイヤー ・システム」の組込

を試みている。アクアレイヤー ・システムは住居全体の熱容量を高め、室内気候を安定化させ

るだけでなく、アルミニウムの熱伝導率の高さと相まって、アルミニワム部材への結露を防ぎ、

構造体の防火性を高めることも期待される。

エネルギーシステムは、太陽電池の効率的な運用、アクアレイヤーシステムとの組み合わせと

いった諸条件を考慮して、電力を中心としたシステムを構築し、給湯熱源としては深夜電力利

用を考えている。



3.新しい家族像とライフスタイルにふさわしい住空間。

これからの家族においては、今まで以上に家族相互の関係、は緩やかになり、家族のメンバーの

自立性が強まるようになるだろう。しかし同時に、それを補完するような家族相互の暗黙のコ

ミュニケーションが求められるようになることだろう。

こうした緩やかな家族関係にふさわしい住空間として、アルミ ・エコハウスで、は最小限の間仕

切りによって仕切られた「場Jのような空間を提案している。それは、家族メンバーが緩やか

に固まれた各人のコーナーを持ち、プライパシーを守りながら、お互いの気配が感じられるよ

うな一室空間的な住居である。間仕切は家族構成の変化に応じて簡単に移動することができる

ようにしつらえられる。

さらに2世代、 3世代が一緒に住めるようなバリエーションも考えられている。

4.社会に聞かれた住居。

これからの家族においては、家族相互の関係が緩やかになることに並行して、家族と社会の関

係も緩やかに開かれたものになるだろう。これに呼応して、住空間もプライパシーを守りなが

らも、外に対して聞かれた空間になることが予想される。

アルミエコハウスでは、屋外室を施工積極的に活用することが試みられている。屋外室は住空

間の一部として屋外生活を楽しむ空間であるとともに、住まいを柔らかく外に開くための緩衝

空間となっている。これによって密集地域においても「聞かれた住ましリを実現することが可

能である。こうした媒介的な空間を内蔵することによって、アルミエコハウスは一戸建て住居

としてはもちろん、連続住居への展開やサポート・インフィル(sI)システムの住戸ユニットと

して立体的な集合化への展開も可能なプロトタイプとなっている。

5.近未来住居にふさわしい空間の質とイメージ。

アルミニウムは金属でありながら、木材のような軟らかさを備えている。

アルミエコハウスでは、そのようなアルミニウムの現代的なテクスチャーを最大限に生かしな

がら、これまでの伝統的な住居イメージを脱却した軽快で透明な空間をめざしている。アルミ

ニウムの柔らかな外装、単純な形態、ダブソレスキンと屋外室といったデザインボキャブラリー

は、住居デザインに新しい近未来的なイメージをもたらすだろう。
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アルミニウム外装建材のメンテナンスの実態調査と研究

社会は常に高品質・高付加価値の建築物のストックを必要としている。近年は特に地

球環境・資源問題などから、既存建築物を良質な社会資本として維持・保全するための

関心が強まっており、今後は新築・新設物件に対し改装・リフォームの比率が益々高ま

ることが予想される。

現在までに建設したビル建築物は大いなる資源と言うことが出来る。しかしこの資源も

自然に放置されていてはいずれ劣化が起こり再生不可能になる。健全な状態をいつまで

も美しく保つためには再生可能な時期に手を加えることが必要である。加えて環境汚染

により外装材を劣化させるスピードが想像以上に早くなってきているため放置すると

美観回復が困難になるばかりでなく、外装材そのものの損傷をまねき、腐食などに至れ

ば修繕には莫大な費用を要することになる。

最も簡単な維持保全の方法は洗浄・清掃である。正しく有効なメンテナンスを行えば、

建築物の寿命を飛躍的に延ばすことができ、大きな経済的利益を生むとともに C02排

出削減にもつながる。

現状の定期的なビルメンテナンスは床清掃・トイレなど建物の内部が中心であり、建

物外装はガラス清掃が行われているに過ぎず、アルミニウム外装建材へのメンテナンス

の重要性があまり理解されていない。アルミニウム外装建材は錆びにくく、汚れも建物

の機能に直接影響がないというのが一般の認識であるからそのまま放置されるものが

多く、気がつくと劣化という状況での対応ではアルミニウム外装建材メンテンスの実効

はあがらない。

アルミニウム外装建材のメンテナンスについては、昭和 61年に建設省総合プロジェ

クトの一環としてまとめられた「外装仕上げの耐久性向上技術」や外装建材団体による

調査結果があるが、いずれの内容も建物所有者・使用者が外装建材の汚れ段階でのクリ

ーニングメンテナンスを啓蒙する領域までには踏み込まれていない。

本調査研究はビルオーナー・ピル管理者を対象にアルミウム外壁クリーニング状況・

意識のアンケート調査を行った。当調査研究によって、建築物維持管理におけるクリー

ニングの実態認識を深め、アルミニウム外装建材の維持保全に向けての関係者としての

行動すべきことが明らかになった。

今後、ビルオーナー・ピル管理者にアルミニウム外装建材のクリーニング効果を認知さ

れるように適格なる技術情報・診断システム・クリーニングマニュアル策定へ基礎資料

として反映させたい。

なお、この調査研究は平成 10年度(財)トステム建材産業振興財団の研究助成による

もので、この場をお借りして、謝辞を表わします。

平成 12年 3月 16日

アルミニウム外装維持保全研究委員会
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「アルミニウム外装建材の維持保全に関するアンケート」結果のまとめ

|・有りロ織し|
L 」且一 一一一一一一且一一一一 一一~一一一

1. クリーニング状況について 外装

「窓ガラス」のクリーニングは生活習慣化
窓がラス

し、クリーニング方法も定着している。しか
室肉床

し「外装」クリーニングについてはその必要
流し等水回り

性の認識度が少なく、クリーニング方法や技

術などが明確になっていない。

「窓ガラス・室内床・水回り」は定期的にク

リーニングが実施されているが、外装クリー

ニングでは不定期が (50%)と多くなってい

る。しかもクリーニング無しが(:36%)と外

装クリーニングの度合いが低い。 5-10年に

一度の低レベルである。

2. 維持管理費について

維持管理費用に占める清掃費の割合は、外

壁費用 (4%以下)と非常に低い。

>10 

さ1.1-10
詰0.1-1
楓く0.1。

画京子ル・事務所ロその他|

o 20 40 60 

割合(%)

表4 当該建物の外壁費用
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照明器具等

。20 40 60 80 100 
割合(%)

奈 1 ケ 1)ーニンゲの右鋸

|・定期ロ不定期|

外装
F 

。20 40 60 80 100 
割合(%)

表2 クリーニングの状況

(年平均実施回数)

ホテル 事務所 その他

外 装 1.0 0.4 0.6 

窓ガラス 8.8 6.5 4.7 

室内床 87 39 98 

流し等水田り 187 116 126 

照明器具等 1.3 0.6 4.3 

表3 各部のクリーニング実施状況



3. 外装クリーニングの必要性

建物外観が気になるは (85%以上)を占

め、気にならない回答でも建物が新しいこ

とや現在メンテナンスが良く実施されて

いるからであり、ほぼ全数が建物外観は維

持していく必要性を強く感じている。気に

なる汚れの内容は、「窓ガラスの汚れ」よ

りも「塵壊・煤煙などの付着物汚れ」が気

になることは特徴的である。

外装クリーニングの必要

性について「必要である」

は (82%)で、その理由は

「劣化防止ができる」が一

番多く、ついで「美観の回

復の見込みがあるJr建物

のイメージアップJr資産

価値維持の向上」の順であ

4. 外装クリーニング情報

の入手先

情報の入手先については、外装クリーニング

会社が最も多く、ついで建

設会社・建物管理会社・建

材メーカーの順であった。

建材メーカー・専門誌が少

なく下位にある。特に関係

団体からは0の状況であっ

った。

た。

|・ホテル園事務所ロその他 |

…になる十L_I I I 
気になる・・・・・・E圃置画題麗圃 | 
ねらない匝[]I I I I 
o 20 40 60 80 100 

割合(%)

表5 外装汚れが気になります

1・ホテル園事務所ロその他|

美観の回復の見込みがある

建物のイメージアップ

資産価値維持が向よ

周辺環境調和上必要

建物性能のバランスをとるため

経済効果が期待できる

劣化防止ができる

環境・資源保全

。 5 10 15 
件数

20 

表6 外装クリーニングを必要とする理由

|・ホテル園事務所ロその他 |

陸針事務所

建設会社

建材メーカ

建物管理会社

外装クリーニング会社

聞係団体

専門誌

その他

4 6 

件数

表7 外装クリーニングの情報入手先

。 2 s 10 

A
吐



アンケート送付有効数ヌ~ 1件‘アンケート回収数30件回収率 13%と低い。このことは、

建築物管理者の外装クリーニングに関する意識の低さと言うより、外装工事関係者の外装

クリーニングの必要性のアピールの無さによることと思われる。

1.当該建物の概要・履歴について

使用用途

一ホテル

事務所

その他

。 5 10 

件数

15 

使用用途の分類は、ホテル、事務所およびそ

の他とした。ホテル、事務所等併設している

場合には、主たる用途で分類した。その他に

は、研修センタ一、病院、集合住宅、美術舘

等がある。

自社、賃貸の区別は、自社で少しでも使用

している場合には自社とした。

峻工年 |・ホテル・事務所目その他 |

1961-1970 

1971-1980 

1981-1990 

1991-1999 

無回答

。 2 4 6 
件数

8 

今回アンケートの当該建物の竣工年は、 60年

代が少ないものの、 70年代、 80年代および

10 90年代と、各年代の建物についてほぼ同数の

解答が得られた。

改装置塵 幅五石E面忌務有E芸石iuil

行った

行っていない

無回答

。 5 10 

件数

約半数程度が改装を行っている。改装までの期

間は、長い所で30年、短い所で3年の回答が

あった。

改装では、外装および内装共に同程度行われて

15 おり、同時に行うケースが多かった。
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2.当該建物の外装仕上げの種類(複数回答)

アルミニウム

9イル

コンヲリート

カ.ラス

石材

ステンレス

その他

。 5 

ー豆E・事務所ロその他|

10 15 20 25 30 

件数

当該建物の外装に使用されている種

類は、サッシ等を含めると、アノレミニウ

ムが多く次いでガラス、コンクリート

(モルタル等含む)タイル等となってい

る。この結果からも、建物の外装仕上げ

材は、多岐にわたっていることが判る。

当該建物のアルミニウム外装材の表面処理(複数回答)

外装仕上げの種類

|・アルミ色図塗装・電解着色白朱使用|

外.

サッシ

。 20 40 60 
割合(%)

80 100 

アノレミニウム外装材の表面処理仕上げの種類

の回答では、アルミ色および電解着色仕上げが

(約60%) と多かった。アルミニウム外装材

の一部で塗装仕上げ(約 15 %)があるが、こ

れはフッ素系塗装で比較的新しい建物で使用さ

れていた。

ホテル

外装

サッシ

事務所

外装

サッシ

その他

外装

サッシ

。 20 

。 20 

。 20 

40 60 

割合(%)

40 60 

割合(%)

40 60 

割合 (0/0) 

80 

80 

80 

100 

100 

100 



3.当該建物のクリーニング状況について

3-1 クリーニングの有無

全体 |・有り回線し|
ホテル

外豊富 外厳

買Eガラス 窓がうえ

室内床
室内床

流し等水回り
涼し等水回り

照明器具有事

照明書器具等。 20 40 60 80 100 
割合(%) o 20 40 60 80 100 

割合(%)

クリーグの実施状況は「室内床水回り | 事積所
窓ガラスj の実施率は (97%以上)の高い値に

ある。
外量産

「ホテル・事務所J建物においては (100%)I 窓カ.ラス
である。

次いで「照明器具Jも (85%) と高いほうで| 室内床

あるが「外装」に至つては (65%) と低い。 I
このことは「室内床・水回り」のクリーニング

流し等水回り

は室内清掃の習慣・滑潔感・健康影響によるも| 照明書'具司事

のと推察される。さらに「窓ガラスJのクリー

ニングは室内照明 明るさの維持と社会 日常| 。20 40 60 80 100 
割合(%)

生活習慣として定着していることによる。クリ

ーニング方法も定着しているといえる。

しかし外装クリーニングについてはその必

要性の認識度が少なく、クリーニング方法・技
その他

術などが明確になっていないことに起因してい 外.

ると考えられる。

望B1J";̂

室内床

流し等水回り

照明書1..

。20 40 60 80 100 
割合(%)
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3-2 クリーニングの状況

全体 |・定期目不定期|

ホテル

外装 外量産

窓ガラス lf8ガラス

室内床 室内床

流し等水回り 流し等水回り

照明器具等 照明縛具等

。 20 40 60 80 100 。 20 40 60 80 100 
割合(%) 割合(%)

「定期・不定期Jの要素においては、「窓ガラ
事務所

ス・室内床・水田り」は定期的にクリーニング 外装

が実施されているが、「照明器具」は定期的クリ 窓ガラス
ーニングの実施が (77%) と減っている。外装

クリーニングでは不定期が (50%) と多くなっ 室内床

ている。「ホテル、事務所」以外の建物において
流し等水回り

は不定期のケースが (75%)と多くなっている。

建物の維持管理費においても外装のクリーニ 照明緑具等

ングが定期化されにくい現状がクローズアップ| 。 20 40 60 80 100 
されたと同時に、今後建物のライフサイクノレコ 割合(%)

ストにどう組入れるかが課題になってくる。

その他

外裳

.ガラス

室内床

流し等水回り

照明書審奥等

。 20 40 60 80 100 
割合(%)
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3-3 クリーニング場所と回数

外装 ー豆jレ.事務所ロそのf色l (固/年)

(回/年)
毎日

毎日

6-24 
6-24 

3-5 
3-5 

0.1-2 
0.1-2 

。 。
。 20 40 60 80 100 

割合(%)

(国/年) 室内床
(園/年)

毎日 毎日

6-24 6-24 

3-5 3-5 

0.1-2 0.1-2 

。 。
。 20 40 60 80 100 

割合(%)

(121/年)
照明器具

毎日

6-24 

3-5 

1-2 

。
。 20 40 60 80 100 

割合(%)

クリーニング回数は「水回り・室内床Jは(毎日......6

回以上/年)が多く、次いで「窓ガラスJは (6回以上/年)

が (67%)の割合でクリーニングされている。「照明器具J

は (1回以上/年)が (81%) と高い値にある。

しかし、「外装Jは (0.1......2回以上/年)が (54%)で、

クリーニング無しが (38%)と外装クリーニングの度合い

の低さがわかる。 5......10年に一度の低レベルと言える。
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窓ガラス

。 20 40 60 80 100 
割合(%)

涜し等水回り

『ー・。 20 40 60 80 100 
割合 (%)

畿各却のクリーニング実施状混
ホテル 事務所 その他

外装 1.0 0.4 0.6 

窓ガラス 8.8 6.5 4.7 

室内床 87 39 98 

流し等水田り 187 116 126 

照明B具等 1.3 0.6 4.3 

(年平均実施回数)



3-4 仕上がり状況の満足度

畑仕上がり状況・費用ロ象者の対応| 仕よがり状混

5 
5 

4 
制 4 

同 3
制

濃
E辺3

2 棋
2 

。 20 40 60 

割合(%) 。 20 40 60 

割合(%)

1 2 8 4 5 

不満 普通 満足 費用
満足度

5 

満足度の自由記述

水あかが残っている 4 

保護剤塗布により美観がよく汚れが付着するが
住6

日曜 3 

処理し易い 持E
きれいに汚れが除去されている 2 

目地の汚れが落ちない

もっと安くできないか

仕上がり状況に不満がある 。 20 40 60 

安全対策と節度をもった作業 割合(%)

クリーニング方法および効果の説明がわか

りにくし、

道路等通行人に気を付けて実施していた

材料に対する知識がない 象者の対応

5 

仕上がり状況の満足度の 3 (普通)以上につ 4 

いては (77%以上)で実施すれば納得のいく仕 制

上がりという回答であった。また、費用につい 日曜 3 

ては極端な回答はなく妥当との意見であった。 終

なお業者の対応については仕上がり状況と連動
2 

性が見受けられた。クリーニングを実施すれば、

仕上がり・費用など納得のいく結果が得られる

反面、なかなか実施することができないのが現
。 20 40 60 

割合(%)
状である。現行の維持保全仕様に外装クリーニ

ングが組入れられていないことが、建物ライフ

サイクルとして取り上げにくいと推測される。
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4.当該建物の維持管理経費について

81-100 

's. 61-80 

gmo 
富山O
0-20 

。

清掃貨の割合

10 20 30 

割合(%)

31-40 

's. 21-30 

S11-20 

511-10 

0-1 

平均34%

40 50 60 

外韓関係費用 平均9.3%

o 10 20 30 40 50 60 
割合(%)

外壁費用

>10 

ま1.1-10

富.au 山 -1
く0.1

。
。 10 20 30 

割合(%)

平均3.8%

40 50 60 

維持管理費用に占める糟掃費の割合は、建物の用途に関係なく (35%程度)が多い、清掃費のう

ち外装に当てられる費用は (10%以下)となり、さらに外壁費用となると (4%以下)と非常に低

い状況になっている。外装費用のほとんどは窓ガラス費用に当てられているようである。この(4%)

外壁クリーニング費用の低さを外装工事関係者は地球環境保全(資源、 C02問題)、地域環境保全

(景観・美観)より認識する必要がある。
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5.外装美観維持について

外装汚れが気になりますか

大いに気になる

気になる

気にならない

。

(複数回答)

画示子ル・事務所固その他|

20 40 60 

割合 (9も)

80 

どの様な汚れが気になりますか(複数回答)

100 

|・ホテル・司E務所ロその他|

塵挨・煤煙・車の排気ガス等の付着物汚れ

目地部分(シーリング材)周辺の汚れ

窓ガラスの汚れ

水きり部分周辺の汚れ

変色・退色等の色変化

鉄舗による汚れ

腐食・点食

フクレ./、ガレ

紛吹き等由化による汚れ

かび・聾類等の生物系による汚れ

。 5 10 

件数

15 

建物外観が「気になるJは (85%以上)を占め、「気にならない」回答でも建物が新しいこと

や現在メンテナンスが良く実施されているからであり、ほぽ全数が建物外観は維持していく必要

性を強く感じている。また、気になる汚れの内容は、環境・立地条件からくる「塵挨・煤煙・車

の排気ガス等の付着物汚れJが最も多く、ついで室外を見るときに気になる「窓ガラスの汚れj

と「目地部分(シーリング)周辺の汚れJが上位にある。また、「窓ガラスの汚れJよりも「塵挨・

煤煙などの付着物汚れ」が気になることは特徴的である。「由化Jrフクレ・ハガレJr変色・退色」
など材料の表面劣化を伴った項目のランクは低い。これらの劣化現象は美観回復が不可能もしく

は著しく費用のかかることが理解されており、美観維持に関しては初期汚れから手入れするとい

う必要性は認識されてきている。このことは、現実の建築物に採用されている外装材料の仕様に

おいて、「腐食・ハガレ」など材料面からの欠陥発生が生じているケースが少ないことによると思

われるが、「変色・退色・鉄錆・点食・フクレ・ハガレJを問題にしていることには代わりなく、

材料面・表面技術の向上そしてクリーニングの必要性を一層改善、研究することが望まれている。
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6. 外装クリーニングの必要性について

必要性 |・ホテル・事務所ロその他|

必要である

必要でない

o 20 40 60 80 100 
flJ合(%)

必要である

|圃ホテル・事務所ロその他|

提観の回復の見込みがある

建物のイメージアップ

資産価値維持が向上

周辺環境問和よ必要

建物性能のバランスをとるため

経済効果が期待できる

劣化防止ができる

環境・資源保全

。 5 10 

件数

15 20 

必要でない
画示子)~・事務所ロその他 |

汚れていない

経費の捻出ができない

経済効果が期待できない

改築予定

クリーニング方法が判らない

美観の回復見こみがない

建物のイメーシ.ア・yプの必要がない

建物性能のバランスをとる必要がない

。 2 3 4 

件数

5 



クリーニングの頻度

半年

1年

2年

3年

その他

。

哩空虫色里司E務所口その他|

10 20 30 40 

割合(%)

「必要である」は (82%)で、その理由は「劣化防止ができる」が一番多く、ついで「美観

の回復の見込みがあるjr建物のイメージアップj r資産価値維持の向上Jの順であった。
建物の用途別では大きな差は見られないが、ホテルでは「劣化防止」より「美観回復」の方

が多いのに対し、事務所では「劣化防止」が多かった。

「必要でなし、」理由としては、「汚れていなしリ「改築予定」というはっきりしたものの他に、

「費用が捻出できないj r経済効果が期待できないJという費用対効果があげられている。この
ことは、アンケートに回答した方は外装クリーニングの必要性を認識されているので、積極的

な回答になったと恩われる。

外装クリーニングの必要性の狙いは①美観回復により、「資産価値・周辺環境調和が高まり

建物イメージアップに役立ち、経済効果が期待できる」としている②劣化防止ができ、長持ち

することを必要理由としている。

なお、経済効果など、経済性データが少ないことを「必要でなしリとの回答になっているこ

とは関係者として受け止めておく必要がある。

また、定期的にクリーニングを行うとした場合の頻度は、 (2回/年)と(1回/年)という回

答が同じ割合で多く、ついで3年に 1回、 2年に 1回の順であった。



7.外装クリーニング計画について

全体 1・はいロいいえ|

維持管理・メンテナンスの中に外装
クリーニングが含まれていますか

外装クリーニングの計画はありますか

。20 40 60 80 100 
割合(%)

ホテル

維持管寝・メンテナンスの中に外装
クリーニングが含まれていますか

外装クリーニングの計画はありますか

。20 40 60 80 100 
割合(%)

事務所

維持管理・メンテナンスの中に外装
クリーニングが含まれていますか

外装クリーニンゲの計画はありますか

。20 40 60 80 100 
劃合(%)

その他

維持管理・メンテナンスの中に外装
クリーニングが含まれますか

外装クリーニングの計図はありますか

。20 40 60 80 100 
割合(%)

維持管理・メンテナンスの中に外装クリーニングが含まれているかはこれまでの設問の回答

結果とはかなり矛盾する内容であった。

今後の外装クリーニング計画の有無については、全回答の (46%)があるという回答であっ

たが、用途別に見るとホテノレでは (67%) と高く、事務所では (33%) と低い傾向であった。そ

の他も (40%程度)と極めて低い回答であった。



8. 外装クリーニングの情報をどこから入手していますか(複数回答)

陵計事務所

建般会社

建材メーカ

建物管理会社

外装クリーニンゲ会社

関係団体

専門誌

その他

。 2 

l.i伝記長画事務所ロその他|

4 6 8 

件数

10 

外装クリーニングに関する情報の入手先については、外装クリーニング会社が最も多く、つ

いで建設会社・建物管理会社・建材メーカーの順であった。用途別では「ホテノレJは建設会社

からの情報が多いのに対し、「事務所Jでは建設会社からの情報を得ておらず、その他の情報源

から同程度の情報を得ているなど、建設会社の関与度の違いが見られた。

各種情報を求める要望が多いことから、まだ外装クリーニングに関する情報の提供は不十分

であることを留意しなければならない。

情報入手は外装クリーニング会社・建設会社・建物管理会社が上位にある。建材メーカー・

専門誌が少なく下位にある。特に関係団体からは 0の状況であった。これは建材メーカー・ク

リーニング関係団体の外装クリーニングに関する必要性・認識PRなど情報提供の行動アクショ

ンが全くないことによるものと考えられる。

地球環境保全の面より、外装クリーニングに関する標準的クリーニング技術の確立と技術的

保証が求められ、技術的に信頼される関係団体の設置が望まれる。



9.外装維持保全に関するご要望についてお書き下さい。

ホテル関係

・定期法定点検の制度化及び基準法12条3条の報告提出義務付け。

・上記の保全実施による資産評価の見直し等、担保価値評価および無利子の貸付制度

・大通りに面している為、自動車の排気ガスによる汚れがひどい。

・ディーゼノレ恵の排気ガス規制を実施してほしい。

・アノレミニウムスパンドレノレに錆、汚れがひどい。

・どのような滑掃もしくはメンテナンスが必要か。

・アルミニウムの腐食したもののメンテナンス方法はどうすれば良いか。

.アルミニウムの耐用年数はどの位。

・地域差による空気環境が外壁材別におよぽす影響等の調査結果などがあれば教えて欲しい。

事務所関係

・メンテナンスフリーに近い素材、汚れても汚れの目立たない素材を利用したい。

・外装建材の耐周年数が異なり、状況が異なる為に全体的なマニュアル的な資料(目安となる)

.建物所有者に対する外装維持保全の重要性のPR

各部毎の一般的な経年劣化と放置した場合の費用の増大を PRするわかりやすいツール

(資料)が必要

維持保全を考慮した建物の設計

・外装クリーニングの方法とその効果を建主に解りやすく説明できるようにして欲しい。

.クリーニング費用とクリーニングによる経済的効果について研究してほしい。

・クリーニングについての建主の「常識」を確立しないと無理ではないか

その他

・外装クリーニング会社の作業員の技術並びに知識の向上が必要である。

-このアンケート内容が分額マンション対象でないためか、答えにくい個所が多い。マンションの

場合は管理組合の決定により全て決まるため、修繕積立金とのかね合いでクリーニング等時期が

決定される

外装クリーニングに関する情報の提供を求めるものと、外装クリーニングのマニュアル作りを

求めるものに分けられる。情報提供に関しては、外装クリーニングとその効果をわかりやすく説

明した資料や、各部位毎の経年劣化と放置した場合の費用内容を説明した資料、さらにはアルミ

ニウムの耐久年数・アルミニウムスパンドレルの錆・汚れの除去方法・アルミニウムの腐食した

場合のメンテナンス方法など具体的な技術情報が求められている。

また、マニュアル作りについては、部材毎・仕様環境別・地域別にクリーニングに関するマニ

ュアノレを作成すること、あるいはクリーニング、会社の作業員向けマニュアノレの作成などの他に、

定期点検の法制化やクリーニング費用の無利子貸付け・ディーゼノレ車の排気ガス規制などが求め

られている。この他に、メンテンナンスフリーの素材や維持保全を考慮した建物の設計などの技

術開発が求められている。



2-1 米国における空間単位の戸建てプレハブ

住宅に関する研究

東京大学大学院建築学科

修士課程 北村禎夫





-研究の背景と目的

現在米国においては総住宅生産の 2回以上が ManufacturedHome (又は MobileHome) (写真 1)

や ModularHome (写真 2)といった空間単位のプレファブ住宅で供給されている。一方戸建て住宅

に限ればその割合は 3慨を超えている。日本においてプレファブ住宅メーカーは大きな市場を捉

えているが、ユニット住宅(写真 3)と呼ばれる空間単位のプレファブ住宅が総住宅生産に占める

害IJ合は 3%に満たず、その普及率に日米で大きな隔たりがある。また、技術的にも米国の

Manufactured Homeや ModularHomeと日本のユニット住宅とでは互いに異なる点が多い。そこで、

本研究では以下の三点を研究の目的とした。

( 1 )日米聞の空間単位のプレファブ住宅に関する相違点を明らかにする。

( 2 )米国において空間単位のプレファブ住宅が発展した成立過程を明らかにする。

( 3 )以上から (1)の現状に至った要因を整理する。

-研究方法

日米両国の関係団体(※注 1)、米国製造業者、日本輸入住宅業者に対し現地にて聞き取り調査

を行い、関連文献 ・資料を入手した。更に、両国製造業者に対しアンケート調査を行い、建築 ・

住宅各業界誌(※注 2)を内容検索した。

※注 1 Manufactured Homeに対して ManufacturedHousing Institute 

Modular Homeに対して NationalAssociation of Home Builders 

ユニット住宅に対して日本プレファブ協会を訪問

※注 2 Archi tectural Forum. 1930-1952 

House and Home ・1951-1971

-日米間の現状における相違点

(i)生産技術

日本のユニット住宅で鉄骨ラーメン構造による生産が 80010以上であるのに対し、 Manufactured

Homeや ModularHomeは木質枠組壁工法による生産が支配的である。また、それぞれの構法にお

けるユニットの標準的平面寸法を図 1において比較したが、その大きさに日米問で 6倍以上の隔

たりがある。全建設工程の中で工場内作業の占める割合を表したのが図 2である。これによると

米国の両構法の方が日本のユニット住宅に比べて高い。



(並)供給形態

日米における空間単位のプレファブ住宅の供給形態を図式化したものが図 3である。日本におい

て系統だった供給形態を有するプレファブメーカーを消費者が選択するのに対し、米国において

は日本の様な系統的な供給形態ではなく、住宅供給は材料供給業者、製造業者、ディラ一、消費

者の四つの段階に分かれ、それぞれが上位段階の業者を選択する。それゆえ、互いの独立性が強

し、。

(iii )住産業における位置づけ

米国において Modu1arHomeは日本のユニット住宅と同じように一般の住宅市場に向けて供給

されるが、 ManufacturedHomeは所得の少なく、世帯構成人数の少ない新婚夫婦や退職者、高齢

者としづ特殊な市場に供給され、通常 ManufacturedHome Park呼ばれるコミュニティに建設され

る。

-構法の変遷

日米における空間単位のプレファブ住宅構法の変遷を体系化したのが図 4である。

米国の Modu1arHomeにおいて、図中の①から⑥の様に住宅を幾つかの工場生産ユニットに分

割することを前提とし、有効な分割手法の模索を試み、 1950年代、 1960年代において多様な展開

を見せてきた。対して、 ManufacturedHomeにおいて新構法の開発は、図中のタイプ⑦から⑩の

様に単体の工場生産ユニットに対して輸送後に居住空間を拡張する事を目的とし、1940年代、1950

年代を通じて多様な手法が模索してきた。両者はその普及の段階において互いに影響し合った。

結果、現在では図中のタイプ①、⑤の様に切り妻屋根の棟沿いに住宅を二分したユニットを工場

生産する明解な手法が両者の問で定着している。

日本において空間単位のプレファブ住宅の開発は 1970年代に初めて本格的に試みられた。この

時期、米国型の ManufacturedHomeや Modu1arHomeの導入と、それに比較するとユニット寸法

が格段に小さい日本型のユニット住宅の開発が試みられたが、現在ではこのユニット住宅のみが

定着している。

-産業成立の歴史的経緯

(米国)

現在 ManufacturedHomeと正式名称をいい、一般に Mobi1eHomeとして親しまれている住宅工

法の起源は文化的には 19世紀の開拓時代の幌馬車にあり、産業的には 1920年代に登場し、 1930
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年代、 1940年代に巨大な産業に成長した Trailer産業にある。 Trailerは当初、旅行用牽引車と

して普及するが、世界大恐慌により住宅難が社会的問題となると住居として利用されるようにな

る。この TrailerHouse(写真 4)の普及は次の二つの段階に分かれる。

( 1 )第二次世界大戦中の軍用仮設住宅としての大量生産。

( 2 )戦後のダム建設を始めとする公共建設増大期に、移動建設労働者のための住宅として普及。

しかし、 1950年代に朝鮮戦争が終結し、かっ公共建設需要が減少すると TrailerHouseの生産

量は減少し始める。こういった市場の縮小受け Trailer業界は住宅市場への進出を図る。これが

Mobile Homeの起源である。その後、 MobileHome産業は 1960年代から 1970年代の前半にかけて

急激に生産量を伸ばす(図 5)。その要因に以下の五つが挙げられる。

( 1) 1960年代の後半から 1970年代の前半にかけて全住宅着工戸数が 2倍近くに急増した。

( 2 )働く女性、離婚者、独身者、高齢者の増加により世帯構成人数の少ない世帯が増加した。

( 3 )都市部から田園地方への人口移動により、西部、南部において住宅需要が急増し建設職人

が不足した(図的。

(4 )既に成長し、影響力を持っていた業界の圧力により交通法規の大幅な規制緩和を実現した。

( 5 )プレファブ住宅産業から登場した SectionalHouseの影響により Double-wideMobileが登

場した。

この SectionalHouseは現在の ModularHomeの前身であり、 1930年代のプレファブ住宅萌芽期

の産物である。第二次世界大戦中に「分解可能住宅生産計画Jで採用、大量生産され、 1952年に

もHousingand Home Finace Agency(HHFA)によって開発が試みられた。

しかし、 1950年代までは軍関係の需要に対する生産が大半で民間市場へは殆ど供給されていなか

った。 Modular(Sectional)Home業界は 1960年代から民間市場に進出し、 1970年代前半までにか

けて MobileHome産業と伴に躍進を遂げる。その要因は前述した MobileHome普及の(1)と(4)が

共通にしており、更なる要因として以下の二つが挙げられる。

( 1 )法的に動産で、あった MobileHomeの製造業者の中に、中産階級の住宅市場に供給され、生

産技術に類似するところの多い SectionalHouseの市場に進出する業者が相次いだ。

( 2) 1960年代の後半に二階建ての ModularHomeが開発され、共同建市場に進出した。

以上のように MobileHomeとModularHomeは共に影響し合い発展した。とりわけ ModularHome 

の普及において急成長する MobileHome産業が果たした役割は大きく、両者は技術的にも産業的

にも接近するが、対象とする市場を異にしたため、 MobileHomeは南部、南東部、北西部と玉大

湖周辺で普及し、 ModularHomeは北東部、大西洋沿い中部、中西部の北側で普及した。(図7、8)
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1976年にMobi1eHomeのための連邦による建築規準HUD-codeが制定され、名称が Manufactured

Homeに変わると、更なる居住性の高さが要求され、結果、規準に満たないものは Trai1er産業に

分類され、 ManufacturedHomeとModu1arHomeの生産技術面の違いは一層無くなった。現在両者

は対象とする市場、建築規準、標準的仕様の違いによってのみ区分される。

(日本)

日本においてユニット住宅に限らず、プレファブ産業全体において鉄骨を主体構造に用いたフ。

レファブ住宅が大半を占めるている。その要因に 1950年代後半のプレファブ住宅萌芽期における

以下の背景が挙げられる。

( 1 )朝鮮戦争による「特需景気jで日本の基幹産業の一つに成長した鉄鋼業が、「特需景気」が

過ぎ去り新市場の開拓を模索し、 1950年代の後半に数社が軽量形鋼を主体構造に用いたプレファ

ブ住宅の生産を開始し、これが日本のプレファブ住宅の起源となった。

( 2)戦時中、軍需のために木材が乱伐されてしまっており、かっ空襲によって多くの住宅が焼

失してしまったことへの反省から、不燃材料による木材に変わる構造材開発の必要性があった。

1970年代に空間単位のプレファブ住宅の開発・導入が試みられた社会的背景として、以下の二

点が挙げられる。

( 1) 1960年代後半にプレファブ住宅業界全体において推進された「多様化、高級化Jの流れに

対し、むしろ工業化された住宅の本来の利点を強調すべく工場生産化率の高い工法を開発する試

みがなされた。

( 2)パイロットハワス技術考案競技やハウス 55といった国家プロジェクトによる影響。

空間単位のプレファブ住宅を扱う企業は最盛期には 17社にも達するが、後発企業の多くは生産開

始後オイルショックによる不況の影響を受け、量販体制を整える資金力を確保できず撤退を余儀

なくされた。現在、ユニット住宅は僅か五社によって生産されており、中でも先行企業である一

社が八割以上の生産量を占めている。

-結論

以上述べてきた各種要因に関して、その相関関係を図式化したものが図 9、10である。一連の

作業から米国において空間単位のプレファブ住宅が現状の様な日本と異なった発展を遂げた要因

を市場の特性と歴史的経緯の違いという観点から以下にまとめる。

( 1 )米国において空間単位のプレファブ住宅は、その成立過程において住宅産業のみでなく

Traile産業をも背景に持ち、現在前者が Modu1arHome、後者が ManufacturedHomeとして市場



に定着している。両者は 1950年代から 1970年代前半における普及段階で互いに影響し合い多様

な技術的展開を見せるが、技術面に関して ModularHome産業は現状に大きな影響を与えている。

一方、 ManufacturedHome産業は低所得で世帯構成人数の少ない世帯を対象とした Manufactured

Home Parkコミュニティー(写真 5)としづ特殊な市場を確立し急激な普及を見せ、結果 Modular

Homeの普及にも大いに貢献した。

( 2 )米国において構造に木質枠組壁工法が支配的に用いられる要因は、成立過程における

Modular Homeの影響と、製造業者が市場に流通する広範囲の部品を各材料供給業者から購入する

供給形態の特性による。

( 3) この相互の独立性が高い供給形態では多大な設備投資や量販体制を確保するための更なる

資金力を必要とせず、中小規模の製造業者で、も採算をとることができた。

( 4 )大型ユニットを用いた工場生産化率の高い構法が可能となった背景にはManufacturedHome 

産業が普及の過程で成し遂げた交通法規の規制緩和と設計の自由度が問題とならない Park市場

の特性がある。

(5 )この Park市場の確立を可能にした背景には、 Trailer産業から成長した産業の歴史的経緯

と、中古住宅市場の流通が活発で個人の状況に応じた不動産の選択が可能である市場の特性があ

った。

以上のように、米国における空間単位のプレファブ住宅の現状は、日本とは異なる市場の特性と

産業成立の歴史的経緯を背景とし、その相関関係から必然'性を持って形成されてきたものである。

それ故、米国型の空間単位のプレファブ住宅に関して、技術のみを日本に導入することは意義を

持たず、その技術を形成してきた影響要因をも含め、導入を検討する必要があるが、その影響要

因の多くは容易に変化し得るものでない社会的な要因によっている。しかし、米国において空間

単位のプレファブ住宅が変化し続ける市場の要求に応じ、多様な発展を遂げてきたその歴史は、

歴史の浅い日本の空間単位のプレファブ住宅においても、常に変化する市場の要求によって新た

なる展開に導かれる可能性が潜在的に存在していることを示唆しており、今後は本研究とは逆説

的に、想定され得る市場の変化に対し、有効となる技術的変化や供給形態の検討が課題となると

思われる。
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事手;.:~;ブ h 喝.

写真 1 Manufac↑ured Home 写真2 Modular Home 

写真3 日本のユニット住宅 写真4Trailer House 

写真5 Manufac↑ured Home Park 
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3-1 環境デザインの新手法開発の為の

ワークショップ

芝浦工業大学

国際交流センター長藤井 博己





1.はじめに

芝浦工業大学大学院建設工学専攻において、ロシアのモスクワ建築大学とフランスのパリ・

ベルヴィル建築大学との間で交換授業を実施し、新たな環境デザインを目指したワークショ

ップをロシア(モスクワ)、日本(東京 ・中央区月島)で実施した。協定校の教員 (専門家)

と大学院生が参加し、それぞれの土地の歴史的環境との関わり合い、ライフスタイルと住宅

との関係、都市(地域)開発の新たな動向といったテーマを互いに論じ合い、今日の環境デ

ザイ ンと建築のあり方について、 学生のトレーニングを兼ねた実地の現場において、テーマ

の分析とプロジェクトの制作、発表会を行った。

2.ワークショップ実施日程および参加者

(1)合同ワークショップの開催(ロシア・モスクワ)

参加大学 芝浦工業大学

実施日程

参加教員

参加学生

テーマ

モスクワ建築大学

1999年9月1日--10月2日

藤井博己教授(芝浦工大)

Aourov Valeri Vasilievich教授(モスクワ建築大学)

大学院生 ] 1名(芝浦工大)

大学院生 7名(モスクワ建築大学)

今回のワークショップの課題は、モスクワ市の歴史的地区に「情報

文化センター」を計画・設計することであった。このセンターは

世界各国の文化・芸術、さらには科学技術の情報を提供すること

によって、国際間の相互理解を深めていくことを目的としている。

ワークショップの内容 1) 設計課題である「情報文化センター」を参加する芝浦工業

大学生とモスクワ建築大学生とのオープン・コンペ形式で行う。

まず敷地の選定から始まり、次に周囲の景観分析、その地区に住む

人達のライフ・スタイルの分析等を通じて、建てられる建物の

機能・ボリューム、そしてコンセプト、プランニング等の提案を

行った。

2) レクチャー①Constructirismin Art (99.9.10) 

②Constructirism in Architecturet (99.9.14 ) 

③Constructirism ( 99.9.24 ) 

3) スタジオ見学 :major architectural Studio “Mosprekt -2“ 

4) 展覧会見学 : Urban Development Exhibition of Moscow 

5) モスクワ市内見学 :建築物・ 美術館、科学博物館

6) フィールド・トリップ:サンクトペテルプルグ視察

- 271-



(2)合同ワークショップの開催(日本・東京)

参加大学 芝浦工業大学

実施日程

参加教員

参加学生

テーマ

パリ・ベルヴィル建築大学

2000年 3月26日"'4月22日

藤井博巳教授(芝浦工大)

赤堀忍助教授( ρ ) 

Girard教授(パリ・ベルヴイル建築大学)

大学院生 9名(芝浦工大)

大学院生 9名(パリ・ベルヴィル建築大学)

日本の伝統的な路地空間が残っている東京の中央区・月島に集合住

宅とそれに必要な都市施設を設計すること。この月島地区に古く

から残る路地空間は単なる進入や通過のための通路ではない。

この路地をどのような空間として認識し把握するか。その結果得

られたアイデアを、現存する路地の位置を変えることなく、この

プロジェクトの中に取り入れ、新しい路地空間を提案すること。

さらにこの一画を魅力ある街にするために、商応、小展示場、広

場、小集会場等、必要と考えられる施設を計画する。最後に研究

成果を敷地選定地にて発表会実施。

ワークショップの内容 1) 教員、専門家による講義

2) 関西フィールド・トリップ

3) 鎌倉・逗子の視察

4) 都市計画、建築設計、プロジェクトの制作および月島での

発表会実施。

(3)合同ワークショップの開催(日本・東京)

参加大学 芝浦工業大学

実施日程

参加教員

参加学生

テーマ

パーサ工科大学(フィンランド・パーサ市)

1999年9月22日'"12月22日

藤井博己教捜(芝浦工大)

大学院生 6名(芝浦工大)

大学院生 3名(パーサ工科大学)

パーサ工科大学との交換授業等を通して、インターナショナルな

視野に立った建築計画の方法を研究することを目的に、日本の歴史

的都市・月島の中でいかに新しい建築を取り入れるかを学ぶ。

ワークショップの内容 1) 京都・関西地方、都内および、近郊都市の建築見学

2) 設計とフィールド・ワーク

3) 日本語・文化についての講義

4) 制作発表と講評



3.研究成果をめぐって

日欧聞における都市環境や環境デザインに対する取り組みは大きく異なっている。しかも

旧ソ連や東欧といった、これまであまり注目されてこなかった地域の問題がグローパルな

角度から大きく浮かび上がり、従来の方法論では必ずしも十分ではなくなっている。そこ

で、今回のように日欧聞の合同ワークショップをロシア・フランス・フィンランド・東京

の学生が、それぞれの土地における固有の問題を掘り下げ、また個々の歴史的環境との

関わり合い、都市開発といったテーマを論じ合い、新たな環境デザインの方法論の構築を

目指し、実施された。

今回のワークショップでは、学生の経験や知見を増すのみでなく、異なった文化聞を繋ぐ

新たなパラダイムの発見に寄与するとともに、以下の事項に研究の成果が見られた。

(1)それぞれの地域に則した問題の発見とそのグローパルな切り口の発見。例えばモスク

ワとのワークショップを通して、歴史的環境および環境デザインに対する取り組みの

差異を踏まえつつ、各々固有の環境問題に即した新たな都市建築モデルの在り方を

探った。

(2) 個々の環境に即した独自の住空間モデルの策定とその建築的なディテールの開発。

例えば、北欧における伝統的な木と石の構法の活用、パリにおける新たな都市設備の

開発など。

(:3) 日本、ロシア、フランス、フィンランドを繋ぐ国際的ネットワークの強化とデータ

ベースの相互の変換。

(4) 大学院教育における新たな方法の確立と国際交流。

以上は、今回実施した合同ワークショップの内容とその研究成果の要約であるが、 4ヶ

国との共同教育研究所というフレームの中で相互理解を増していくことは、将来的に極め

て必要度の高い課題である。この交換授業を今後もさらに継続していくことによって、多

くの世界の専門家が他国の文化や都市に触れる機会がつくられ、それによって豊かな文化

的相互理解が可能になると考えられる。

4.さいごに

芝浦工業大学では「人間主義の工学」を掲げ、教育・研究に力を注いでいるが国際交流

の基本も「人間」に置いている。もちろん、語学は大事で語学研修も本学の学内外で多く

のプログラムを提供しているが、研究留学の交流も上記の交換授業を含め、活発に行われ

ている。

それらの中で、この交換授業はユニークなプログラムで街と一体となった実地授業は評

判も高い。それぞれの現地での発表会には街の人々が大勢来て、英語を中心にフランス語、

ロシア語の説明を熱心に聞き、質問もする。

本学ではこれからも「人閉そして文化」に基礎を置いた国際交流を強力にすすめていき

たい。
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